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(財)財務会計基準機構会員  

 

 

平成19年12月期 決算短信 

平成20年2月15日 
 
 

 
（百万円未満切捨て） 

１．19年12月期の連結業績（平成19年１月１日～平成19年12月31日） 
(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19年12月期 213,938 5.2 118 △99.6 2,376 △92.2 36,898 －
18年12月期 203,271 56.6 29,148 △16.4 30,406 △15.1 2,702 △86.1

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当 期 純 利 益 率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
19年12月期 2,825 95 2,813 32 19.7 0.2 0.1
18年12月期 212 03 193 09 2.0 2.1 14.3

（参考） 持分法投資損益  19年12月期 1,047百万円 18年12月期 854百万円 
 
(2) 連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19年12月期 1,158,923 193,823 16.0 14,212 68
18年12月期 1,296,062 203,196 14.6 14,492 23

（参考） 自己資本  19年12月期 185,835百万円 18年12月期 188,579百万円 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円
19年12月期 42,966 55,069 △113,627 73,860
18年12月期 △16,567 △41,735 76,614 89,219

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
(基準日) 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年12月期 50 00 50 00 650 23.6 0.5
19年12月期 
（予定） 

－ 
 

－ 100 00 100 00 1,307 3.5 0.7

20年12月期 
（予想） 

未定 未定 未定  

 
３．20年12月期の連結業績予想（平成20年１月１日～平成20年12月31日） 

当社及び当社グループ各社が属するインターネットビジネス業界及び証券業界は事業環境の変化が激しいため、業
績の予想を行うことが困難であります。したがいまして、業績予想につきましては記載しておりません。 

 

上 場 会 社 名 楽天株式会社 上場取引所  ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号 ４７５５ ＵＲＬ http://www.rakuten.co.jp/ 
代 表 者 (役職名) 代表取締役会長兼社長 （氏名）三木谷 浩史   
問合せ先責任者 (役職名) 取締役常務執行役員 （氏名）髙 山 健 ＴＥＬ (03)6387-0555 
定時株主総会開催予定日 平成20年３月27日 配当支払開始予定日 平成20年３月28日
有価証券報告書提出予定日 平成20年３月28日  
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動） 有  
 新規 １ 社（社名 フュージョン・コミュニケーションズ（株））      
 (注)詳細は、19ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 
  
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの） 
 ① 会計基準等の改正に伴う変更 有  
 ② ①以外の変更 有  
 (注)詳細は、48ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
  
(3) 発行済株式数（普通株式） 
 ①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年12月期 13,076,334株 18年12月期 13,013,493株 
 ②期末自己株式数 19年12月期 977株 18年12月期 1,060株 
 (注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、81 ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。 
 
 
（参考）個別業績の概要 
 
1.19年12月期の個別業績（平成19年１月１日～平成19年12月31日） 
 (1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19年12月期 61,630 24.7 18,471 6.9 19,731 △13.2 17,243 47.3
18年12月期 49,418 46.9 17,284 34.0 22,742 55.9 11,708 68.8

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭
19年12月期 1,320 58 1,314 86
18年12月期 918 60 912 95
 
(2) 個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19年12月期 391,072 258,408 66.0 19,753 25
18年12月期 361,953 243,547 67.3 18,715 71

（参考） 自己資本  19年12月期 258,280百万円 18年12月期 243,537百万円 
 
２．20年12月期の個別業績予想（平成20年１月１日～平成20年12月31日） 

当社が属するインターネットビジネス業界は事業環境の変化が激しいため、業績の予想を行うことが困難でありま
す。したがいまして、個別業績予想につきましては記載しておりません。 
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経営成績及び財政状態 
 

1. 経営成績 

(1) 当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資が緩やかな増加傾向を見せる等、景気全体としては回復基調となりま

したが、サブプライム問題に端を発した米国経済の減速感や原油・素材価格の高騰等の不安材料から、先行きについては

不透明感が見られます。 

そのような中、わが国におけるインターネット接続環境は、平成19年９月末時点のＦＴＴＨアクセスサービス契約数が

平成19年９月末において初めて10百万契約を超え（前年同期比47.0％増）、引き続きブロードバンド化を牽引する形と

なっています（※１）。また、平成19年12月末現在、携帯電話契約数100百万契約のうち第三世代携帯電話は83.3百万

契約を占め、全携帯電話契約数に占める割合も前年同期比 16.2％増と増大傾向にあり（※２）、音楽や画像といったデジ

タルコンテンツのダウンロードや電子商取引等の多機能化・ネットワーク化が更に進展しております。 

わが国のネットビジネス市場はＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）やブログ等が高い成長率を示して

いますが、一方でＥＣ（電子商取引）市場全体の市場規模も５年後には現在の約2.1倍の10兆円を超えることが見込まれ

る等、順調に成長を続けていくものと予想されております。中でも、第三世代携帯電話の普及によって高速データ通信が

可能になったことや、ＱＲコード読み取り機能搭載による利便性の向上等によってモバイルＥＣの環境が整備されてきて

いること等により、パソコン経由よりも携帯電話経由の取引の伸びが高くなっており、モバイルＥＣの取引高は同じく５

年後には金額規模で２兆円を突破すると予想されています（※３）。 

こうした環境を背景に、当社グループは、創業10周年という節目の年を迎え、「ｍｏｒｅ ｔｈａｎ Ｗｅｂ」をキー

ワードに、『楽天市場』や『楽天証券』、『楽天トラベル』等のサービス強化に加えて、（株）東京都民銀行による楽天支店

『楽天バンク＠ＴＴＢ』開設等、楽天グループ会員への新しいサービスの提供を行って、グループ各社の連携による更な

るシナジーの追求を図ってまいりました。 

また、成長を持続させるための施策として、11月には日本国外での本格的な事業展開の第一弾となる、台湾での楽天市

場事業の展開を目的に、台湾の統一超商股份有限公司との提携契約を締結いたしました。また、12月には「楽天スーパー

ポイント」の獲得機会をインターネット外に広げるべく、“ネットとリアルの融合による共同マーケティング”としてビッ

トワレット（株）と同社の運営する電子マネーとの提携について合意しました。このほか、当連結会計年度においては、

携帯電話インターネットの検索技術や関連広告サービスの開発事業進出に向けた提携も推し進め、ＩＰ電話を中心とした

音声通信サービスを行うフュージョン・コミュニケーションズ（株）の連結子会社化を行う等、ユーザが楽天グループの

提供する様々なサービスを循環的に利用する場である「楽天エコシステム」の積極的な拡大・強化に取組んでまいりまし

た。 

更に、楽天ＫＣ（株）については、コスト構造の抜本的な見直しや『楽天カード』の推進等、一連の事業再構築の集大

成として、利息返還損失引当金の見積もり差額計上を行い、事業基盤の強化に注力いたしました。 

当連結会計年度における連結業績は、金融関連事業における楽天ＫＣ(株)のクレジット事業譲渡（平成18年11月）や

証券市況の低迷等による証券事業の減収等にもかかわらず、好調な流通総額の増加を背景に『楽天市場』、『楽天トラベル』

等の事業が高い成長を続けたため、売上高は213,938 百万円（前連結会計年度比5.2％増）となりましたが、上記楽天Ｋ

Ｃ(株)の利息返還損失引当金等の見積差額計上による影響により、営業利益は118百万円（前連結会計年度比99.6％減）

にとどまりました。一方、証券事業において投資物件の売却に伴う営業外収入が発生したこと等により、経常利益は2,376

百万円（前連結会計年度比92.2％減）となり、更に第３四半期連結会計期間におけるCtrip.com International, Ltd.の

株式売却益等により当期純利益は36,898百万円（前連結会計年度比1,265.3％増）となりました。 

 

（ＥＣ事業） 

ＥＣ事業セグメントには、楽天（株）（『楽天市場』、『楽天ブックス』等）のほか、楽天オークション（株）等のグ

ループ会社が属しており、主に物販を中心としたＥＣサイト運営・サービス提供等を行っております。 

当セグメントにおいては、当連結会計年度における『楽天市場』及び『楽天ブックス』での流通総額が5,369億円と、

前期比26.8％増と引き続き大幅な伸びを示すほか、会員数、楽天市場出店店舗数共に引き続き堅調に増加しております。 

当連結会計年度の取組みといたしましては、『楽天市場』のＡＰＩ（アプリケーション・プログラム・インタフェース）
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一般公開サービス『楽天ウェブサービス』を開始して、楽天グループ以外の幅広い開発者・事業者・ユーザによる多様な

アプリケーションの開発を可能にしたことをはじめ、（株）アクトビラと提携し、地上デジタルテレビの新しいネット・

サービス『アクトビラ』上にて『楽天市場』のサービスを提供する等の施策を通じて、新規ユーザ獲得と楽天グループ内

でのトラフィック向上を図っております。また、ユーザが支払済みの未着の商品について、当社が一定の補償を行う制度

『楽天あんしんショッピングサービス』を10月より開始し、これまで以上に安全な取引環境の強化を図っております。更

に、オンラインのＤＶＤ・ＣＤレンタルサービス『楽天レンタル』を開始する等、よりユーザニーズに対応したサービス

の提供も行っております。 

こうした取組みの結果、当連結会計年度のＥＣ事業の売上高は75,512百万円（前連結会計年度比30.9％増）、営業利益

は19,541百万円（前連結会計年度比10.7％増）となりました。 

 

（クレジット・ペイメント事業） 

クレジット・ペイメント事業セグメントには、楽天ＫＣ（株）、楽天クレジット（株）及びその関連会社等のグループ会

社が属しており、主に個人向けのクレジットカード事業及びカードローン事業等を営んでおります。 

当連結会計年度の主な取組みとしては、楽天ＫＣ（株）においては、ショッピング取扱高が3,551億円（前期比53.3％

増）と好調に推移していることに加え、楽天プレミアムカードや、学生専用カードである楽天カード アカデミーの発行等、

これまで以上の幅広い層を対象としたサービスの展開を行ったほか、当社グループ内の各サービスでの積極的な広告戦略

により、会員数は順調に増加しております。加えて、拠点の統廃合による拠点･人員体制の整備や『e-NAVI』（ｗｅｂ利用

明細提供サービス）登録推進による効率化といった一般経費削減施策のほか、与信管理強化・管理回収安定による貸倒関

連費用の圧縮も推し進めました。これら事業再構築の総仕上げとして、同社は利息返還損失引当金等に係る将来リスク額

の算定について、平成19年12月末より見積り方法を精緻化し、従来の見積方法との差額251億円を一括して営業損失と

して計上しました。当社は楽天ＫＣ（株）の財務基盤を強化する目的で、同年12月27日、250億円の増資引受を行って

おります。 

また、楽天クレジット(株)では、『楽天市場』や『楽天トラベル』、『Infoseek』を始めとするグループ経由の成約者を対

象としたポイント増量キャンペーン等の施策を積極的に行って、引き続き楽天グループユーザ向けのプロモーションを強

力に推進した結果、楽天グループのサービスを経由した申込件数及び成約件数が大幅に増加し、営業債権残高は前期比

23.0％増の1,036億円となりました。 

更に、（株）東京都民銀行との提携により、東京都民銀行楽天支店が開設され、24 時間 365 日のバンキングサービスを

ＰＣ、モバイルを使い全国どこからでも利用できる『楽天バンク＠ＴＴＢ』サービスを開始いたしました。これに伴い、

『楽天市場』の出店店舗向けに『楽天バンク決済』を導入したほか、楽天証券との間で振込後リアルタイムで口座残高に

振込資金が反映される『リアルタイム入金』を開始したことをはじめ、『楽天競馬』や『楽天ブックス』等でも順次決済サ

ービスの取扱いを拡大する等、銀行サービスの展開を図ってまいります。 

しかしながら、平成18年11月に行いました楽天ＫＣ（株）の会社分割により売上高が減少したこと等から、当連結会

計年度のクレジット・ペイメント事業の売上高は70,195百万円（前連結会計年度比11.7％減）、営業損失は25,175 百万

円（前連結会計年度は6,149百万円の営業損失）となりました。 

 

（ポータル・メディア事業） 

ポータル・メディア事業セグメントには、楽天（株）（『Infoseek』等）のほか、楽天リサーチ（株）、楽天ティービー（株）、

みんなの就職（株）等のグループ会社が属しており、主にインターネットへの入り口の役割を担うポータルサイト運営の

ほか、人材事業やリサーチ事業及びブロードバンドコンテンツの配信等を行っております。 

当連結会計年度の取組みといたしましては、インフォシーク事業において、検索結果と併せて楽天グループで取り扱う

関連情報を提供するハイブリッド検索のリニューアルを行ったほか、インフォシーク・モバイルの検索機能の向上を図る

等、顧客利便性の改善を行いました。一方、広告事業では、『楽天市場』でのユーザの嗜好に合わせた広告を『インフォシ

ーク』閲覧の際に掲載する行動ターゲティング広告『楽天行動ターゲティング β版』の配信を12月に開始する等、ポイ

ントに関心のあるユーザの誘導や回遊性を向上すべく、様々な施策を行っております。 

しかしながらこうした取組みにもかかわらず、広告売上高が伸び悩んだため、当連結会計年度のポータル・メディア事
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業の売上高は7,510百万円（前連結会計年度比11.7％減）となりました。加えて、インフォシーク事業の開発関連費用が

増加したことにより、362百万円の営業損失（前連結会計年度は393百万円の営業利益）となりました。 

 

（トラベル事業） 

トラベル事業セグメントには、楽天トラベル（株）等のグループ会社が属しており、主に宿泊予約や『ＡＮＡ楽パック』

など旅行関連サイトの運営・サービス提供を行っております。 

当連結会計年度においては、予約泊数等の諸指標が順調に伸び、レジャー目的のユーザ誘致にも成果を上げる等、事業

は堅調に推移しております。主要な取組みといたしましては、『ＡＮＡ楽パック』サービスにおいて、往路到着した空港と

は別の空港から復路出発するオープンジョー旅程や複数の宿泊施設の予約を可能にしたほか、『ＡＮＡ楽パック事前座席指

定サービス』において、法人予約サービスのＡＮＡ＠ｄｅｓｋと連携することで宿泊と航空券サービスのシームレスな利

用を実現したり、業界で初めて主要レンタカー各社の在庫を『楽天トラベル』上で一括検索・予約できる『レンタカー予

約サービス』を開始する等して、より充実したサービスの拡大に努めてまいりました。また、海外展開につきましても、

グアムにて現地法人を設立し、コンシェルジュ対応可能なラウンジの開設を行う等、サービスレベルの向上を図っており

ます。 

こうした取組みの結果、当連結会計年度のトラベル事業の予約流通総額は2,200億円（前期比22.6％増）と好調に推移

し、売上高は12,909百万円（前連結会計年度比23.4％増）、営業利益は6,004百万円（前連結会計年度比28.9％増）とな

りました。 

 

（証券事業） 

証券事業セグメントには、楽天証券ホールディングス（株）とその関連会社等が属しており、主にオンライン証券取引

サービス等を営んでおります。 

当連結会計年度の取組みといたしましては、まず、これまでの国内株式が中心であった収益源の多様化を図るべく、商

品ラインナップを充実させてまいりました。具体的には、ＢＲＩＣｓや新興アジア諸国への投資を中心とした投資信託、

外国債券や米国・中国株式銘柄追加等海外投資商品の取扱い拡充を推進したほか、株価指数先物・オプション取引及び日

経225ミニ取引（大阪証券取引所）のイブニング・セッションの取扱いや、投資信託専門の購入支援サイト『投信スーパ

ーステーション』の提供を開始いたしました。このほか、従来の国内株式向けのサービスについても、『マーケットスピー

ド』の音声読上げサービスや、モバイル向けトレーディング・ソフト『ｉＳＰＥＥＤ』の対応キャリア拡充を始め、イン

ターネット証券初となる個人投資家向け無料サービス『決算発表事前「経常利益」予想情報』等、各種ツールの提供を行

い、顧客利便性の更なる向上を図ってまいりました。その結果、12 月には証券総合口座数が75 万件を突破、モバイルに

おきましても11月に『ｉＳＰＥＥＤ』のダウンロード数が30万件を突破するまでに成長いたしました。 

しかしながら、新興市場を中心とした株式市況の停滞等による株式委託手数料収入の落ち込みの影響により、当連結会

計年度の証券事業の売上高は30,556百万円（前連結会計年度比24.6％減）、営業利益は5,746百万円（前連結会計年度比

62.6％減）となりました。 

 

（プロスポーツ事業） 

プロスポーツ事業セグメントには、（株）楽天野球団とその関連会社が属しており、プロ野球球団『東北楽天ゴールデン

イーグルス』の運営及び関連商品の企画・販売を行っております。 

当連結会計年度におきましては、チームの好成績や人気選手の活躍に支えられ、今シーズンの主催累計観客動員数がリ

ーグ球団中１位の伸び（前年同期比17.4％増）を記録する等、着実にファン層を拡大してきております。更に、シーズン

オフには野球教室『東北プロジェクト』を開催し、親子で楽しめるイベントを開催してファミリー層を中心に動員強化を

図る等、一層のファン層拡大や地域への浸透及び将来の戦力育成のための施策を展開した結果、選手関連グッズの販売が

飛躍的に増加する等、業績向上にも寄与しております。 

こうした取組みの結果、当連結会計年度のプロスポーツ事業の売上高は7,553 百万円（前連結会計年度比15.4％増）、

営業損失は836百万円（前連結会計年度は1,396百万円の営業損失）となりました。 
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（通信事業） 

通信事業セグメントには、新たに連結子会社となったフュージョン・コミュニケーションズ（株）とその関連会社が属しており、主

に中継電話やＩＰ電話をはじめとした通信サービスを提供しております。 

当連結会計年度におきましては、平成 19 年８月７日にフュージョン・コミュニケーションズ（株）とその関連会社を連結子会社と

いたしました。今後はＩＰ電話サービスの先駆者である同社の高い技術力と安定した運用力を背景にして、当社グループの持つ

インターネット上のｗｅｂを利用した幅広いサービスに、インターネットの外につながる音声通話サービスを加えたビジネスモデル

を構築し、展開を図ってまいります。 

なお、同社グループについては平成19年９月30日をもってみなし結合日としていることから、業績については10月以降につ

いて反映されております。 

当連結会計年度の通信事業の業績は、売上高は 9,700 百万円、営業損失は 394 百万円となりました。 

 

その他、グループ全体の取組みといたしましては、当事業年度は当社にとって創立10周年にあたることから、これを節

目として新社屋「楽天タワー」への移転を行い、各事業の集約を進め更なるシナジーの創出を図ったほか、世界遺産劇場

実行委員会による「2007年度世界遺産劇場」の冠協賛社として「楽天世界遺産劇場」の公演開催を行う等、ＣＳＲ（企業

の社会的責任）に向けた取組みを行ってまいりました。 

 

※１ 平成19年９月総務省報道発表「ブロードバンド等の契約数」による 

http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/071218_4. 

※２ 平成19年12月電気通信事業者協会「システム別契約数」による 

http://www.tca.or.jp/japan/database/daisu/yymm/0712matu.html 

※３ 平成19年12月野村総合研究所「2012年までの国内IT主要市場の規模とトレンドを展望（2）」による 

http://www.nri.co.jp/news/2007/071219_1.html 

 

(2) 次期の見通し 

平成20年12月期の業績については、引き続きＥＣ事業やトラベル事業が高い成長を続けると見込まれるほか、クレジ

ット・ペイメント事業においては、楽天ＫＣ（株）が平成19年12月期に行った利息返還損失引当金の見積差額計上によ

り、利息返還請求に関する費用が大幅に軽減されると見込まれることから、業績の改善が予想されます。ただし、当グル

ープの事業は事業環境の変化の激しいインターネット関連の事業のほか、株式市場の動向に等により業績が左右される証

券事業等業績の予想が困難なものが含まれております。 

 

2. 財政状態 

(1) 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当連結会計年度末の資産合計は1,158,923百万円（前連結会計年度は1,296,062百万円）となり、前年同期と比較して

137,139 百万円減少いたしました。主に現金及び預金53,744百万円、投資有価証券65,706百万円の減少によるものであ

ります。 

 

（負債） 

当連結会計年度末の負債合計は 965,099 百万円（前連結会計年度は 1,092,866 百万円）となり、前年同期と比較して

127,766百万円減少いたしました。主に短期及び長期の借入金の返済126,650百万円によるものであります。 

 

（純資産） 

当連結会計年度末の純資産合計は193,823百万円（前連結会計年度は203,196百万円）となり、前年同期と比較して9,373

百万円減少いたしました。主に利益剰余金が36,771百万円増加した一方で、評価・換算差額等42,520百万円の減少によ

るものであります。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況としては、営業活動によるキャッシュ・フローは、、税金等調整前当期純利

益を50,672百万円を計上し、法人税の還付等により、42,966百万円の資金流入（前連結会計年度は16,567百万円の資金

流出）となりました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券及びその他の関係会社有価証券売却等

により55,069百万円の資金流入（前連結会計年度は41,735百万円の資金流出）となりました。更に、財務活動によるキ

ャッシュ・フローは、借入金の返済等により、113,627百万円の資金流出（前連結会計年度は76,614百万円の資金流入）

となりました。これらにより、当連結会計年度の現金及び現金同等物の額は、15,358 百万円の減少（前連結会計年度は

18,561百万円の増加）となりました。以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、73,860百万円（前連

結会計年度比17.2％減）となりました。 

 

（参考）キャッシュ･フロー指標のトレンド 

 平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 

自己資本比率（％） 4.6 14.6 16.0

時価ベースの自己資本比率（％） 81.4 55.7 62.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） － － 9.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  － － 29.0

(注) 1. 自己資本比率：自己資本／総資産 

2. 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

3. キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

4. インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（1）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（2）株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

5. 平成 17 年 12 月期および平成 18 年 12 月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・

カバレッジ・レシオにつきましては、営業キャッシュ・フローが資金流出であるため、記載を省略して

おります。 

 

3. 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分につきましては、企業価値の最大化を念頭に、健全な財務体質の維持及び積極的な事業展開に備えるた

めの内部留保の充実等を勘案しつつ、収益状況に応じた利益還元を行うことを基本方針としており、単年度の業績に左右

されない安定した配当を継続しています。当連結会計年度につきましてはこの基本方針に基づき、平成20年３月27日当

社株主総会決議での承認を前提に、１株当たり100円の利益配当を実施する予定です。 

（配当予想が困難な理由） 

なお、当社が属するインターネットビジネス業界は事業環境の変化が激しいため、業績の予想が困難であります。した

がって、平成20年12月期の配当予想については記載しておりません。 
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4. 事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考

えられる主な事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グループは、これ

らのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の有価証

券に関する投資判断は本項以外の記載内容もあわせて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、別段の記載のない限り当決算発表日現在において当社グループが判断し

たものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

 

各事業の展開について 

(1) ＥＣ事業について 

ＥＣ事業における、インターネット・ショッピング・モール事業及び個人オークション事業は、出店者と購入者または

オークションの参加者同士で取引を行うための仲介をすることをその基本的性格としており、当社グループのサービスは

取引の場を提供することにとどまっております。したがって、取引の当事者は出店者と購入者またはオークションの参加

者であり、かかる取引においては、出店者、購入者またはオークションの参加者が法禁物の提示や取引を行うこと、他人

の所有権、知的財産権その他の権利やプライバシーを侵害する行為を行うこと、詐欺その他の違法行為を行うことなどの

危険性が存在しております。かかる事態が生じた場合には、問題となる行為を行った当事者だけでなく、当社グループに

ついても取引の場を提供管理する者として責任追及がなされる可能性があります。 

当社グループは、かかる事態を回避すべく、各事業において以下のようなトラブルの事前の防止と、法的規制に基づき

事業者が果たすべき義務の履行に努めております。 

①  楽天市場  

『楽天市場』の出店者については、原則として法人事業者であるか、あるいは個人事業者の場合は実店舗等での営業実

績のある事業者に限定するなど、出店手続面での管理を実施しております。また、出店後も当社のＥＣコンサルタントが

店舗の運営サポートを行う体制を採っており、サポート活動を通じて出店者の商品内容や出店規約の遵守状況をモニター

しております。商品の不良や代金決済などに関する出店者と購入者とのトラブルについては、規約上、出店者と購入者の

当事者間の解決事項として当社グループには責任が及ばないことを明記しておりますが、モニタリングの結果、店舗評価

が良くない出店者やカスタマーサポートを行うメンバーサービス部にクレームが多く寄せられる出店者に対しては、改善

を促したり契約解除(退店)を行うなどの措置を採っております。なお、かかる契約解除などの措置は合理的な根拠に基づ

いて実施するよう留意しておりますが、インターネット・ショッピング・モール事業の市場における当社グループの規模

が大きいため、かかる措置の実施またはその根拠となる出店規約等の規定の内容が「私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律」上問題とされる可能性があり、その場合には当社グループの事業が新たな制約を受け、当社グループの事

業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、｢楽天市場｣の利用者の取引安全保護を目的として平成19年10月には「楽天あんしんショッピングサービス」と

して購入者に対する補償制度を新たに導入しておりますが、出店者の倒産が頻発し、または詐欺的な取引が大規模に行わ

れた場合、同サービスに係る補償額が拡大する恐れがあり、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

②  楽天オークション  

『楽天オークション』の個人オークション事業においては、エスクロー方式と取引当事者間における個人情報の開示が

不要であることを特徴とする「楽天あんしん取引」を採用し、商品及び代金の受領にかかるトラブル並びに個人情報の開

示に伴う不安感を解消する一方で、参加者間のトラブルは当事者間の解決事項として、当社グループに責任が及ばないこ

とを規約上明記しております。また、違法または公序良俗に反するような出品が行なわれないよう、他のインターネット

オークション事業者と共同で「インターネットオークション自主ガイドライン」を策定し、出品状況をモニターする体制

を採っております。この他、出品者と購入者間での取引に関連したトラブルの未然の回避・抑止策として、ホームページ

上に出品者と購入者による相互評価を表示しております。 

 

ＥＣ事業におきましては、出店者・取引量等の増大に対して人的資源等の制約があり得ること等から、上記各事業にお
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いて取引状況、規約の遵守状況及び違法行為の有無等を完全にモニターすることは難しく、上記各事業においてトラブル

が発生した場合には、規約の内容に拘わらず、当社グループが法的責任を問われる可能性があるほか、トラブルの発生自

体が当社グループ全体または各事業のブランドイメージ悪化等を招く可能性があります。また、新たな法律の制定や監督

官庁による処分、新たなガイドラインの策定または改定等により、事業展開に制約を受けるまたは修正を余儀なくされる

可能性があり、これらの要因により当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) クレジット・ペイメント事業について 

 ① 事業に係る法的規制について   

当該事業は、「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」(以下、「出資法」)及び「貸金業法」の適用を

受けております。 

出資法上、刑罰をもって禁止されない利息契約の上限利息は年率29.2％と定められており、平成19年12月に改正され

る以前の「貸金業の規制等に関する法律」では利息制限法上の上限利息の超過部分について債務者が利息として任意に支

払い、書面の交付等一定の要件を満たした場合には、有効な利息の弁済とみなす旨（以下、「みなし弁済」）が規定されて

おりましたが、みなし弁済が認められる場合を厳格に制限する裁判例を背景に、超過部分の利息返還請求が増加していま

す。さらに、貸金業法等の一連の改正の未施行部分において、今後みなし弁済の廃止、上限利息の年率20％への引き下げ

等が予定されています。 

楽天クレジット（株）は利息制限法上の上限利息を超過する利息契約はないものの、楽天ＫＣ（株）の平成19年12月

31日以前の貸付契約の中には、当該上限利息を超過する利息の定めがあるため、将来の利息返還請求に伴う返還見込み額

を利息返還損失引当金として、また利息返還請求に伴う債権充当見込み額を貸倒引当金として計上しています。これらの

引当金の見積り方法につき、従来、合理的見積り期間に係る利息返還請求件数の実績率、平均請求額等を勘案した、利息

返還請求に係る適正な引当所要額を四半期毎に算出・計上しておりましたが、平成19年12月末から、利息返還請求に関

する実績データ（債権遷移率・平均請求額）に基づき、将来の利息返還額の見込み総額を算定して引当金として計上する

方法に見直し、平成19年12月31日時点では、利息返還損失引当金201億円、債権充当額に対応する貸倒引当金180億円

を計上しました。この見積り方法の変更により、利息返還請求に係る費用は平成20年12月期以降大幅に抑制される見通

しですが、何らかの要因により、引当金算出の前提となる平均請求額等が増加する場合には、更に追加引当が必要となる

ために、当該事業の業績に影響を与える可能性があります。また、平成20年1月1日より、楽天ＫＣ（株）が新規貸付金

利を18％以下に引き下げたことが、当該事業の収益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

さらに、今後債務者の総借入残高の上限に関する貸金業法の規定が施行されることより、当該事業における貸付残高の

増加が制約を受け、当該事業の収益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後更に貸金業者、クレジットカード会社等への規制を強化する法改正がなされる可能性も否定できず、かかる

改正が当該事業の収益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ② 事業環境について   

(経済環境)  

当該事業においては個人を顧客対象としているため、経済環境が悪化し、消費低迷による借入需要の減退や失業率の上

昇による自己破産や多重債務者の増加等が生じた場合には、営業収益の減少や貸倒費用の増加等により、当該事業の経営

成績が悪化する可能性があります。 

(競合)  

消費者ローン業界においては、大手消費者金融会社に加え、銀行系、外資系及びインターネット系消費者金融会社等の

多数の事業者が参入しており、クレジットカード業界も、銀行系、流通系及び信販会社系等のクレジットカード会社との

間で激しい競合状況にあります。これらの競合他社については、資金調達、マーケティング、顧客ベース、審査能力、認

知度、設備及びネットワーク等の点で、当社グループより優れている事業者も存在し、競合他社の動向によっては当該事

業における当社グループの事業、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(資金調達)  

当該事業における運転資金の調達については、主に金融機関からの借入金により賄っておりますが、調達金利は市場環

境その他の要因により変動するため、将来の金利情勢及び当社グループの信用状態の変動等によって調達コストが上昇し
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た場合には、当該事業の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(与信管理及び債権回収)  

当該事業を遂行する上では、貸倒リスクを軽減するための与信管理システムや債権回収のノウハウを持つ人材の確保が

重要であるものと考えておりますが、必要なシステムの維持・運営、人材の確保に重大な問題が生じた場合、事業の継続

及び今後の事業展開に支障が生じる可能性があります。 

 

(3) ポータル・メディア事業について 

 ① インターネット広告市場について   

ポータル・メディア事業は、ポータルサイト運営・管理を中心とした事業であり、当該事業においてはインターネット

広告等にかかる売上高が高い比率を占めております。 

インターネット広告市場は、インターネットの普及、利用者の増加、企業の経済活動におけるインターネット利用の増

加等により拡大傾向にあるものと考えられます。しかしながら、インターネット広告は広告媒体としての他のメディアと

の競合が生じていることに加えて、インターネット広告に限らず広告市場は景気変動の影響を受け易いものと考えられる

ことから、景況感が悪化した場合には当該事業の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ② インターネットサイトの集客力について   

インターネット広告の広告媒体としての価値は、主にWebサイトの集客力に応じて変化するものであり、当社グループ

は、顧客ニーズに応じたコンテンツ等を提供することにより集客力向上を図っております。今後においては、検索結果広

告表示機能や各種コンテンツの充実等により広告収入を確保していく方針でありますが、インターネット広告の広告媒体

としての定着傾向に変化が生じる場合や、魅力的なコンテンツ等の提供に支障が生じた場合には、当該事業の経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。  

なお、当社グループは、サイトを運営するにあたり、Web 検索エンジンやニュース等の一部のコンテンツについて外部

の事業者から提供を受けております。今後、何らかの要因によりこれらWeb検索エンジンやコンテンツの提供が中断され

た場合や有力コンテンツを円滑に導入できなかった場合には、サイト運営に支障をきたす可能性があり、当該事業の遂行

及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ③ 競合について  

当該事業においては、ヤフー（株）、グーグル（株）、マイクロソフト（株）、エキサイト（株）等のポータルサイトを運

営する事業者が存在し、当社グループのサイトと競合が生じておりますが、さらに今後新たな事業者が当該事業に参入す

る可能性もあります。これらの事業者との競合により当社グループサイトの集客力低下、広告出稿量の減少または広告単

価の引き下げ等が生じた場合には、当該事業の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4) トラベル事業について 

当社グループは航空会社等の旅行関連事業者との連携による旅行関連サービスの強化を図り、事業を展開していく方針

であり、また近年インターネットを活用した旅行関連サービスの市場規模は拡大傾向にあります。しかしながら、旅行関

連サービスはその性質上、景気動向、国内外情勢及び消費者嗜好の変化等による影響を受けるものであり、これらの動向

によっては、当該事業の遂行及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当該事業においては、競合するサービスまたは事業者が多く、競争による取扱手数料率の低下が生じる可能性が

あります。また、当社グループが宿泊施設等と継続した契約関係を維持できる保証はなく、宿泊施設等による競合他社と

の契約への移行等が生じた場合、当該事業の遂行及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5) 証券事業について 

 ① 法的規制等について  

当該事業においては、「金融商品取引法」のほか、監督官庁や、各証券取引所、日本証券業協会等の自主規制機関による

法令・諸規則等に従って業務を遂行しておりますが、当該事業に関係する法令・諸規則や実務慣行、解釈等の追加または

変更により、当該事業の遂行及び経営成績が影響を受ける可能性があります。 

特に、金融商品取引事業者に対しては、「金融商品取引法」及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき、一定
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の自己資本比率の維持が求められております。リスクアセットの増加(信用取引の増加に伴う貸付金の増加を含みます)や

財政状態の悪化等により、楽天証券㈱の自己資本比率が低下した場合、業務方法の変更や業務の全部または一部の停止が

命じられ、さらには証券業の登録が取り消される場合もあるため、当該比率の低下は、当該事業並びに当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また当該事業におけるシステムの管理体制の整備等の施策が十分

でない場合、同様の処分が行なわれる場合があり、当該事業並びに当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

さらに、「金融商品取引法」の施行により、広告規制、説明義務の実質化等の新たな規制強化が行われており、これらに

違反した場合、業務方法の変更や業務の全部または一部の停止が命じられ、さらには金融商品取引業の登録が取消される

場合があり、当該事業並びに当社グループの経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 ② 事業環境及び事業戦略について  

当該事業は、委託手数料をその主要な収入源としているため、証券市場等の相場環境の影響を受けております。証券市

場は、経済情勢、世界各国の市場動向、政治動向及び規制動向、並びに投資家心理等の影響を受けるものであり、市場低

迷が生じた場合には既存顧客及び潜在的顧客の投資意欲の減退等に伴う、出来高や売買代金の減少によって、当該事業の

経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、オンライン証券取引サービスについては、既存の証券会社を含む多

数の企業が参入する競争が激しい分野であります。当該事業の主な収益である株式売買委託手数料は自由化されており、

価格競争の激化等が生じた場合には、当該事業の顧客獲得及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

近年、当該事業に占める株式の信用取引に関連する収入は高まる傾向にあることにより、株式相場の急激な変動、金利

上昇等に伴う信用取引高の減少、顧客への信用取引貸付金等の未回収が生じた場合には、当該事業の経営成績に悪影響を

及ぼす可能性があります。外国為替保証金取引においても、信用取引に関するものと同様のリスクがあります。 

また当該事業においては、従来の有価証券売買の媒介及び取次業務に加え、投資銀行業務及びファンドの運営業務等へ

業務分野を拡大しております。これらの新規業務は従来当社グループが行ってきた業務と異なるリスクが存在しており、

当社グループのノウハウまたは経験不足により当該リスクを予見または回避できなかった場合、当社グループの事業、ブ

ランド及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ③ システム障害について  

平成17年度において、証券市場活況による取引高急増から、システムへの負荷増加等による大規模なシステム障害が複

数回にわたり生じたことに起因して、平成17年11月に楽天証券（株）は金融庁より業務改善命令を受け、同社において

は、ハードウェアの改善・増強、システム運用管理体制の強化等によりシステム強化等を実施してまいりました。しかし

ながら、大規模なシステム障害は発生していないものの、その後においても小規模なシステム障害が複数回発生していた

ことから、システム障害を防ぐ措置が不十分として、平成19年６月に、再発防止体制の構築に加え、内部管理体制及び経

営管理体制の強化を求める業務改善命令を再度受けております。同社においては、①品質管理部を通じたシステム開発の

進捗フェーズごとのレビュー及びテストの一層の徹底などによる「システム品質管理の強化」、②情報システム部門の人員

の更なる充実・強化および役職員への研修等を通じた管理意識の向上などによる「システム運用管理体制の強化」、③シス

テム障害情報の管理、分析や関連部門での共有化のほか、経営レベルでの事態の把握と継続的な対応へのフォローアップ

の徹底による「システム障害管理の強化」、④「システム障害時のお客様への情報開示の徹底」等の整備等による体制強化

を推進していく方針であります。しかしながら、今後も同社においてシステム障害が大規模にあるいは多数発生する場合

には、同社または当社グループ全体の信頼低下等が生じ、顧客離反等により当該事業及び当社グループ全体の経営成績に

悪影響を与える可能性や、監督官庁の行政処分の対象となる可能性もあります。 

 

(6) プロスポーツ事業について 

当該事業においては、観客向け施設の増設、選手の補強等を行うことにより、球団運営の基盤強化に取り組むとともに、

各種イベントの実施等を通じて地域密着型の顧客作りを推進しております。これにより、設備投資に伴う減価償却費、選

手の人件費の発生等が見込まれているため、計画通りに当該事業の売上高が推移しない場合には、当該事業の経営成績に

悪影響を及ぼす可能性があります。  

また、当社グループは、「東北楽天ゴールデンイーグルス」の運営による当社グループの認知度の向上が、各事業の業績

向上に寄与する等のシナジー効果を期待しておりますが、社会的信用を喪失するような事象があった場合、または当該球
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団の人気が低迷した場合にはかかる効果は限定的なものとなる可能性があります。  

なお、当該事業は、(社)日本野球機構の日本プロフェッショナル野球協約等の規制を受けており、当該事業の遂行が何

らかの制約を受ける可能性があります。 

 

(7) 通信事業について 

当社グループはインターネット・サービスの強化・拡大を目的として、フュージョン･コミュニケーションズ（株）を子

会社化し、新たに通信事業セグメントを設けております。同社への法規制等及び同社を取り巻く事業環境等によって当社

グループの事業、経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があるものとして当社が認識している事項は以下の通りで

あります。 

① 電気通信事業者としての法規制について 

同社は電気通信事業法第９条の登録を受けた「電気通信事業者」であり、同社の事業は同法に基づく規制を受けており

ます。新たな法律・規制等の制定または改正が行われることにより、当社グループの事業、経営成績及び財務状態に影響

を及ぼす可能性があります。 

② 相互接続協定について 

同社は、電気通信役務の円滑な提供のために他の電気通信事業者の通信設備と同社の電気通信設備を相互接続するため

の相互接続協定を結んでおります。現状において、電気通信設備を有する者は他事業者に対して原則として接続義務を有

しておりますが、接続義務の撤廃や緩和等の措置が取られ、同社の負担すべき使用料及び相互接続料等が増加する、ある

いは同社にとって不利な形で条件変更がなされた場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。また、将来、同社の債務履行能力に関して懸念が生じ、保証または担保措置を講ずる場合には、当社

グループの事業、経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

③ ネットワーク等の信頼性について 

ネットワーク内のトラフィック増加への対応が困難となった場合またはネットワーク機器の故障、自然災害、停電、電

気通信機能の停止等の事故、コンピュータウィルス、ハッキング・クラッキング等により、同社の通信サービスが中断し

た場合、同社グループの事業またはサービスに対する信頼の低下を招くおそれがあり、当社グループの事業、経営成績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、同社は直前決算期である平成19年３月期において損失が発生しており、今後当社グループが想定する事業展開が

順調に進まないことや、法的規制または事業環境の変化等によって、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

 (8) 流通総額拡大のための施策の実施について 

当社グループは、ＥＣ事業及びトラベル事業等を中心として、経営指標として当社グループサイト内の流通総額を重視

し、流通総額拡大に向けたマーケティング施策の強化を進めております。当社グループは流通総額の拡大を図る目的から、

新規購入者数や既存購入者のリピート率等の向上に向け、「『楽天エコシステム』の構築」を標榜し、グループ共通のポイ

ントプログラムである「楽天スーパーポイント」の活用や、性別や年齢など購入者の属性や行動履歴に合わせたサイト表

示内容の最適化(パーソナライゼーション)など、積極的なマーケティング施策とシステム開発戦略を推進しております。  

最近における当社グループのサイト内における流通総額及びユニーク購入者数※については、Ｂ to Ｃ(消費者向け電子

商取引)市場の拡大等を背景として、拡大傾向にあるものと認識しておりますが、景気動向、インターネットの利用を制約

するような法規制及び個人情報の安全性を中心としたセキュリティに対する問題意識の拡がり等の外部要因や、他社との

競合等により、当社グループサイト内での流通総額が必ずしも順調に拡大しない場合、当社グループの経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。  

また、当社グループは、今後、流通総額の更なる拡大を目的として、各サービスブランドの「楽天」ブランドへの変更

や、会員データベースの一元化、ポイントプログラムの共通化を媒介とした会員ＩＤの統合などを推進しておりますが、

ブランド名称や会員ＩＤの変更に際しては既存会員のロイヤリティの低下や会員組織からの離脱を招く可能性もあり、こ

れらの施策が期待通りの効果を得られない場合、当社グループサイト内の流通総額及び当社グループの経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。   
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※ユニーク購入者数：一定の期間内に『楽天市場』内で一度でも商品の購入を行った購入者の総数 

 

(9) 国際事業展開について 

当社グループは、今後、収益機会の拡大に向けて、海外のユーザーに対応するため、各種サービスのグローバル展開に

取り組むことを中長期的な経営戦略の一つとして掲げており、既に米国子会社LinkShare Corporationにより米国市場等

でのパフォーマンス・マーケティング・サービスを提供している他、台湾において楽天市場事業と同様のビジネス（マー

ケットプレース型インターネット・ショッピングモール）の展開を目的とした合弁会社を設立するなど、日本を含む計 5

つの国や地域で事業を展開しております。今後は新興国も含めて、在外営業拠点・研究開発拠点を展開するべく、様々な

施策を検討しております。 

一方、グローバルに事業を行っていく上では各国の法令、制度、社会情勢をはじめとした様々な潜在的リスクが存在し、

それらのリスクに対処できない場合、当社グループのビジネスおよび業績に影響を与える可能性があります。 

特に、グローバル活動に適した人材の採用、システム適合に関する開発経費などの追加支出が見込まれており、これら

の追加費用が一時的に収益を圧迫するとともに、新拠点において安定的な収益を生み出すためには、一定の期間が必要な

ことが予想されます。従って、現地での状況変化等により事業のグローバル展開が遅延した場合は、投下資本の回収が困

難になることを含めて当社グループにおける業績に影響を与える可能性があります。また、海外での売上高、費用、資産、

負債等は、為替相場の変動による影響を受けることになります。 

 

 

当社グループの事業にかかるリスクについて 

(1) インターネット及びＥＣをめぐる法的規制の適用の可能性について 

当社グループが主な事業を展開する国内のインターネット上の情報流通やＥＣ等に対する規制に関しては、その普及、

及び拡大を背景として現在も様々な議論がなされ、法的規制が整備されつつあります。当社グループの事業領域のうちＥ

Ｃ事業をはじめとするインターネット関連事業に適用される主要な法的規制の概要は以下の通りであり、法的義務と免責

条件が徐々に明確化されてきております。なお、平成18年11月には総務省から携帯電話事業者３社に対して未成年者が

使用する携帯電話による有害サイトアクセス制限に関する自主的取り組みの強化が要請されるなど、インターネット上の

情報流通については自主的ルールの策定や新たな法律の制定が行われる可能性があり、今後においても情報の仲介者に対

してより網羅的に法的規制を設けるべきだという社会的な動きが強まることにより、当社グループの事業が新たな制約を

受け、または既存の規制が強化され、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 ① 「不正アクセス行為の禁止等に関する法律」(平成12年２月施行) 

同法では、不正アクセス行為及びこれを助長する行為が禁止されるとともに、電気通信回線に接続した電子計算機につ

いてアクセス制御機能を付加するアクセス管理者に対して、不正アクセス行為からの一定の防御措置を講ずる努力義務が

課されております。 

 

 ② 「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」 (平成14年５月施行) 

同法では、特定電気通信（インターネット上のウェブサイト、電子掲示板等がこれに該当します。）による情報の流通に

よって他人の権利が侵害された場合の特定電気通信役務提供者（いわゆるプロバイダがこれに該当します。）の不作為を理

由として権利を侵害された者に対する損害賠償責任の制限及び特定電気通信による情報の送信を防止する措置（ウェブサ

イト上の特定の記載の削除等がこれに該当します。）を講じた場合の特定電気通信役務提供者の作為を理由とする発信者に

対する損害賠償責任の制限、並びに特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者による発信

者情報の開示請求権及び開示請求を受けた特定電気通信役務提供者の義務やこれらに関する手続等が規定されております。

しかし送信防止措置、発信者情報開示請求の具体的な要件が未だ確立していないことから、利用者保護の観点から保守的

な対応を取らざるを得ない場合があり、その結果当社グループが訴訟提起を受けるリスクがあります。 

 

 ③ 「古物営業法」(平成17年５月改正法施行)  
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同法では、インターネット上でオークション等を営む事業者は、「古物競りあっせん業者」として、出品者の真偽確認の

努力義務、盗品等の疑いのある場合の警察官への申告義務、並びにあっせんに関する記録の作成及び保存の努力義務等が

課されております。 

 

 ④ 「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律」        

     (平成15年９月(一部は平成15年12月)施行) 

同法では、インターネット異性紹介事業者に対して、異性交際希望者が児童ではないことの確認義務や、児童によるイ

ンターネット異性紹介事業の利用の防止のための努力義務が課されております。 

 

 ⑤ 「個人情報の保護に関する法律」(平成17年４月全面施行)   

同法では、一定数以上の個人情報を取り扱う個人情報取扱事業者に対して、保有する個人情報を本人の同意を得ずに利

用目的の達成に必要な範囲を超えて利用すること及び第三者に提供することを原則的に禁止するとともに、個人データの

安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ、また従業員及び委託先に対する必要かつ適切な監督を行うことが義務付け

られています。個人情報の取り扱いについては、主務大臣が必要な限度において報告の徴収、助言、勧告及び命令といっ

た手段によって関与し、特に個人情報取扱事業者に命令違反、報告拒否または虚偽報告があった場合には罰金が課せられ

ることがあります。 

 

⑥ 「特定商取引に関する法律」（平成16年11月改正施行） 

同法では、訪問販売、通信販売等の特定の取引類型を対象として、事業者に対し、書面交付、不適切な勧誘行為の禁止、

一定事項の広告への表示、誇大広告の禁止等が義務付けられております。また同法には、広告メール規制等の取引方法に

関する規制が含まれており、法令の改正により、当社グループのマーケティング方法の見直しが必要となる可能性があり

ます。 

 

⑦ 「消費者契約法」（平成19年6月改正施行） 

同法では、事業者と消費者との間の契約においては、消費者の利益を一方的に害する等の条項は無効になること、また

事業者がそのような条項を含む消費者契約の申込み等をおこなうおそれがあるときに適格消費者団体が差止請求すること

が可能となっております。同法に基づいて、当社グループが訴訟提起を受けるリスクがあります。 

 

(2) 個人情報の取扱について 

当社グループは現在、『楽天市場』及びその他サービス利用にあたり会員登録を求めており、住所・氏名・電話番号・ク

レジットカード番号等の利用者個人を特定できる情報を取得しております。これらの情報の管理について、当社グループ

は、プライバシー及び個人情報の保護に最大限の注意を払い、各サービスの事業内容に応じて法令並びに行政機関又は事

業者団体等が定めるガイドラインを遵守し、適切な情報管理を行っております。当社グループにおいては、平成17年７月

に、当社『楽天市場』に出店する事業者において取引にかかる個人情報が流出する事件が発生しており、また、平成 17

年10月には、楽天ＫＣ（株）の顧客情報の外部流出が確認されております。当社グループは、当社セキュリティ本部を中

心に、顧客等の個人情報流出防止及び事後対応にかかる対策の実施・強化等を進め、平成19年４月には主要事業において

情報セキュリティに関する国際規格である「ＩＳＯ/ＩＥＣ27001」の認証を取得しております。しかしながら、情報の外

部流出や悪用等の可能性が皆無とは言えず、これを理由に法的紛争に巻き込まれる可能性または当社グループの信用が低

下する可能性があり、かかる場合には、当社グループの事業及び経営成績に影響が生じる可能性があります。 

 

(3) 知的財産権等について 

当社グループは、特許権、商標権、著作権、ドメインネーム等の知的財産権及び当社グループに付与されたライセンス

の保護を図っておりますが、当社グループの知的財産権等が第三者の侵害から保護されない場合、または知的財産権等の

保護のために多額の費用負担が発生する場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性

があります。また、当社グループが使用する技術・コンテンツ等について、知的財産権等の侵害を主張され、当該主張に
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対する防御または紛争の解決のための費用または損失が発生する可能性があり、また、将来当社グループによる特定のコ

ンテンツもしくはサービスの提供または特定の技術の利用に制限が課せられ、当社グループの事業、経営成績及び財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4) 訴訟等の可能性について 

当社グループが事業展開を図る上で、前述の通り出店者、購入者及び参加者その他の利用者による違法行為やトラブル

に巻き込まれた場合、利用者による違法または有害な情報の発信等により第三者の権利侵害があった場合、またはシステ

ム障害などによって出店者、購入者及び参加者その他の利用者や消費者に損害を与えた場合等、当社グループに対して訴

訟その他の請求を提起される可能性があります。また、インターネットビジネス自体の歴史が浅く、新たに発生しまたは

今まで顕在化しなかったビジネスリスクによって、現在想定されない訴訟等が提起される可能性もあります。かかる場合

には、その訴訟等の内容または請求額によっては、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

(5) 競合について 

ＡＤＳＬやＦＴＴＨ(光ファイバー)などによるインターネットへの常時接続・高速接続の急速な普及やモバイルによる

インターネットの利用者数の増加に後押しされ、一般消費者によるインターネット関連サービスの利用は拡大基調で推移

しております。その結果、多くの企業がインターネット関連事業に参入し、商品カテゴリーやサービス形態も多岐に亘っ

ております。当社グループは、当社グループが運営するサイト内の流通量増大を目指し、今後一層の拡大が見込まれるモ

バイル(携帯電話)経由のインターネット関連事業強化のための機能改善や、ユーザの囲い込みを軸としたマーケティング

強化に取組み、また、『楽天オークション』、『楽天ビジネス』、『楽天ブックス』及び『楽天トラベル』等の『楽天市場』以

外のサービスの強化・拡充にも取組んでおります。加えて、買収(Ｍ＆Ａ)等による事業領域拡大を図るとともに、各事業

の連携による業容拡大も進めております。当社グループは、今後においても各サービスのＩＤの統合やサービス間の連携

を図るなどの顧客ニーズへの対応を図り、事業拡大に結び付けていく方針でありますが、これらの取組みが予測通りの成

果をあげられない可能性や、高いシステム開発力を背景とした画期的なサービスを展開する競合他社の出現その他の競合

等の結果、当社グループの売上高が低下する可能性があるほか、価格競争や広告宣伝費等の費用の増加を余儀なくされる

可能性もあり、かかる場合には当社グループの事業及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(6) 業界における技術変化等について 

当社グループが事業を展開するインターネット業界においては、技術、業界標準、顧客ニーズ及び競合関係が急速に変

化することから、頻繁に新しい商品及びサービスが導入され、また、新たな競争相手等が出現しております。特に、技術

分野における進歩及び変化は著しく、当社グループの事業においてもこれらの変化等に対応していく必要があります。最

近では、ユーザー主体型インターネット・サービスへの対応やモバイルサービスへの対応等が必要となるものと認識して

おります。しかしながら、何らかの要因により、当社グループにおいて当該変化への対応が遅れた場合、サービスの陳腐

化、競争力低下等が生じる可能性があります。また、対応可能な場合であったとしても、既存設備等の改良、新たな開発

等による費用の増加等が発生する可能性があり、これらの動向及び対応により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。また、当社グループ事業運営の障害となりうる技術が開発される可能性もあり、このような技術が広く

一般に普及した場合には当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(7) システムダウンについて 

当社グループの事業の多くは、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しており、自然災害や事故などに

よって、通信ネットワークが切断された場合には、営業活動は困難となります。また、アクセス増加などの一時的な過負

荷によって当社グループあるいはプロバイダのサーバが作動不能に陥ったり、当社グループ、出店者、購入者及び参加者

その他の利用者のハードウェアまたはソフトウェアの欠陥等により、正常な売買等に支障が生じまたはシステムが停止す

る可能性があります。さらには、コンピュータウィルス、外部からの不正な手段によるコンピュータ内への侵入などの犯

罪あるいは役職員の過誤等によって、当社グループや出店者のページが書換えられたり、正常に作動しなかったり、重要
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なデータを消去または不正に入手される等の可能性もあります。また、当社グループは、インターネットへの接続、デー

タサーバの管理等のインターネットに関連する重要な業務の一部を外部委託しております。当社グループまたは外部委託

先にこれらの障害が発生した場合には、当社グループに直接的損害が生じるほか、サーバの作動不能や欠陥等に起因する

取引の停止等については、当社グループのシステム自体への信頼性低下を招く可能性や損害賠償請求等が生じる可能性が

あり、かかる場合には、当社グループの事業に影響を及ぼす可能性があります(「各事業の展開について (5) 証券事業

について ③システム障害について」をご参照下さい)。 

 

当社グループのブランドについて 

当社グループは、当社設立以来、事業展開及び広告宣伝活動等を通じて「楽天」ブランドの確立を図っており、このた

め多額の経営資源を投入しており、消費者等に対して一定の認知が得られているものと認識しております。また、今後に

おいても当該ブランドの維持及び向上のため、マーケティング及び広告宣伝等に経営資源を投入する計画であります。し

かしながら、これらの施策が想定どおりの成果をあげるとの保証はなく、当社グループの収益に結び付かない可能性があ

ります。また、事業展開においてトラブル等が生じた場合、当社グループのブランドの信頼性を毀損し、結果として当社

グループの経営成績、財政状態及び当社の株価に影響を及ぼす可能性があります。 

 

当社グループの事業体制について 

(1) 代表者への依存について 

当社グループの事業の推進者は、代表取締役会長兼社長である三木谷浩史であります。同人は、当社設立以来の当社の

最高経営責任者であり、経営方針や戦略の決定をはじめ、営業、技術、財務の各方面の事業推進において重要な役割を果

たしております。平成19年12月末現在、三木谷浩史及びその親族が直接的または間接的に当社の発行済株式の45.16％

の株式を所有しております。このため、当社の役員の人事も含め当社グループの最終決定における三木谷浩史の影響力は

大きいものと考えられ、その決定により当社グループの事業が左右される可能性があります。このため、当社グループで

は過度に同人に依存しない経営体制を構築すべく平成15年３月に執行役員制を、また平成18年11月にチーフオフィサー

制をそれぞれ導入したほか、人事制度の再構築をはじめとした組織の整備を推進しておりますが、現時点で同人が離職す

るような事態となった場合、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 人材の確保について 

当社グループの事業においては、コンピュータシステムを構築及び維持する技術者のほか、各事業分野において専門性

を有する人材が必要であり、今後とも業容拡大に応じて継続した人材の確保が必要であると考えております。現時点では

人材獲得について重大な支障が生じる状況にはないものと認識しておりますが、今後、各事業分野における人材獲得競争

が激化し、優秀な人材の獲得が困難となる場合または現在在職する人材の社外流出が生じた場合には、当社グループの事

業、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

買収等による業容拡大について 

(1) 買収(Ｍ＆Ａ)等に係る方針及び実績等について 

当社グループが事業を展開するインターネット業界では、関連技術及びビジネスモデル等が急速に変化しており、かか

る事業環境のなか、当社グループとしては、新規事業への進出、新規ユーザの獲得、既存事業の拡充及び関連技術の獲得

等を目的として、国内外を問わず積極的な買収(Ｍ＆Ａ)や合弁事業の展開を行っており、これらを経営の重要課題として

位置付けております。買収等を実施することにより、当社グループとして新規に事業を開始する場合または既存事業を拡

充する場合と比較してリードタイムの短縮を図ることが可能であると認識しており、今後も事業戦略として買収等を検討

していく方針であります。 

当社グループは、買収を行う際には、対象企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューディリジェンスを行うこ

とによって、極力リスクを回避するように努めておりますが、案件の性質上必要十分なデューディリジェンスが実施でき

ない場合もあり、また買収後に偶発債務の発生や未認識債務が判明する可能性も否定できません。また、新規事業の展開

にあたってはその性質上、当該新規事業による当社グループの事業及び経営成績への影響を確実に予測することは困難で
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あり、事業環境の変化等により計画通りに事業が展開できず、当社グループの経営成績に悪影響を与える可能性及び投資

を回収できない可能性があります。また被買収企業の情報システムまたは内部統制システム等との融合が進まない可能性

及び買収により被買収企業の役職員や顧客が失われる可能性もあります。加えて、今後の投融資額が現在の事業規模と比

較して多額となる可能性もあることから、財政状態等当社グループ全般にわたるリスクが拡大する可能性があります。さ

らに、海外での事業展開を行うにあたっては、当社グループの海外事業運営の経験が浅いこと、言語、地理的要因、法制・

税制、経済的・政治的不安、商慣習の違い等から、事業展開が困難となる可能性があります。 

当社グループが従来行っていなかった新規事業を開始するにあたっては、その事業固有のリスク要因が加わることとな

り、本項に記載されていないリスク要因でも、買収等の実施によって当社グループのリスク要因となる可能性があります。 

 

(2) のれんの償却について 

当社グループは、のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で償却することとしております。

楽天ＫＣ（株）、LinkShare Corporation等の買収等案件については、それぞれ当社グループ事業との関連性が高く、長期

的な視野に立った企業価値評価に基づき買収を実施しております。したがって、当該のれんの償却については、合理的な

見積りに基づき企業結合に係る会計基準に定める最長期間である20年で償却することとし、当該償却費用については販売

費及び一般管理費に計上しております。なお、平成19年12月期末の連結貸借対照表における連結決算上発生するのれん(連

結調整勘定)の残高は63,704百万円であります。 

今後においても新たにのれんが発生した場合、その償却費用が増加する可能性があります。また、のれんの対象会社に

おいて業績悪化等によりその効果が取得時の見積りに基づく期間よりも早く消滅すると見込まれる状況が発生した場合に

は、のれんの減損処理を行う必要が生じる可能性があり、これにより当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

 

株式会社東京放送との資本・業務提携にかかる協議について 

当社グループは、（株）東京放送（以下、「ＴＢＳ」）と強力な企業連合を築くことにより、グローバル市場においても勝

ち抜いていくことが可能なメディア・グループとなることを企図し、平成17年10月13日付で、ＴＢＳに対して共同持株

会社化を通じた統合の申し入れを行ないました。平成 19 年 12 月末日現在、当社グループは、当社において 31,401,200

株、楽天ストラテジックパートナーズ（株）において6,369,500株、合計で37,770,700株のＴＢＳ普通株式を保有してお

ります。なお、当社が保有するＴＢＳ株式は、当初楽天メディア・インベストメント（株）（以下、「楽天ＭＩ」）が保有し

ていたものですが、株式市場の下落に伴い同社が債務超過に陥ったこと等を勘案し、平成19年11月27日付けで当社が有

償にて譲り受けたものであります。楽天ＭＩは同年12月21日に特別清算開始の申立てを行い、翌年１月17日に東京地方

裁判所より特別清算の開始が決定されました。これに伴う連結業績への影響は軽微であるものの、当社は同社への貸倒損

失約230億円を特別損失として平成19年12月期の単体業績に計上しております。 

当該株式の平成19年12月末日現在の帳簿価額は142,395百万円でありますが、今後においてＴＢＳ株式の株価が変動

した場合等は、当社グループの経営成績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。 

また、当社グループによるＴＢＳ株式の追加取得に関しては、ＴＢＳの「当社株式にかかる買収提案への対応方針」（以

下、「ＴＢＳ買収防衛策」）に則り、同社取締役会の諮問機関である「企業価値評価特別委員会」（以下、「特別委員会」）に

おいてＴＢＳ買収防衛策上の対応措置につき評価・検討を行い、平成19年9月7日、ＴＢＳ買収防衛策所定の対応措置の

発動を要しないという結論に至り、これを受け同年9月12日、ＴＢＳ取締役会はＴＢＳ買収防衛策所定の対応措置の発動

の是非をTBS臨時株主総会に諮らない旨を決議いたしました。しかし今後、何らかの原因で同委員会によりＴＢＳ買収防

衛策上の対応措置につき発動の勧告が行なわれ、その発動が株主総会に諮られ株主総会にて承認された場合は、当該対応

措置が発動され、当社グループの保有するＴＢＳ株式が最大50％希釈化される可能性があります。この場合、ＴＢＳを当

社の持分法適用会社とすることが困難となる可能性があります。また、ＴＢＳ買収防衛策上、この希釈化に伴う株式価値

の毀損は現金その他の資産によって補填されることが想定されておりますが、補填の方法・程度は現時点で明確にされて

おらず、十分な補填を受けられない可能性があります。これらに伴い当社グループの財政状態に重大な影響が生じる可能

性があります。 

また、今後、ＴＢＳとの協議動向やその他の状況変化等により、当社グループのＴＢＳ株式保有方針の変更を余儀なく
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された場合には、当該保有株式の処理等の方法によっては、その時点での市場環境次第で、当社グループの経営成績及び

財政状態に重大な影響を与える可能性があります。 

 

有利子負債について 

当社グループは、前述の通り、子会社においてクレジット・ペイメント事業及び証券事業を展開しており、当該事業資

金については、主として金融機関からの借入金及び社債等により調達しております。上記の結果、平成19年12月期末に

おける連結有利子負債(短期及び長期借入金、社債及びコマーシャル・ペーパー等の合計)残高は420,748百万円であり、

連結総資産額に占める有利子負債残高の比率は36.3％となっております。このため当社グループの経営成績は金利動向の

影響を受けやすくなっており、また当社グループの資金調達能力及び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。なお、

ローン契約またはコミットメントライン契約等借入に係る契約には財務制限条項や担保切替条項が規定されている場合も

あり、当社グループの経営成績、財政状態または信用力が悪化した場合には、これらの条項に基づき既存借入金の一括返

済を求められたり、新たな担保権の設定を迫られる可能性があります。 

今後において、当社グループの事業環境及び事業戦略の変化等に起因して、想定を上回る資金需要が生じる可能性があ

り、更なる有利子負債の増加が生じる可能性があります。また、今後の資金調達について、当社グループにとって好まし

い条件で実行できる保証はなく、当社グループの事業展開の制約要因となる可能性があります。 
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企業集団の状況 

（1）事業の内容 

当社グループは総合的なインターネットサービス企業グループとして、① 物販を中心としたＥＣ（エレクトロニック・コマー

ス＝電子商取引）に関するサイト運営・サービス提供などを行う「ＥＣ事業」、②クレジット・カードの発行による資金決済やカ

ードローンなど個人向け与信業務を行う「クレジット・ペイメント事業」、③ インターネットへの「入り口」の役割を担うポータ

ルサイト運営などを行う「ポータル・メディア事業」、④ 宿泊予約など旅行関連のサイト運営・サービス提供などを行う「トラベ

ル事業」、⑤ オンライン証券取引サービスなどを提供する「証券事業」、⑥ プロ野球球団の運営や関連商品の企画・販売などを行

う「プロスポーツ事業」及び⑦ 中継電話サービス及びＩＰ加入電話サービスを中心とした通信サービスを提供している「通信事

業」を展開しております。 

また、次の事業区分は、連結財務諸表の注記に掲げる「事業の種類別セグメント情報」の区分と同一であります。 

当社グループの主な事業内容及び当社と主な関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 

① ＥＣ事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

インターネット・ショッピング・モール（『楽天市場』）の運営 楽天(株) 

個人向けオークション・サイト（『楽天オークション』）の運営 楽天オークション(株) 

企業向けサービス取引市場（『楽天ビジネス』）の運営 楽天(株) 

ＥＣ（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）に関するコンサルティング 楽天(株) 

インターネット上の書籍販売サイト(『楽天ブックス』)の運営 楽天(株) 

デジタルコンテンツ提供サイト(『楽天ダウンロード』)の運営及びデジタル 

コンテンツ提供システムの開発 
楽天(株) 

インターネット上のゴルフ場予約サイト（『楽天ＧＯＲＡ』）の運営 楽天(株) 

オンライン ＤＶＤ・ＣＤ レンタル事業 楽天(株) 

『楽天ダイニング』などのクラブマーケティング事業 シグニチャージャパン(株) 

パフォーマンス・マーケティング・サービスの提供 LinkShare Corporation 

インターネット上のグリーティングカードサービスの提供 楽天(株) 

 

② クレジット・ペイメント事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

クレジットカードサービス業（個人向けカードローン事業） 楽天ＫＣ(株) 

個人向けカードローン事業 楽天クレジット(株) 

バンキング事業（㈱東京都民銀行 楽天支店） 楽天フィナンシャルソリューション(株)
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③ ポータル・メディア事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

検索機能などを備えたポータルサイト（『Infoseek』）の運営 楽天(株) 

新卒学生を中心とした就職情報コミュニティサイト（『みんなの就職活動日記』）の

運営 
みんなの就職(株) 

ＣＳ放送チャンネルの運営 楽天ティービー(株) 

総合インターネット・マーケティング事業 楽天リサーチ(株) 

 

④ トラベル事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

インターネット上の宿泊予約、総合旅行サイト（『楽天トラベル』）の運営 楽天トラベル(株) 

 

⑤ 証券事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

オンライン証券取引サービスの運営 楽天証券(株) 

 

⑥ プロスポーツ事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

プロ野球球団『東北楽天ゴールデンイーグルス』の運営 (株)楽天野球団 

『東北楽天ゴールデンイーグルス』関連商品の企画・販売 (株)楽天スポーツプロパティーズ 

 

⑦ 通信事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

中継電話サービス、ＩＰ加入電話サービス等の提供 フュージョン・コミュニケーションズ（株）
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（2）事業系統図 

以上に述べた内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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関係会社の状況 

名称 住所 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

主要な 

事業の内容 

議決権の所有割合 

又は被所有割合

（％） 

関係内容 摘要 

（連結子会社）      

楽天オークション株式会社 東京都品川区 1,650 ＥＣ事業 60.0 役員の兼任あり  

楽天エンタープライズ株式会社 東京都品川区 10 ＥＣ事業 100.0 
役員の兼任あり 

資金貸付あり 
 

シグニチャージャパン株式会社 東京都品川区 80 ＥＣ事業 100.0 役員の兼任あり  

株式会社ファインワイン 東京都品川区 205 ＥＣ事業 100.0 
役員の兼任あり 

資金貸付あり 
 

LinkShare Corporation アメリカ合衆国 1米ドル ＥＣ事業 
100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり (注)５ 

LinkShare International アメリカ合衆国 － ＥＣ事業 
100.0 

(100.0) 
 (注)５ 

LinkShare Ltd. 英国 1英ポンド ＥＣ事業 
100.0 

(100.0) 
 (注)５ 

Rakuten USA,Inc. アメリカ合衆国 182米ドル ＥＣ事業 100.0 役員の兼任あり  

Trafficstrategies.com, LLC アメリカ合衆国 － ＥＣ事業 
100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  ５ 

CauseLoyalty, LLC アメリカ合衆国 － ＥＣ事業 
100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  ５ 

競馬モール株式会社 東京都品川区 499 ＥＣ事業 100.0 
役員の兼任あり 

資金貸付あり 
 

楽天クレジット株式会社 東京都品川区 4,450
クレジット・ 

ペイメント事業 
96.5 

役員の兼任あり 

資金貸付あり 
 

楽天ＫＣ株式会社 福岡県福岡市 3,055
クレジット・ 

ペイメント事業 
97.0 

役員の兼任あり 

資金貸付あり 

(注)16 

18 

株式会社宮崎マリーナ 宮崎県宮崎市 45
クレジット・ 

ペイメント事業 

100.0 

(100.0) 
 (注)７ 

梶山倉庫株式会社 
福岡県北九州

市 
240

クレジット・ 

ペイメント事業 

100.0 

(100.0) 
 (注)７ 

Ｋ２クレジットサービス株式会社 東京都品川区 20
クレジット・ 

ペイメント事業 

100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  ７ 

楽天フィナンシャルソリューション 

株式会社 
東京都品川区 1,500

クレジット・ 

ペイメント事業 
95.0 役員の兼任あり  

楽天ティービー株式会社 東京都港区 80
ポータル・ 

メディア事業 
100.0 役員の兼任あり  

ターゲット株式会社 東京都品川区 480
ポータル・ 

メディア事業 
100.0 役員の兼任あり  

みんなの就職株式会社 東京都品川区 10
ポータル・ 

メディア事業 
100.0 役員の兼任あり  

楽天リサーチ株式会社 東京都品川区 246
ポータル・ 

メディア事業 
100.0 役員の兼任あり  

創光諮詢有限公司 中華人民共和国 2.763千人民元
ポータル・ 

メディア事業 

100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり (注)６ 

楽天トラベル株式会社 東京都品川区 155 トラベル事業 100.0 役員の兼任あり  

韓国楽天トラベル株式会社 大韓民国 350百万ウォン トラベル事業 
100.0 

(100.0) 
 (注)８ 

上海旅之窗網絡有限公司 中華人民共和国 100千人民元 トラベル事業 
－ 

[100.0] 
 (注)４ 

楽天バスサービス株式会社 東京都品川区 40 トラベル事業 
96.0 

(96.0) 
 (注)８ 

株式会社サイドビーネットワーク 東京都品川区 12 トラベル事業 100.0   
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名称 住所 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

主要な 

事業の内容 

議決権の所有割合 

又は被所有割合

（％） 

関係内容 摘要 

Rakuten Travel Guam, Inc アメリカ合衆国 200千米ドル トラベル事業 
100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  ８ 

楽天証券株式会社 東京都港区 7,400 証券事業 
100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり 

(注)９ 

 16、18

楽天証券ホールディングス株式会社 東京都港区 1,000 証券事業 100.0 
役員の兼任あり 

資金貸付あり 
 

楽天アセットマネジメント株式会社 東京都港区 10 証券事業 
100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり (注)９ 

楽天ストラテジックパートナーズ 

株式会社 
東京都港区 300 証券事業 

100.0 

(100.0) 

役員の兼任あり 

資金貸付あり 
(注)９ 

楽天リアルティマネジメント 

株式会社 
東京都品川区 200 証券事業 100.0 資金貸付あり  

楽天投信株式会社 東京都港区 75 証券事業 
100.0 

(100.0) 
 (注)９ 

楽天金融フロンティア投資事業 

有限責任組合 
－ 24 証券事業 －   

エムアイエス・インベスターズ有限会

社を営業者とする匿名組合 
－ － 証券事業 －   

株式会社楽天野球団 
宮城県仙台市

宮城野区 
400

プロスポーツ 

事業 
100.0 

役員の兼任あり 

資金貸付あり 
 

株式会社 

楽天スポーツプロパティーズ 

宮城県仙台市

宮城野区 
150

プロスポーツ 

事業 

51.0 

(51.0) 
役員の兼任あり (注)12 

楽天メッセンジャー株式会社 東京都品川区 200 通信事業 100.0  (注)２ 

フュージョン・コミュニケーションズ

株式会社 

東京都千代田

区 
10,955 通信事業 73.5 役員の兼任あり 

(注)２ 

  13 

フュージョン・ネットワークサービス

株式会社 

東京都千代田

区 
40 通信事業 

100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  13 

佐賀フュージョン・サービス株式会社 佐賀県佐賀市 50 通信事業 
100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  13 

ティー・ティー・ネット・サービス株

式会社 

東京都千代田

区 
10 通信事業 

100.0 

(100.0) 
 

(注)２ 

  13 

楽天メディア・インベストメント 

株式会社 
東京都港区 10  100.0 資金貸付あり (注)17 

楽天ビジネスサービス株式会社 東京都品川区 25  100.0 役員の兼任あり (注)２ 

楽天ソシオビジネス株式会社 
宮城県仙台市

宮城野区 
10  100.0 役員の兼任あり (注)２ 

(持分法適用関連会社)      

リンクシェアジャパン株式会社 
東京都千代田

区 
10 ＥＣ事業 

50.0 

(50.0) 
 (注)14 

株式会社オウケイウェイヴ 東京都渋谷区 831 ＥＣ事業 20.8  
(注)２ 

  15 

株式会社カサレアル 東京都中央区 146 ＥＣ事業 37.7  (注)２ 

株式会社ネッツ・パートナーズ 東京都渋谷区 425 ＥＣ事業 
35.8 

(35.8) 
役員の兼任あり 

(注)２ 

  11 

株式会社ショウタイム 東京都港区 480
ポータル・ 

メディア事業 
50.0 役員の兼任あり  

楽天・ファスト・モバイルサーチ株式

会社 
東京都品川区 400

ポータル・ 

メディア事業 
50.0 役員の兼任あり (注)２ 

ワールドトラベルシステム株式会社 東京都新宿区 110 トラベル事業 20.0   

楽天ANAトラベルオンライン株式会社 東京都品川区 90 トラベル事業 50.0 役員の兼任あり  

ドットコモディティ株式会社 東京都渋谷区 1,400 証券事業 
45.0 

(45.0) 
 (注)10 
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名称 住所 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

主要な 

事業の内容 

議決権の所有割合 

又は被所有割合

（％） 

関係内容 摘要 

楽天モーゲージ株式会社 東京都品川区 500 証券事業 50.0   

株式会社トラフィックゲート 東京都港区 217  45.9 役員の兼任あり  

テクマトリックス株式会社 東京都港区 1,298  31.0 役員の兼任あり (注)15 

株式会社ネクスト 東京都中央区 1,981  16.2 役員の兼任あり (注)15 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 当連結会計年度に新たに関係会社となったものであります。 

３ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４ 議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

５ LinkShare Corporation 及び CauseLoyalty, LLC は、Rakuten USA, Inc.の子会社であります。また、LinkShare 

International 及び Trafficstrategies.com, LLC は LinkShare Corporation の、LinkShare Ltd.は LinkShare 

Internationalの、それぞれ子会社であります。 

６ 創光諮詢有限公司は、楽天リサーチ(株)の子会社であります。 

７ (株)宮崎マリーナ、梶山倉庫(株)及びＫ２クレジットサービス(株)は、楽天ＫＣ(株)の子会社であります。 

８ 韓国楽天トラベル(株)、楽天バスサービス(株)及びRakuten travel Guam, Incは、楽天トラベル(株)の子会社でありま

す。 

９ 楽天証券(株)、楽天アセットマネジメント(株)、楽天ストラテジックパートナーズ(株)及び楽天投信(株)は、楽天証券

ホールディングス(株)の子会社であります。 

10 ドットコモディティ(株)は、楽天証券ホールディングス(株)の持分法適用関連会社であります。 

11  ㈱ネッツ・パートナーズは、楽天ストラテジックパートナーズ㈱の持分法適用関連会社であります。 

12 (株)楽天スポーツプロパティーズは、(株)楽天野球団の子会社であります。 

13 フュージョン・ネットワークサービス(株)、佐賀フュージョン・サービス(株)及びティー・ティー・ネットサービス(株)

はフュージョン・コミュニケーションズ(株)の子会社であります。 

14 リンクシェアジャパン(株)は、LinkShare Corporationの持分法適用関連会社であります。 

15 有価証券報告書提出会社および有価証券届出書提出会社であります。 

16 特定子会社であります。 

17 債務超過会社であり、債務超過額は22,039百万円であります。 

18 楽天証券(株)ならびに楽天ＫＣ(株)については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 

 （単位：百万円） 楽天証券（株） 楽天ＫＣ（株） 

売上高 28,663 60,443

経常利益又は 

損失（△） 
7,518 △24,344

当期純利益又は 

損失（△） 
493 △18,469

純資産額 25,417 26,085

総資産額 459,373 348,350
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経営方針 

1. 経営の基本方針 

当社はインターネット上におけるＥＣ（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）プラットフォームの提供を通じて、我

が国におけるＥＣを発展させることを目的に設立されました。インターネットは今後更に広く社会に浸透していくと考えら

れ、インターネットビジネスは加速度的に様々な方向へ向かって発展していくものと予想されます。 

当社の経営の基本方針は、拡大するインターネットビジネスとその周辺分野において、革新的なサービスを提供する

ことにより取引先企業及び消費者の満足度を高め、我が国のインターネットビジネスの発展に寄与することを通じて、企

業価値の最大化と社会への貢献を目指してまいります。 

 

2. 目標とする経営指標 

当社は、我が国のインターネットビジネスの発展に寄与するとともに、より一層の収益性、成長性、生産性の向上を目

指すことで企業価値の極大化を図り、ひいては社会への貢献を目指してまいります。 

このため、①収益性については、収益との関連が深い当社グループ運営サイトの流通総額（商品・サービスの取扱

高）を経営指標として、販路の拡大や集客力の強化に取り組んでおり、②成長性については、前年同期比の売上高成

長率を経営指標として、更なる成長を目指し、③生産性については、一人当たり営業利益額の絶対額の向上を経営指

標として、日々の改善を踏まえた生産性の向上を図ってまいります。 

 

3. 中長期的な経営戦略 

インターネットの接続環境において、ブロードバンドが普及しＥＣの裾野が拡大するなか、当社及び当社グループで

は各社の経営資源を複合的に投入し、『楽天市場』をはじめとするグループサイトにおける流通総額の増大及び当社グ

ループが運営するサイトのメディア（媒体）価値の向上、並びにインターネットと高い親和性を持つ金融関連事業の展開

等を通じ、グループ会員へ様々なサービスを提供することにより、グループ全体の収益基盤の強化を進めていくことを

経営戦略の中核に据えております。 

そこで流通総額や楽天グループ会員数の更なる拡大に加えて、各事業の収益力強化を図るため、当社グループの

事業領域を各ビジネスユニット（BU）に分類し、BUごとの収益性や成長性のモニタリングを徹底するとともに、最適な経

営資源の配分を行っております。 

今後の更なる長期的成長を目指して、当社では「楽天エコシステム」を拡大し、各サービスのシナジーとライフタイム

バリューの最大化を実現してまいります。その実現に向け当社では、楽天カードをはじめとする楽天スーパーポイントを

活用したサービス等、“インターネット外の経済圏”での利用者の拡大も図ることで、ウェブにとどまらずリアルビジネスと

の融合も視野に入れた新しい価値の創造に挑み、リアルマーケットへも「楽天エコシステム」の拡大を図ってまいりま

す。 

更に今後は、ⅠＰ加入電話サービスを利用した、メッセンジャーサービスや音声通話を利用した成果報酬型広告とい

ったサービスの展開等、これまでオンラインサービスで取り込めていなかったオフラインユーザとのコミュニケーション

を可能とすることで、「楽天エコシステム」の新たな展開を図ってまいります。 

また将来の日本経済の更なる牽引と当社における新たな収益機会の拡大に向けて、海外のユーザに対応するため、

当社グループが運営する各種サービスの国際展開を積極的に推進してまいります。 

 

4. 会社の対処すべき課題 

一般利用者の生活領域において幅広くネットワークが浸透し、Ｗｅｂ２．０を中心とする消費者発信型メディアという新しい潮流が勢

いを増す中、当社グループは、「mｏｒｅ tｈａｎ Ｗｅｂ」をキーワードに、グループビジネス戦略を積極展開するとともに、組織力の強化

や人材戦略の再構築などに向けて、新たな経営管理体制であるＧＭＰ（グロースマネージメントプログラム）を導入、推進しておりま

す。 

グループビジネス戦略といたしましては、グループ全体の効果的なマーケティング戦略を立案・遂行し、顧客データベースの整備・

拡充を図るとともに、更なる新規サービスの開拓を進めてまいります。また、従来のサービスを中心としたブランドイメージに加え、テク

ノロジーブランドとしての「楽天」の確立を目指してまいります。 

組織力の強化といたしましては、ＧＭＰの導入により事業ポートフォリオ戦略を高度化し、新規投資に係る経営資源の戦略的な分配

を行うとともに、明確な業績評価により事業成長と生産性の向上を図ってまいります。また、人材戦略の再構築を行なうことで、最大限

に人材を活用するとともに、社内教育制度を充実させ、自ら学び成長する場を提供することにより、当社グループの事業戦略に必要と

なる、優秀な人材を育成してまいります。 
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国際化戦略に関しましては、米国やアジア地域でのインターネットサービス事業展開に関する戦略の立案・遂行に着手してまいり

ます。また、技術面におきましてもグローバルに競争できる基盤を構築するため、海外での技術研究・開発を進めてまいります。 

各事業における取組みといたしましては、「ＥＣ事業」セグメントにおいて、流通総額の増大、生産性の改善とコスト構造の見直し、

グループシナジーの極大化と新サービスの展開による収益の拡大を図ってまいります。「ポータル・メディア事業」セグメントにおきま

しては、７月に広告関連事業の再編を行い、広告枠の拡大、コストコントロールの徹底を図るとともに、ポータルサイトとしての利用率

を向上させ、成長のための基盤づくりに取組んでおります。「トラベル事業」セグメントにおきましては、国内宿泊予約事業ではモバイ

ルやコミュニティ機能の強化、ユーザ・インターフェイスの改善、レジャー需要の注力し、航空券予約事業の強化や国際展開などを進

めてまいります。「プロスポーツ事業」セグメントにおきましては、営業体制を大幅に強化し、またメディアへの露出を拡大して「楽天」

ブランドの認知度向上を図ってまいります。 

また、「証券事業」セグメントにおいて、貯蓄性商品の強化等による収益面の構造転換、楽天マネーサービスとの連携による顧客基

盤の拡大、コスト削減施策の継続的な実施による経常利益率の向上を進めてまいります。「クレジット・ペイメント事業」セグメントにお

いては、大幅なビジネスモデルの転換を果たしたＫＣ事業につき、ネット系クレジットカード会社としてグループシナジーの極大化に

よる収益の増大、業務の生産性向上及び効率化の徹底により、業績の回復を図るとともに、顧客サービスの向上、プロモーションの強

化、業法改正への対応等に積極的に取り組み、収益構造の転換を進めてまいります。 

また、当社グループ全体といたしましては、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を行い、効率的な経営を促進するとともに、社

会貢献への取組みも積極的に進めてまいります。 

 

5. 内部管理体制の整備及び運用状況 

(１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

   当社グループは、グループ全体のリスク管理を徹底することにより競争力を強化し、企業価値を最大化させるために、コー

ポレート・ガバナンスの徹底を最重要課題と位置付けております。 

   具体的には、社外取締役の選任等による取締役会の一層の充実と取締役の職務執行に対する監督の徹底、監査役の職務を補

助するために監査役室を設置すること等による監査機能の一層の充実、代表取締役社長直轄の独立組織である内部監査部の要

員増強による内部牽制機能の強化等を行っております。 

   また、ビジネスユニット制を採用することにより各事業における意思決定の迅速化を図りつつ、全事業を横断的に管理する

ファンクショナルチームを設置することによりグループ横断的な内部管理体制を構築しております。 

 

(２) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況（平成19年12月31日現在） 

① 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況とその取り組みの状況 

 当社は、監査役制度のもとで経営の監督を行っておりますが、平成 15 年３月より経営の監督と執行の分離を進めるため、

執行役員制を導入し、それまで取締役会が担ってきた機能を区分し、取締役会は「経営の意思決定及び監督機能」を担い、

執行役員が「業務執行機能」を担うことといたしました。また、ビジネスユニット制を導入することにより、執行役員によ

る業務執行の迅速化と取締役会及び監査役による監督機能強化の両立を図っております。 

（取締役・取締役会・執行役員等） 

 取締役会については、社外取締役２名を含む取締役13 名で構成されており、定数は定款にて14 名と定めております。な

お、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行うこととしております。 

 月１回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の重要事項について意思決定すると

ともに、各執行役員の業務執行を監督しております。また、中長期的な経営計画、基本方針等の重要なグループ戦略につい

ては、常務執行役員以上を主たるメンバーとする「経営戦略会議」での審議を経ることにより、取締役会における意思決定

の適正性を担保しております。 

 取締役会においてなされた意思決定については、執行役員により構成する執行役員会において各執行役員に共有され、各

執行役員はそれに基づいて管掌業務を執行しております。各事業の遂行及びこれに対する管理については、各事業に関して

開催される事業経営会議ならびにグループ横断的なファンクショナルチームについて開催される「経営戦略・組織運営本部

経営会議」「財務本部・経理本部経営会議」において、各事業の適正で効率的な遂行とグループ横断的な管理の徹底を図って

おります。 

（監査役・監査役会） 

 当社の監査役は４名で、そのうち３名は社外監査役であります。また、監査役のうち２名は常勤監査役であります。監査

役会のもとには監査役室を設置し、監査役の職務を補助しております。監査役会は、定期的に定例監査役会を開催するほか、

必要に応じて臨時監査役会を開催しております。 
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 各監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、各取締役や内部監査

部等からの職務執行状況の聴取、本店及び主な営業所への往査、子会社の調査を実施しております。また、会計監査人から

の監査報告を受け、計算書類及び事業報告に関して検討を行うほか、代表取締役との意見交換会を実施しております。 

 

（会計監査） 

 当社は、新日本監査法人と監査契約を締結し、同監査法人が会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を実施しており

ます。 

 当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務にかかる補助者の構成は、以下のとおりです。 

(１)  業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 渡邉 和紀 

指定社員 業務執行社員 石田 健一 

(２)  監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ８名 会計士補等 16名 

（内部監査） 

 代表取締役社長直轄の独立組織である内部監査部が年間内部監査計画に基づき、各部署の業務執行状況について適法性・

妥当性・効率性等の観点から、内部統制にかかる監査、コンプライアンス状況についての監査を実施しております。また、

各子会社の内部監査部門との連携を強化し、グループ全体で定常的に内部監査を実施することにより業務の適正な運営を図

っております。 

 これらの内部監査の結果は、代表取締役社長、コンプライアンス委員会、各担当執行役員及び執行役員会に報告するとと

もに、監査役会にも報告され、監査役監査との連携も図っております。 

   （内部統制システムの整備状況） 

     当社は、取締役会において内部統制基本方針を制定し、法令遵守はもとより、高い倫理観をもって事業活動に取り組む旨

を宣言しております。 

     取締役及び使用人の職務執行については、代表取締役社長直轄の独立組織である内部監査部による定常的な業務監査を実

施するとともに、コンプライアンス委員会によりグループ横断的にコンプライアンスに対する取り組みを進め、適正な職務

執行を徹底しております。 

     また、社外取締役及び社外監査役による取締役の職務執行に対する監督を徹底し、これらに各１名弁護士を起用すること

により、専門的・客観的な観点から法令・定款への適合性の検証を行っております。 

さらに、すべての役員・使用人に対してグループの一員として必要な知識及び倫理観の醸成を図るべく、コンプライアン

ス教育を実施するとともに、公益通報者保護法に基づいた措置等の適切な運用を推進しております。 

   （リスク管理体制の整備状況） 

     事業活動に伴い生じる各種リスクについては、社内規程、規則及び業務マニュアルに基づきそれぞれの担当部署で適切に

対処しております。 

     情報管理に伴うリスクについては、ＣＩＳＯ（チーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー）が本部長を務

めるセキュリティ本部を中心にリスク管理を徹底し、ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）認証の取得等を

通じてグループ全体として当該リスクの極小化を図っております。また、緊急報告体制の強化により各種リスク情報の迅速

な集約を推進しております。 

     事業に伴うリスクについては、一定額以上の事業投資案件につき取締役会の承認決議を必要とすることによって、取締役

の職務執行を適切に監督するとともに、各事業についての事業経営会議において事業遂行に係るリスクに関する報告を徹底

することにより、リスク情報の集約及びリスク管理の徹底を行っております。 

   （その他） 

    役員報酬の内容 

    １ 取締役及び監査役に支払った報酬の額 

社内取締役 13名 236百万円

社外取締役 ４名 36百万円

社内監査役 １名 12百万円

社外監査役 ３名 27百万円

      ※ 社内取締役とは社外取締役に該当しない取締役をいい、社内監査役とは社外監査役に該当しない監査役をいいます。 
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※ 社内取締役の人数には、当連結会計年度中に退任した取締役２名を、社外取締役の人数には、当連結会計年度末に

退任した１名を含んでおります。また、社内取締役と社外取締役それぞれに、当連結会計年度中に社外取締役から社

内取締役へ変更となった１名を含んでおります。 

    ２ 使用人兼務役員に対する使用人分給与及び賞与 

 ６名 34百万円

    監査報酬の内容 

     当社の会計監査人である新日本監査法人に対する報酬 

     公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額 

91百万円 

      公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬 

該当事項はございません。 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社における社外取締役は、２名であります。また、当社における社外監査役は、３名であります。いずれも特筆すべき

人的関係、資本的関係または取引関係その他の重要な利害関係はありません。 

また、当社と当社社外取締役ならびに当社社外監査役との間で、会社法第427条第１項に規定する契約を締結しており、

その概要は以下の通りとなります。 

 

会社法第423条第１項に該当する場合において、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、以下各号に定め

る金額の合計額を限度として責任を負担する。 

ⅰ. 責任の原因となる事実が生じた日を含む事業年度及びその前の各事業年度において、その在職中に報酬、賞与その他の

職務執行の対価として受け、または受けるべき財産上の利益（次号に定めるものを除く）の額の事業年度ごとの合計額

のうち最も高い額に２を乗じて得た額。 

ⅱ. 退職慰労金の額及びその性質を有する財産上の利益の額の合計額と、その合計額を社外取締役の職に就いていた年数で

除した額に２を乗じて得た額とのいずれか低い額。 

ⅲ. 会社法238条第３項各号に該当する新株予約権を、社外取締役就任後に行使または譲渡した場合における次の各号に定

める額。 

      1. 行使した場合 

本件新株予約権の行使時における１株あたりの時価から、本件新株予約権の発行価額と本件新株予約権の行使

時の払込金額との合計額の１株あたりの額を控除した額に、本件新株予約権の行使により交付を受けた株式の数

を乗じて得た額 

       2.  譲渡した場合 

本件新株予約権の譲渡価額から本件新株予約権の発行価額を控除した額に、譲渡した本件新株予約権の数を乗

じた額 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当事業年度は、社外監査役を１名新たに選任し、監査機能の一層の拡充を行っております。 

更に、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応に向けて、専任部署を設置するとともに、代表取締役社長を

長とする全グループ横断プロジェクトを推進しております。 

 

④株主総会決議事項を取締役会で決議可能な事項 

当社では定款において、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項については、機動的な配当政策を行う

ため、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定めるとしております。 
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連結財務諸表 

(1) 連結貸借対照表 

 
 前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 
対前年比 

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

増減 

（百万円）

 （資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金 ※3 111,182 57,437 

 ２ 受取手形及び売掛金  16,714 27,904 

 ３ 割賦売掛金 ※3,5 63,356 70,739 

 ４ 信用保証割賦売掛金 ※7 5,052 4,496 

 ５ 有価証券  － 26,379 

 ６ 資産流動化受益債権  73,213 110,144 

 ７ 証券業における預託金  235,865 230,641 

 ８ 証券業における信用取引資産  220,605 188,703 

 ９ 証券業における短期差入保証金  9,773 8,730 

 10 営業貸付金 ※3,5 186,794 158,964 

 11 繰延税金資産  13,638 15,635 

 12 その他  59,785 47,871 

   貸倒引当金  △31,083 △44,446 

 流動資産合計  964,898 74.4 903,200 77.9 △61,697

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※1  

  (1) 土地 ※3 31,676 9,166 

  (2) その他 ※3 17,263 14,860 

 有形固定資産合計  48,940 3.8 24,027 2.1 △24,912

 ２ 無形固定資産   

  (1) のれん  － 64,465 

  (2) 連結調整勘定  63,743 － 

  (3) その他  19,345 28,944 

 無形固定資産合計  83,088 6.4 93,410 8.1 10,321

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※2,3,4 169,776 104,070 

  (2) 繰延税金資産  14,077 18,712 

  (3) その他 ※3 16,318 20,608 

   貸倒引当金  △1,036 △5,107 

 投資その他の資産合計  199,135 15.4 138,284 11.9 △60,851

 固定資産合計  331,164 25.6 255,722 22.1 △75,442

 資産合計  1,296,062 100.0 1,158,923 100.0 △137,139
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前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 
対前年比 

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

増減 

（百万円）

 （負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

 １ 支払手形及び買掛金 ※3 6,258 16,667 

 ２ 信用保証買掛金 ※7 5,052 4,496 

 ３ １年内償還予定社債  － 4,990 

 ４ コマーシャル・ペーパー  11,500 6,300 

 ５ 短期借入金 ※3,6 278,837 225,197 

 ６ 未払法人税等  1,709 17,074 

 ７ 繰延税金負債  104 1,117 

 ８ 預り金  36,555 23,176 

 ９ 割賦利益繰延  908 － 

 10 証券業における預り金  152,386 148,315 

 11 証券業における信用取引負債 ※3 138,211 101,688 

 12 証券業における受入保証金  95,626 104,929 

 13 証券業における有価証券担保借

入金 

 
－ 40,666 

 14 引当金  6,123 7,144 

 15 その他 ※3 73,544 48,676 

  流動負債合計  806,819 62.3 750,441 64.8 △56,378

Ⅱ 固定負債   

 １ 社債  10,000 8,010 

 ２ 長期借入金 ※3 246,162 173,072 

 ３ 繰延税金負債  22,302 5,838 

 ４ 退職給付引当金  145 180 

 ５ 役員退職慰労引当金  22 － 

 ６ 利息返還損失引当金  3,548 20,106 

 ７ その他  723 3,529 

 固定負債合計  282,904 21.8 210,737 18.2 △72,166

Ⅲ 特別法上の準備金   

  証券取引責任準備金  3,142 3,920 778

  特別法上の準備金合計  3,142 0.2 3,920 0.3 778

 負債合計  1,092,866 84.3 965,099 83.3 △127,766
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前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 
対前年比 

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

増減 

（百万円）

 （純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

 １ 資本金  107,294 8.3 107,453 9.3 159

 ２ 資本剰余金  116,639 9.0 119,484 10.3 2,845

 ３ 利益剰余金  △56,894 △4.4 △20,122 △1.7 36,771

 ４ 自己株式  △11 △0.0 △10 △0.0 0

 株主資本合計  167,027 12.9 206,804 17.8 39,777

Ⅱ 評価・換算差額等   

 １ その他有価証券評価差額金  21,056 1.6 △21,076 △1.8 △42,132

 ２ 繰延ヘッジ損益  136 0.0 26 0.0 △110

 ３ 為替換算調整勘定  358 0.0 81 0.0 △277

 評価・換算差額等合計  21,551 1.7 △20,968 △1.8 △42,520

Ⅲ 新株予約権  10 0.0 127 0.0 117

Ⅳ 少数株主持分  14,607 1.1 7,859 0.7 △6,747

 純資産合計  203,196 15.7 193,823 16.7 △9,373

 負債純資産合計  1,296,062 100.0 1,158,923 100.0 △137,139
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(2) 連結損益計算書 

  

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

百分比

（％）

金額 

（百万円） 

百分比 

（％） 

増減 

（百万円）

Ⅰ 売上高  203,271 100.0 213,938 100.0 10,666

Ⅱ 売上原価  27,301 13.4 39,480 18.5 12,178

   売上総利益  175,970 86.6 174,457 81.5 △1,512

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,5 146,821 72.2 174,338 81.5 27,517

   営業利益  29,148 14.3 118 0.1 △29,029

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息及び受取配当金  1,323 1,981   

 ２ 有価証券売却益  2,052 1,105   

 ３ 為替差益  243 259   

 ４ 持分法による投資利益  854 1,047   

 ５ その他  417 4,891 2.4 663 5,056 2.4 164

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  1,616 1,505   

 ２ 支払手数料  1,215 670   

 ３ 新株発行費  602 －   

 ４ その他  199 3,634 1.8 623 2,798 1.3 △835

   経常利益  30,406 15.0 2,376 1.1 △28,029

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※2 － 1,085   

 ２ 投資有価証券売却益  9,261 659   

 ３ 関係会社株式売却益  － 53,873   

 ４ その他の関係会社有価証券売却益  － 1,037   

 ５ 持分変動利益  1,494 598   

 ６ その他  819 11,575 5.7 187 57,440 26.8 45,865

Ⅶ 特別損失    

 １ クレジット事業整理損  20,765 411   

 ２ 貸倒引当金繰入額  6,465 －   

 ３ 利息返還損失引当金繰入額  3,005 －   

 ４ 特別退職金  4,331 239   

 ５ 固定資産売却損 ※3 333 －   

 ６ 固定資産除却損 ※4 329 1,425   

 ７ 事務所移転・構築費  109 303   

 ８ 証券取引責任準備金繰入額  829 778   

 ９ リース解約損  288 3,107   

 10 その他  2,312 38,770 19.1 2,877 9,144 4.3 △29,626

   税金等調整前当期純利益  3,210 1.6 50,672 23.7 47,461

   法人税、住民税及び事業税  10,610 20,941   

   法人税等調整額  △6,154 4,456 2.2 △5,970 14,971 7.0 10,514

   少数株主損失  △3,948 △1.9 △1,197 △0.6 2,750

   当期純利益  2,702 1.3 36,898 17.2 34,196
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
 
平成17年12月31日残高 

（百万円） 
54,135 63,479 △58,265 △11 59,337

連結会計年度中の変動額  

 新株の発行 53,159 53,159  106,319

 剰余金の配当 △591  △591

 利益処分による役員賞与 △133  △133

 当期純利益 2,702  2,702

 連結範囲の変動による増減 △619  △619

 持分法範囲の変動による増減 12  12

 株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
 

 
連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
53,159 53,159 1,370 － 107,690

平成18年12月31日残高 

（百万円） 
107,294 116,639 △56,894 △11 167,027

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

新株 

予約権 

少数株主 

持分 

純資産 

合計 

 
平成17年12月31日残高 

（百万円） 
16,974 － 238 17,213 0 8,783 85,333

連結会計年度中の変動額    

 新株の発行    106,319

 剰余金の配当    △591

 利益処分による役員賞与    △133

 当期純利益    2,702

 連結範囲の変動による増減    △619

 持分法範囲の変動による増減    12

 株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
4,081 136 120 4,338 10 5,823 10,172

 
連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
4,081 136 120 4,338 10 5,823 117,862

 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
21,056 136 358 21,551 10 14,607 203,196
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当連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
107,294 116,639 △56,894 △11 167,027

連結会計年度中の変動額  

 新株の発行 159 159  318

 株式交換による変動額 2,686 0 2,687

 剰余金の配当 △650  △650

 当期純利益 36,898  36,898

 連結範囲の変動による増減 523  523

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
 

 
連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
159 2,845 36,771 0 39,777

 
平成19年12月31日残高 

（百万円） 
107,453 119,484 △20,122 △10 206,804

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

新株 

予約権 

少数株主 

持分 

純資産 

合計 

 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
21,056 136 358 21,551 10 14,607 203,196

連結会計年度中の変動額    

 新株の発行    318

 株式交換による変動額    2,687

 剰余金の配当    △650

 当期純利益    36,898

 連結範囲の変動による増減    523

 自己株式の取得    △0

 株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
△42,132 △110 △277 △42,520 117 △6,747 △49,150

 
連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△42,132 △110 △277 △42,520 117 △6,747 △9,373

 
平成19年12月31日残高 

（百万円） 
△21,076 26 81 △20,968 127 7,859 193,823
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日）

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日）

対前年比 

区分 
注記

番号

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減 

（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税金等調整前当期純利益 3,210 50,672 

   連結調整勘定償却額 3,011 － 

   のれん償却額 － 3,752 

   持分法による投資損益 △854 △1,047 

   減価償却費 6,951 8,518 

   固定資産売却損 333 34 

   固定資産除却損 329 1,425 

開業費償却額 13 － 

   有価証券売却益 △11,313 △1,834 

関係会社株式売却益 － △53,873 

   その他の関係会社有価証券売却益 － △1,037 

   投資有価証券評価損 22 322 

   貸倒引当金の増減額 15,099 17,145 

債務保証損失引当金の増減額 1 － 

   役員退職慰労引当金の増減額 △136 6 

   利息返還損失引当金の増減額 3,548 16,527 

   持分変動利益 △1,494 △598 

   受取利息及び受取配当金 △1,323 △1,981 

   支払利息 1,616 1,505 

   その他の損益調整 3,802 1,214 

   売上債権の増減額 △4,807 △4,143 

   割賦売掛金の増減額 △32,676 △7,382 

   信用保証割賦売掛金の増減額 141,602 555 

   資産流動化受益債権の増減額 △15,587 △36,930 

   たな卸資産の増減額 △252 213 

   仕入債務の増減額 1,984 4,126 

   信用保証買掛金の増減額 △141,602 △555 

   未払金及び未払費用の増減額 9,876 1,850 

   前受金の増減額 1,046 △194 

   割賦利益繰延の増減額 △308 △214 

   証券業における営業債権の増減額 86,817 37,805 

   証券業における営業債務の増減額 △93,465 △31,581 

   証券取引責任準備金の増減額 829 778 

   有価証券貸借取引受入金の増減額 24,709 8,066 

   営業貸付金の増減額 △11,494 26,617 

   その他 20,291 3,929 

    小計 9,780 43,692 33,911

   営業保証金の支払額 △191 △399 

   営業保証金の受取額 1,477 227 

   法人税等の支払額 △27,633 △8,496 

   法人税等の還付額 － 7,942 

    営業活動によるキャッシュ・フロー △16,567 42,966 59,534
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日）

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日）

対前年比 

区分 
注記

番号

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減 

（百万円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △1,744 △4,058 

定期預金の払戻による収入 3,856 3,339 

有価証券の取得による支出 △10,481 － 

有価証券の売却償還による収入 8,218 3,617 

投資有価証券の取得による支出 △10,024 △8,650 

投資有価証券の売却による収入 16,043 65,102 

投資有価証券の償還による収入 13,179 3,416 

連結範囲の変更を伴うその他の関係会社

有価証券の売却による収入 
－ 3,225 

金銭信託の増加による支出 △8,051 － 

金銭信託の減少による収入 12,570 － 

連結子会社株式の取得による支出 △5,572 △1,366 

有形固定資産の取得による支出 △33,315 △5,259 

有形固定資産の売却による収入 2,338 1,817 

無形固定資産の取得による支出 △12,235 △11,370 

出資金の増加よる支出 △4 － 

敷金保証金の支払による支出 △1,756 △999 

敷金保証金の回収による収入 714 1,512 

繰延資産の取得による支出 △13 － 

貸付による支出 △262 △440 

貸付金の回収による収入 680 442 

その他の支出 △17,864 △744 

その他の収入 416 2,642 

利息及び配当金の受取額 1,573 2,842 

    投資活動によるキャッシュ・フロー △41,735 55,069 96,804
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日）

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日）

対前年比 

区分 
注記

番号

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減 

（百万円）

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   短期借入金の純増減額 △214,702 △66,389 

   コマーシャル・ペーパーの純増減額 11,500 △5,200 

   長期借入による収入 174,844 37,004 

   長期借入金の返済による支出 △2,483 △83,105 

   社債の発行による収入 － 3,000 

   社債の償還による支出 △12,000 － 

   社債の償還のための基金からの収入 10,000 － 

   株式の発行による収入 105,716 318 

   セール・アンド・リースバックによる収入 － 3,047 

   リース債務の返済による支出 － △139 

   自己株式の取得による支出 － △0 

   利息の支払額 △1,495 △1,483 

   少数株主の増資引受による収入 1,769 328 

   少数株主の出資金払込による収入 6,200 40 

   少数株主への出資金払戻による支出 △794 △85 

   配当金の支払額 △584 △648 

   少数株主への配当金の支払額 △1,356 △315 

    財務活動によるキャッシュ・フロー 76,614 △113,627 △190,242

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 249 233 △16

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 18,561 △15,358 △33,919

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 70,700 89,219 18,518

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
57 － △57

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △100 － 100

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 89,219 73,860 △15,358

  



  

- 38 - 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社の数 42社 

主要な連結子会社の名称 

楽天オークション㈱ 

楽天ＫＣ㈱ 

楽天クレジット㈱ 

楽天トラベル㈱ 

楽天証券㈱ 

㈱楽天野球団 

新たに連結子会社となった会社 

14社

主な会社の名称及び新規連結の理由 

（新規設立による） 

楽天証券ホールディングス㈱ 

楽天インシュアランス 

プランニング㈱

楽天フィナンシャル 

ソリューション㈱

楽天ANAトラベルオンライン㈱ 

楽天投信㈱ 

※楽天ANAトラベルオンライン㈱につ

いては平成18年７月に楽天旅行サー

ビス㈱より名称変更を行なっており

ます。 

（投資事業組合の取扱いの見直しによ

る） 

シャテルドン・インベスターズ・ワン

(有)を営業者とする匿名組合 

シャテルドン・インベスターズ・ツー

(有)を営業者とする匿名組合 

ディレクト・ファンド・ワン(有)を営

業者とする匿名組合 

エムアイエス・インベスターズ(有)

を営業者とする匿名組合 

ＲＳファンド１(有) を営業者とする

匿名組合 

連結の範囲から除外された会社 

５社

主な会社の名称及び除外の理由 

（合併による） 

㈱デジパ・ネットワークス 

アールビル㈱ 

（持分変動による） 

楽天ANAトラベルオンライン㈱ 

（清算による） 

㈱メディオポート 

（特別清算による） 

ジェイ･ケイホールディングス㈱ 

ジェイ・ケイホールディングス㈱につい

ては平成18年12月27日に特別清算を結了

しており、清算結了日までの財務諸表を連

結しております。 

連結子会社の数 46社 

主要な連結子会社の名称 

楽天オークション㈱ 

楽天ＫＣ㈱ 

楽天クレジット㈱ 

楽天トラベル㈱ 

楽天証券㈱ 

㈱楽天野球団 

新たに連結子会社となった会社 

11社

主な会社の名称及び新規連結の理由 

（新規設立による） 

楽天ビジネスサービス㈱ 

楽天ソシオビジネス㈱ 

Rakuten Travel Guam,Inc 

 （新規取得による） 

Trafficstrategies.com, LLC 

CauseLoyalty, LLC 

フュージョン・コミュニケーション

ズ㈱ 

フュージョン・ネットワークサービ

ス㈱ 

佐賀フュージョン・サービス㈱ 

ティー・ティー・ネット・サービス㈱

 

連結の範囲から除外された会社 

７社

会社の名称及び除外の理由 

（合併による） 

楽天ブックス㈱ 

国内信販サービス㈱ 

楽天インシュアランスプランニング

㈱ 

（持分売却による） 

シャテルドン・インベスターズ・ワン

(有)を営業者とする匿名組合 

シャテルドン・インベスターズ・ツー

(有)を営業者とする匿名組合 

（契約終了に伴う解散による） 

ディレクト・ファンド・ワン(有)を営

業者とする匿名組合 

ＲＳファンド１(有)を営業者とする

匿名組合 

 

非連結子会社の数：８社 

主な非連結子会社の名称 

ブリッツクリーク・ツー特定目的会社

 

（連結子会社としなかった理由） 

ブリッツクリーク・ツー特定目的会社に

ついては、不動産関連の投資事業組合の
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

楽天ANAトラベルオンライン㈱につ

いては平成18年７月に楽天旅行サー

ビス㈱より名称変更を行い、その際に

全日本空輸㈱等に第三者割当増資を

行なっております。 

非連結子会社の数：８社 

非連結子会社の名称 

ナック・ヘルスケア・ 

インベスターズ・スリー(有) を営業

者とする匿名組合 

(有)エムアイエス・インベスターズ・

スリーを営業者とする匿名組合 

ブリッツクリーク・ツー特定目的会社

ブリッツクリーク・スリー(有) を 

営業者とする匿名組合

アントレ・インベスターズ・ 

ワン特定目的会社

アントレ・インベスターズ・ 

ワン(有) を営業者とする匿名組合

アントレ・インベスターズ・ 

ツー(有) を営業者とする匿名組合

(有)ソシオ・ワンを営業者とする 

匿名組合

（連結子会社としなかった理由） 

非連結子会社とした各社はいずれ

も不動産関連の投資事業組合の運営

を目的としており、当該各社の経営に

対する当社グループの関与は極めて

限定的であること及び当該各社の総

資産、売上高、利益等はいずれも当連

結会計期間の連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないことから、連結の範

囲から除外しております。 

運営を目的としており、当該会社の経営

に対する当社グループの関与は極めて限

定的であること及び当該会社の総資産、

売上高、利益等はいずれも当連結会計年

度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼさ

ないことから、連結の範囲から除外して

おります。 

また、その他の各社については、当該各

社の総資産、売上高、利益等はいずれも

当連結会計年度の連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないことから、連結の範囲

から除外しております。 

なお、㈱オーネットについては、議決権

の過半数を自己の計算において所有して

おりますが、営業取引として投資育成目

的で所有し、営業、資金その他取引を通

じて重要な影響を与えることを目的とし

ていないため、子会社としておりません。

 

２ 持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数    12社 

 主要な関連会社の名称 

Ctrip.com International, Ltd. 

㈱ローソンチケット 

テクマトリックス㈱ 

新たに持分法適用関連会社となった会社

２社

会社の名称及び新規持分法適用の理由 

（新規設立による） 

楽天モーゲージ㈱ 

（持分変動による） 

楽天ANAトラベルオンライン㈱ 

楽天ANAトラベルオンライン㈱につい

ては平成18年７月に楽天旅行サービス㈱

より名称変更を行い、その際に全日本空輸

㈱等に第三者割当増資を行なっておりま

す。 

 

 

 

持分法適用の関連会社数    13社 

 主要な関連会社の名称 

テクマトリックス㈱ 

楽天ANAトラベルオンライン㈱ 

 

新たに持分法適用関連会社となった会社

４社

会社の名称及び新規持分法適用の理由 

（新規設立による） 

楽天・ファスト・モバイルサーチ㈱

（新規取得による） 

㈱カサレアル 

㈱ネッツ・パートナーズ 

（持分の増加による） 

㈱オウケイウェイヴ 



  

- 40 - 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

持分法適用関連会社から除外した会社 

１社

会社の名称及び持分法適用除外の理由 

（持分の低下による） 

エコロジー・アセットマネジメント㈱

 

持分法を適用していない非連結子会社 

８社

会社の名称及び持分法を適用していない

理由 

ナック・ヘルスケア・インベスター

ズ・スリー(有) を営業者とする匿名

組合 

ほか７社

持分法を適用していない非連結子会社

とした各社はいずれも不動産関連の投資

事業組合の運営を目的としており、当該各

社の経営に対する当社グループの関与は

極めて限定的であること及び連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないこと

から持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

 

持分法を適用していない関連会社 

２社

会社の名称及び持分法を適用していな

い理由 

ナック・ヘルスケア・インベスター

ズ・ツー(有)を営業者とする匿名組

合 

エムアイエス・インベスターズ・ツ

ー(有)を営業者とする匿名組合 

持分法を適用していない関連会社とし

た各社はいずれも不動産関連の投資事業

組合の運営を目的としており、当該各社の

経営に対する当社グループの関与は極め

て限定的であること及び連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないことから

持分法の適用範囲から除外しております。

 

持分法適用関連会社から除外した会社 

３社

会社の名称及び持分法適用除外の理由 

（持分売却による） 

リエゾンパートナーズ㈱ 

Ctrip.com International,Ltd. 

（兼務役員の辞任及び業務提携の解消

に伴う影響力の低下による） 

㈱ローソンチケット 

持分法を適用していない非連結子会社 

８社

会社の名称及び持分法を適用していない

理由 

ブリッツクリーク・ツー特定目的会社

ほか７社

持分法を適用していない非連結子会社

とした各社のうち、ブリッツクリーク・

ツー特定目的会社については、不動産関

連の投資事業組合の運営を目的としてお

り、当該会社の経営に対する当社グルー

プの関与は極めて限定的であること及び

連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないことから持分法の適用範囲から

除外しております。 

また、その他の各社については、連結純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がな

いことから持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

以下の連結子会社を除く連結子会社の

決算日は、12月末日であります。 

３月末日が決算日の会社 

楽天ＫＣ㈱、国内信販サービス㈱、

梶山倉庫㈱、楽天証券ホールディン

グス㈱、楽天証券㈱、楽天アセット

マネジメント㈱、楽天ストラテジッ

クパートナーズ㈱、楽天リアルティ

マネジメント㈱、楽天インシュアラ

ンスプランニング㈱、楽天投信㈱ 

以下の連結子会社を除く連結子会社

の決算日は、12月末日であります。 

３月末日が決算日の会社 

楽天ＫＣ㈱、梶山倉庫㈱、楽天証券

ホールディングス㈱、楽天証券㈱、

楽天アセットマネジメント㈱、楽天

ストラテジックパートナーズ㈱、楽

天投信㈱、フュージョン・コミュニ

ケーションズ㈱、フュージョン・ネ

ットワークサービス㈱、佐賀フュー
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

２月末日が決算日の会社 

シャテルドン・インベスターズ・ワン

(有)を営業者とする匿名組合、シャテ

ルドン・インベスターズ・ツー(有) を

営業者とする匿名組合、ディレクト・

ファンド・ワン(有)を営業者とする匿

名組合 

９月末日が決算日の会社 

㈱宮崎マリーナ 

上記の連結子会社のうち、３月末日、９

月末日が決算日の各社及び２月末日が決

算日の会社のうち、ディレクト・ファン

ド・ワン(有)を営業者とする匿名組合に

おいては、12月末日で仮決算を実施して

おります。 

また、シャテルドン・インベスターズ・

ワン(有)を営業者とする匿名組合、シャ

テルドン・インベスターズ・ツー(有)を

営業者とする匿名組合においては、11月

末日で仮決算を実施しております。 

 

ジョンサービス㈱、ティー・ティー・

ネット・サービス㈱、Ｋ２クレジッ

トサービス㈱ 

９月末日が決算日の会社 

㈱宮崎マリーナ 

３月末日及び９月末日が決算日であ

る上記の連結子会社各社においては、12

月末日で仮決算を実施しております。 

 

４ 会計処理基準に関する事項   

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

売買目的有価証券 

約定基準による時価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

主として定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)については

定額法を採用しております。 

耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産 

主として定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)については

定額法を採用しております。 

耐用年数および残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

また、平成19年度の法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改正法人税法

に規定する償却方法により減価償却費

を計上しております。 

（追加情報） 

国内連結子会社のうち３月決算の各

社は、平成19年３月31日以前に取得した

ものについて、償却可能限度額まで償却
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

  

 

 

 

 

無形固定資産 

定額法を採用しております。耐用年数

については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における見込利用可能

期間(主として５年)に基づく定額法を

採用しております。 

が終了した翌年度から５年間で均等償

却する方法によっております。 

なお、当該変更に伴う影響額は軽微で

あります。 

 

無形固定資産 

定額法を採用しております。耐用年数

については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における見込

利用可能期間(主として５年)に基

づく定額法を、特許権については７

年の定額法を採用しております。 

 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 開業費 

開業した年度に全額費用として処理

しております。 

株式交付費（新株発行費） 

発行時に全額費用として処理してお

ります。 

（追加情報） 

なお、当連結会計年度より、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準実務対応報告

第19号 平成18年８月11日）を適用

しております。なお、この変更によ

る損益への影響はありません。 

                                  

 

 

株式交付費 

発行時に費用として処理しておりま

す。 

 

 

(4) 重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

当連結会計年度末において、連結子会

社である楽天ＫＣ㈱の営業債権に係る

貸倒引当金計上額につきその見積り方

法の見直しを行いました。楽天ＫＣ㈱に

おいては、平成18年11月の会社分割に

よる個品斡旋事業部門の㈱オリエント

コーポレーションへの譲渡など抜本的

な事業再構築に伴って営業債権の状況

が大幅に変化したことを契機に、債権分

類等に応じた貸倒実績データの再分

析・再検討を行い、この結果債権状況の

変化に伴う貸倒リスクに的確に対応す

るためのデータベースが当連結会計年

度末において整備されました。 

当連結会計年度末における貸倒引当

金の見積り方法の見直しは、当該データ

ベースの整備を受けたものであり、従来

の見積り方法に加えて、統計的な手法を

利用した分析結果に基づく予想損失率

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

 



  

- 43 - 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 等を反映した回収不能見込額を貸倒引

当金として計上するものであります。

また、みなし弁済規定の適用に係る最

高裁判決を背景とした利息返還金の会

計上の取扱いについて、日本公認会計士

協会より平成18年10月13日に「消費

者金融会社等の利息返還請求による損

失に係る引当金の計上に関する監査上

の取扱い」（業種別委員会報告第37号）

が公表されたことを踏まえ、当連結会計

年度末において過去及び近時の利息返

還の発生状況を分析するとともに将来

の利息返還損失の発生見込を再検討し、

利息返還損失の見積りを行った結果、利

息返還の発生に伴う債権充当見込相当

額についても貸倒引当金として積み増

すことといたしました。 

これらの見積り方法の見直し等に

伴って発生した影響額のうち 6,465

百万円については貸倒引当金繰入

額として特別損失に計上しており、

これには利息返還損失の見積り方

法の見直しに伴う債権充当見込相

当額 2,881百万円が含まれておりま

す。 

 

 

 ②賞与引当金 

一部の連結子会社では、従業員に

対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当連結

会計年度に見合う分を計上してお

ります。 

②賞与引当金 

当社及び一部の連結子会社では、従業

員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当連結会計

年度に見合う分を計上しております。

（追加情報） 

当社及び一部の連結子会社では、当連

結会計年度において従業員賞与の支給

対象期間を変更したことから、当連結会

計年度より支給見込額に基づき当連結

会計年度に見合う分を賞与引当金とし

て計上しております。 

 ③役員賞与引当金 

役員に対する賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連結

会計年度末に負担すべき額を計上

しております。 

③役員賞与引当金 

同左 

 

 ④債務保証損失引当金 

一部の連結子会社では、債務保証に係

る損失に備えるため、損失発生見込額を

計上しております。 

④債務保証損失引当金 

同左 

 

 ⑤ポイント引当金 

顧客に付与されたポイントの使用に

よる費用発生に備えるため当連結会計

年度において将来使用されると見込ま

れる額を計上しております。 

⑤ポイント引当金 

同左 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 ⑥事業整理損失等引当金 

楽天ＫＣ㈱における事業再構築に伴

い、今後発生が見込まれる費用負担に備

えるため、将来の費用見積額を計上して

おります。 

⑥事業整理損失等引当金 

同左 

 

 

 ⑦退職給付引当金 

一部の連結子会社では、従業員の将

来の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額

に基づき当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌期

から処理することとしています。 

⑦退職給付引当金 

同左 

 

 ⑧役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社では、役員退職慰労

金支給に備えるため、役員退職慰労金に

関する社内規定に基づく期末要支給額

を計上しております。 

（追加情報） 

従来、役員退職慰労金に関する社内規

定を有していた一部の連結子会社は、当

連結会計年度において当該規定を廃止

し、今後役員退職慰労金を支給しないこ

とといたしました。 

⑧役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社では、役員退職慰労

金支給に備えるため、役員退職慰労金に

関する社内規定に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 

 ⑨利息返還損失引当金 

将来の利息返還損失に備えるため、合

理的見積り期間に係る利息返還請求件

数の返還実績率、平均返還額等を勘案

し、将来返還が見込まれる額を計上して

おります。 

みなし弁済規定の適用に係る最高裁

判決を背景とした利息返還金の会計上

の取扱いについて日本公認会計士協会

より平成18年10月13日に「消費者金融会

社等の利息返還請求による損失に係る

引当金の計上に関する監査上の取扱い」

（業種別委員会報告第37号）が公表され

たことを踏まえ、一部の連結子会社では

当連結会計年度末において過去及び近

時の利息返還の発生状況を分析すると

ともに将来の利息返還損失の発生見込

額を利息返還損失引当金3,548百万円と

して計上しております。 

なお、見積返還額のうち債権に充当さ

れると見込まれる金額5,650百万円につ

いては、貸倒引当金に含めて計上してお

ります。 

また、この利息返還損失引当金の計上

に伴って発生した影響額のうち、当連結

会計年度の期首時点における同報告に

⑨利息返還損失引当金 

将来の利息返還損失に備えるため、合

理的見積り期間に係る利息返還請求件

数の返還実績率、平均返還額等を勘案

し、将来返還が見込まれる額を計上して

おります。 

また、見積返還額のうち債権に充当さ

れると見込まれる金額18,042百万円に

ついては、貸倒引当金に含めて計上して

おります。 

（追加情報） 

利息返還損失引当金については、従来

より合理的見積り期間に係る利息返還

請求件数の返還実績率・平均返還額等を

勘案した所要額を計上しておりますが、

当連結会計年度において、利息返還請求

に関する実績データの蓄積・整備が進ん

だことから、将来の利息返還見込み総額

を、より精緻な返済形態に応じて最終的

に返還請求が予測される件数に基づき

算定しております。 

この結果、従来の見積もり方法と比較

して、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は25,122百万円減少し

ております。 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 基づく引当金計上額である3,005百万円

については利息返還損失引当金繰入額

として特別損失に計上しております。

 

 ⑩証券取引責任準備金 

一部の連結子会社では、証券事故によ

る損失に備えるため、証券取引法第51

条の規定に基づき「証券会社に関する内

閣府令」第35条に定めるところにより算

出した額を計上しております。 

⑩証券取引責任準備金 

一部の連結子会社では、証券事故に

よる損失に備えるため、旧 証券取引法

第51条の規定に基づき旧「証券会社に関

する内閣府令」第35条に定めるところに

より算出した額を計上しております。

 

（5）重要なリース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、貸手側、借手

側いずれも通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては繰延ヘッジ

会計を適用しております。ただし、特例

処理の要件を満たすものについては、特

例処理を採用しております。 

また、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等及び営業取引に関わる

外貨建金銭債権債務については、振当処

理を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップ及び一部金利キャップ

については繰延ヘッジ会計を適用して

おります。ただし、特例処理の要件を満

たすものについては、特例処理を採用し

ております。 

また、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等及び営業取引に関わる

外貨建金銭債権債務については、振当処

理を行っております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 為替予約 

ヘッジ対象 

借入金 外貨建差入保証金 

営業取引に関わる外貨建金銭 

債権債務 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 為替予約 

金利キャップ 

ヘッジ対象 

借入金 外貨建差入保証金 

営業取引に関わる外貨建金銭 

債権債務 

 ③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

外貨建差入保証金の有する為替変動

リスクを社内規程に従い、保有期間を通

して効果的にヘッジする目的で為替予

約を行っております。 

営業取引に関わる外貨建金銭債権債

務の有する為替変動リスクを一定の社

内ルールに従い、証券取引の実需に伴う

範囲で、将来の為替金利の変動によるリ

スクを回避する目的で為替予約を行な

っております。 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引及び金利キャ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っております。 

外貨建差入保証金の有する為替変動

リスクを社内規程に従い、保有期間を通

して効果的にヘッジする目的で為替予

約を行っております。 

営業取引に関わる外貨建金銭債権債

務の有する為替変動リスクを一定の社

内ルールに従い、証券取引の実需に伴う

範囲で、将来の為替金利の変動によるリ

スクを回避する目的で為替予約を行な

っております。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップについては、ヘッジ対象

とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ及び金利キャップにつ

いては、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャ
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 の累計を半期毎に比較し、両者の変動等

を基礎にして、ヘッジの有効性を評価し

ております。ただし、特例処理によって

いる金利スワップ取引については、有効

性の評価を省略しております。 

為替予約取引については、ヘッジ対象

取引との通貨単位、取引金額および決済

期日同一性について、社内管理資料に基

づき有効性評価を行っております。 

 

ッシュ・フロー変動の累計を半期毎に比

較し、両者の変動等を基礎にして、ヘッ

ジの有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップ

取引については、有効性の評価を省略し

ております。 

為替予約取引については、ヘッジ対象

取引との通貨単位、取引金額および決済

期日同一性について、社内管理資料に基

づき有効性評価を行っております。 

 

(7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

①消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 ②収益の計上基準 

１．マージン売上 

商品等の取扱高（流通総額）に比例

して利用料が計算される「マージン売

上」のうちキャンセル受付期間が設定

されている取引については、取引発生

時にキャンセル発生見込額を控除し

た取引高に対する利用料を売上とし

て計上しております。 

なお、キャンセル発生見込額はキャ

ンセル発生実績率に基づき算出して

おります。 

キャンセル受付期間完了前売上高 

2,293 百万円

②収益の計上基準 

１．マージン売上 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンセル受付期間完了前売上高 

2,848百万円

 ２．顧客手数料 

総合あっせん 

主として７・８分法 

個品あっせん 

主として７・８分法 

信用保証 

主として保証契約時に計上 

融資 

主として残債方式 

２．顧客手数料 

総合あっせん 

同左 

個品あっせん 

同左 

信用保証 

主として残債方式 

融資 

同左 

 ３．加盟店手数料 

加盟店との立替払契約履行時に一括

して収益計上することとしております。

３．加盟店手数料 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価

に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ のれん（連結調整勘定）の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、その効

果が発現すると見積もられる期間で償却

することとしております。ただし、金額が

少額の場合は、発生時に全額償却しており

ます。 

なお、楽天ＫＣ㈱・楽天リサーチ㈱・

LinkShare Corporation等の買収等案件に

ついては、それぞれ当社グループ事業との

のれんの償却については、その効果が及

ぶと見積もられる期間で均等償却するこ

ととしております。ただし、金額が少額の

場合は、発生時に全額償却しております。

なお、楽天ＫＣ㈱・楽天リサーチ㈱・

LinkShare Corporation等の買収等案件に

ついては、それぞれ当社グループ事業との

関連性が高く、長期的な視野に立った企業
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

関連性が高く、長期的な視野に立った企業

価値評価に基づき買収を実施しておりま

す。 

したがって、当該連結調整勘定の償却に

ついては、合理的な見積りに基づき連結財

務諸表原則に定める最長期間である20年

で償却し、販売費及び一般管理費として計

上しております。 

価値評価に基づき買収を実施しておりま

す。 

したがって、当該のれんの償却について

は、合理的な見積りに基づき企業結合に係

る会計基準に定める最長期間である20年

で償却し、販売費及び一般管理費として、

負ののれんは営業外収益として計上して

おります。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書に 

おける資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計処理方法の変更） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。これにより、特別損失が734

百万円増加し、税金等調整前当期純利益が同額減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規

則に基づき、各資産の金額から直接控除しております。 

（有形固定資産の減価償却の処理方法） 

当連結会計年度より、法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以降取得資産の減価償却

限度額の計算方法については、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。 

なお、この変更に伴う影響額は軽微であります。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は188,442百万円であ

ります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準

第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用指針第10号）を

適用しております。 

連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示に関す

る変更は以下のとおりであります。 

（連結貸借対照表） 

「連結調整勘定」及び「営業権」は、当連結会計年度より

「のれん」として表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度より「のれん

償却額」として表示しております。 

 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 最終改正 平成18年５月31日）を適用

しております。なお、この会計基準適用により、従来の方法と

比較して、販売費及び一般管理費が10百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ同額減少し

ております。 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

役員賞与については、従来は利益剰余金の減少として会計処

理していましたが、当連結会計年度より「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）に従い、

発生時に費用処理しております。これにより、従来の方法と比

較して、販売費及び一般管理費が87百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ同額減少し

ております。 
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（表示方法の変更） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

(固定資産) 

前連結会計年度まで「有形固定資産」に含めて表示してお

りました「土地」については、当連結会計年度において金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。 

なお、前連結会計年度の「土地」は8,491百万円でありま

す。 

(流動負債) 

前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示して

おりました「預り金」については、当連結会計年度において

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。 

なお、前連結会計年度の「預り金」は10,884百万円であり

ます。 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表示し

ておりました「貸倒引当金繰入額」については、当連結会計

年度において金額的重要性が増したため、当連結会計年度よ

り区分掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度の「貸倒引当金繰入額」の金額は３

百万円であります。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他の支出」に含めて表示しておりました「有価証券の

取得による支出」及び投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他の収入」に含めて表示しておりました「有価証券の

売却償還による収入」については、当連結会計年度において

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記す

ることといたしました。 

なお、前連結会計年度の「有価証券の取得による支出」及

び「有価証券の売却償還による収入」の金額はともに99百万

円であります。 

 

(流動負債) 

前連結会計年度まで流動負債にて表示していた「割賦利益

繰延」は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より

流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

なお当連結会計年度の「割賦利益繰延」の金額は693百万

円であります。 

前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示して

おりました「証券業における有価証券担保借入金」については

、当連結会計年度において重要性が増したため、当連結会計年

度より区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「証券業における有価証券担保借入

金」は、 32,599 百万円であります。 

 

 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含めて表示し

ておりました「固定資産売却益」については、当連結会計年

度において金額的重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度の「固定資産売却益」の金額は612百

万円であります。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フローに

て表示しておりました「開業費償却額」は、金額的重要性が

乏しくなったため「その他の損益調整」に含めて表示してお

ります。なお、当連結会計年度の「その他の損益調整」に含

まれている「開業費償却額」は０百万円であります。 

前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フローに

て表示しておりました「債務保証損失引当金の増減額」は、

金額的重要性が乏しくなったため、「その他」に含めて表示

しております。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれ

ている「債務保証損失引当金の増減額」は△３百万円であり

ます。 

前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フローに

て表示しておりました「出資金の増加による支出」及び「繰

延資産の取得による支出」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、「その他の支出」に含めて表示しております。なお、

当連結会計年度の「その他の支出」に含まれている「出資金

の増加による支出」は△12 百万円、「繰延資産の取得による

支出」は△０百万円であります。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 
 

有形固定資産の減価償却累計額 27,181百万円 

 

有形固定資産の減価償却累計額 28,561百万円 

  

※２ 非連結子会社・関連会社に対する投資有価証券  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

関連会社（持分法適用会社）に対するもの 

投資有価証券（株式等） 8,016百万円 

非連結子会社及び関連会社（持分法非適用会社）に対するもの

投資有価証券（株式等） 3,738百万円 

 

関連会社（持分法適用会社）に対するもの 

投資有価証券（株式等） 6,090百万円 

非連結子会社及び関連会社（持分法非適用会社）に対するもの

投資有価証券（株式等） 6百万円 
 

  

※３ 担保に供されている資産  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

（1）担保に供されている資産 

預金 760百万円

割賦売掛金及び営業貸付金 155,188百万円

リース契約債権 682百万円

長期滞留債権等 20百万円

投資有価証券 68,751百万円

建物 2,842百万円

土地 22,434百万円 

(1）担保に供されている資産 

預金 100百万円

割賦売掛金及び営業貸付金 139,530百万円

リース契約債権 443百万円

投資有価証券 76,973百万円

合計 217,047百万円 

上記のほか、短期借入金の担保として自己融資見返り株券 

27,272百万円を、信用取引借入金の担保として信用取引の信用

取引受入保証金代用有価証券67,921百万円を差入れておりま

す。また、有価証券貸借取引受入金32,599百万円の担保として

消費貸借契約により貸し付けた有価証券を差入れております。

上記のほか、短期借入金の担保として自己融資見返り株券 

18,384百万円を、信用取引借入金の担保として信用取引の信用

取引受入保証金代用有価証券45,470百万円を差入れておりま

す。また、有価証券担保借入金40,666百万円の担保として消費

貸借契約により貸し付けた有価証券を差入れております。 

（2）担保資産の対象となる債務 

短期借入金 90,103百万円

1年以内返済長期借入金 79,276百万円

証券業における信用取引借入金 110,183百万円

長期借入金 167,137百万円

合計 446,701百万円

  

（2）担保資産の対象となる債務 

短期借入金 59,763百万円

1年以内返済長期借入金 64,983百万円

証券業における信用取引借入金 84,409百万円

長期借入金 115,739百万円

未払金 70百万円

買掛金 1,780百万円

合計 326,746百万円 
（3）差入れている有価証券の時価額 

信用取引貸証券 

29,514百万円 

信用取引借入金の本担保証券 

109,678百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

32,369百万円 

（3）差入れている有価証券の時価額 

信用取引貸証券 

17,638 百万円 

信用取引借入金の本担保証券 

83,412 百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

40,007 百万円 



  

- 51 - 

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

（4）差入を受けている有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 

204,571百万円 

信用取引借証券 

4,038百万円 

受入保証金代用有価証券 

208,428百万円 

（4）差入を受けている有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 

161,539 百万円 

信用取引借証券 

1,790 百万円 

受入保証金代用有価証券 

178,143 百万円 

  

※４ 貸株に供した投資有価証券  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

固定資産の「投資その他の資産」に計上した「投資有価証券」

のうち、52百万円を貸株に供しております。 

固定資産の「投資その他の資産」に計上した「投資有価証券」

のうち、60百万円を貸株に供しております。 

  

※５ 貸出コミットメントライン契約  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

一部連結子会社はクレジットカードに附帯するキャッシン

グ及びカードローンによる融資業務を行なっております。当該

業務における貸出コミットメントに係る未実行残高は以下の

とおりです。 

貸出コミットメントラインの総額 1,172,803百万円

貸出実行残高 320,745百万円

未実行残高 852,057百万円

なお、同契約は融資実行されずに終了するものもあり、かつ、

利用限度額についても当社グループが任意に増減させること

ができるものであるため融資未実行残高は当社グループのキ

ャッシュ・フローに必ずしも重要な影響を与えるものではあり

ません。 

一部連結子会社はクレジットカードに附帯するキャッシン

グ及びカードローンによる融資業務を行なっております。当該

業務における貸出コミットメントに係る未実行残高は以下の

とおりです。 

貸出コミットメントラインの総額 1,191,915 百万円

貸出実行残高 318,839 百万円

未実行残高 873,076 百万円

なお、同契約は融資実行されずに終了するものもあり、かつ、

利用限度額についても当社グループが任意に増減させることが

できるものであるため融資未実行残高は当社グループのキャッ

シュ・フローに必ずしも重要な影響を与えるものではありませ

ん。 

  

※６ 借入コミットメントライン契約  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

当社及び一部の連結子会社では、複数の銀行と借入コミット

メントライン契約を締結しており、未実行残高は次のとおりで

す。 

借入コミットメントラインの総額 110,600百万円

借入実行残高 30,000百万円

未実行残高 80,600百万円

  

当社及び一部の連結子会社では、複数の銀行と借入コミット

メントライン契約を締結しており、未実行残高は次のとおりで

す。 

借入コミットメントラインの総額 104,050 百万円

借入実行残高 43,000 百万円

未実行残高 61,050 百万円 

  

※７ 信用保証割賦売掛金及び信用保証買掛金  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

一部の連結子会社にて返済金の計算、請求及び回収事務等を

行わない信用保証残高46,143百万円については、信用保証割賦

売掛金及び信用保証買掛金からは除いております。 

一部の連結子会社にて返済金の計算、請求及び回収事務等を

行わない信用保証残高38,505百万円については、信用保証割賦

売掛金及び信用保証買掛金からは除いております。 
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※８ 保証債務の残高  

前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

一部連結子会社にて営業保証業務（一般顧客が一部連結子会

社の業務提携先から受けた融資に係る債務について、一般顧客

に対し債務保証する業務）を行なっております。当該業務にお

ける保証債務残高の状況は次のとおりです。 

信用保証業務の保証債務残高 

保証債務 244百万円

債務保証損失引当金 △5百万円

差  引 239百万円

  

一部連結子会社にて営業保証業務（一般顧客が一部連結子会

社の業務提携先から受けた融資に係る債務について、一般顧客

に対し債務保証する業務）を行なっております。当該業務にお

ける保証債務残高の状況は次のとおりです。 

信用保証業務の保証債務残高 

保証債務 232百万円

債務保証損失引当金 △1百万円

差  引 231百万円 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

  販売費の主なもの 

広告宣伝費及び販売促進費 14,911百万円

人件費 26,805百万円

減価償却費 6,049百万円

通信費及び保守費 9,383百万円

委託費及び外注費 18,526百万円

貸倒費用 3,142百万円

貸倒引当金繰入額 31,553百万円

その他 36,448百万円

    計 146,821百万円

   

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

  販売費の主なもの 

広告宣伝費及び販売促進費 12,826百万円

人件費 26,603百万円

減価償却費 7,886百万円

通信費及び保守費 10,792百万円

委託費及び外注費 20,798百万円

貸倒損失 166百万円

貸倒引当金繰入額 39,552百万円

利息返還損失引当金繰入額 19,422百万円

その他 36,290百万円

    計 174,338百万円 

_＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 28百万円 

土地 1,004百万円 

その他 52百万円 

    計 1,085百万円  

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 18百万円 

工具器具備品 99百万円 

土地 215百万円 

    計 333百万円  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 171百万円 

工具器具備品 49百万円 

ソフトウェア 93百万円 

その他 15百万円 

    計 329百万円  

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 283百万円 

工具器具備品 376百万円 

ソフトウェア 586百万円 

その他 178百万円 

    計 1,425百万円  

                 ※５ 一般管理費の各科目に含まれる研究開発費は、76百万円

であります。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当連結会計年度末 

 普通株式 (株) 11,837,893 1,175,600 － 13,013,493

（変動事由の概要） 

普通株式の発行済株式数の増加1,175,600株は、公募による新株の発行による増加1,150,000株、新株予約権の権利行使による新株

の発行による増加25,600株であります。 

 

２. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当連結会計年度末 

 普通株式 (株) 1,060.4 － － 1,060.4

（変動事由の概要） 

該当事項はありません。 

 

３. 新株予約権に関する事項 

目的となる株式の数（株） 

会社名 内訳 
目的となる

株式の種類
前連結 

会計年度末
増加 減少 

当連結 

会計年度末 

当連結会計

年度末残高

（百万円）

楽天株式会社 
平成18 年ストック・

オプション② 
普通株式 － 14,340 － 14,340 10

（変動事由の概要） 

増加14,340株は、平成18年12月14日のストック・オプション付与によるものであります。 

 

４. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 591 50 平成17年12月31日 平成18年３月31日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額 (円)
基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 650 50 平成18年12月31日 平成19年３月30日
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当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 13,013,493 62,841 － 13,076,334

（変動事由の概要） 

普通株式の発行済株式数の増加62,841株は、株式交換に伴う新株の発行による増加43,008株、新株予約権の権利行使による新株の

発行による増加19,833株であります。 

 

２. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 1,060.4 0.9 84 977.3

（変動事由の概要） 

自己株式の増加0.9株は端株の買取による増加であり、自己株式の減少84株は株式交換による処分であります。 

 

３. 新株予約権に関する事項 

目的となる株式の数（株） 

会社名 内訳 
目的となる

株式の種類
前連結 

会計年度末
増加 減少 

当連結 

会計年度末 

当連結会計

年度末残高

（百万円）

楽天株式会社 
平成18 年ストック・

オプション② 
普通株式 14,340 － － 14,340 127

 

４. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 650 50 平成18年12月31日 平成19年３月30日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成20年3月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,307 100 平成19年12月31日 平成20年３月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年12月31日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 111,182百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △3,336百万円

分離保管預金 △4,700百万円

拘束性預金 △13,925百万円

有価証券 0百万円

現金及び現金同等物 89,219百万円

現金及び預金勘定 57,437百万円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △3,972百万円 

分離保管預金 △4,700百万円 

拘束性預金 △1,283百万円 

有価証券 26,379百万円 

現金及び現金同等物 73,860百万円 

 

                 ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

 株式の取得により連結することとなった主な子会社の連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式取得価額と取得のた

めの支出（純額）との関係は、次のとおりであります。 

会社名 
フュージョン・コミュニ

ケーションズ（株） 

みなし取得日 平成19年9月30日 

流動資産 10,268百万円 

固定資産 2,744百万円

のれん △249百万円

流動負債 △10,456百万円

少数株主持分 △1,235百万円

株式の取得価額 1,071百万円

現金及び現金同等物 △1,228百万円

差引：取得による収入 △157百万円
 

３ 重要な非資金取引の内容 

譲渡により減少した資産及び負債の内訳並びに会社分割に

より取得した投資有価証券は、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

会社名 

譲渡日 

楽天ＫＣ(株) 

クレジット事業 

平成18年11月1日 

流動資産 269,021 

固定資産 23,413 

流動負債 △284,327 

固定負債 △431 

事業整理損 △17,844 

譲渡価額 △10,168 

譲渡対価 

（会社分割により取得した投資有価証券） 
△10 

差引：譲渡資産の未払額 △10,178 
 

３ 重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に新たに計上した所有権移転ファイナンス

・リース取引に係る債務の額は、2,908百万円であります。 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

(転貸リースを除く) 

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却累計

額相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

建物 86 8 78

車両運搬具 3 0 2

工具器具備品 14,638 4,776 9,861

ソフトウェア 5,917 1,853 4,064

合計 20,646 6,639 14,006

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び期末残高相当額 

  (転貸リースを除く) 

 

取得 

価額 

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末 

残高 

相当額

(百万円)

建物 20 6 － 13

機械装置 11,825 6,417 198 5,208

工具器具備品 12,505 4,745 － 7,760

ソフトウェア 1,130 763 － 367

合計 25,481 11,933 198 13,349

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期

末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 3,668百万円

1年超 10,572百万円

合計 14,240百万円

上記以外に転貸リース物件に関わる借手側未経過リース料

の期末残高相当額は、24,992百万円（うち一年以内10,122百

万円）であります。

  

1年内 4,369百万円

1年超 9,256百万円

合計 13,625百万円

上記以外に転貸リース物件に関わる借手側未経過リース

料の期末残高相当額は、13,741百万円（うち一年以内6,484

百万円）であります。  

リース資産減損勘定期末残高 198百万円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 3,190百万円

減価償却費相当額 2,952百万円

支払利息相当額 272百万円

  

支払リース料 4,352百万円

減価償却費相当額 4,031百万円

支払利息相当額 344百万円

減損損失 198百万円 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

  未経過リース料 

                  1年内 26百万円

1年超 49百万円

合計 75百万円
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

(転貸リースを除く) 

 

取得価額 

 

(百万円) 

減価償却累

計額 

(百万円) 

期末残高 

 

(百万円) 

建物 32 31 1

工具器具備品 14,075 13,034 1,040

車両運搬具 86 78 7

ソフトウェア 24 21 2

合計 14,218 13,166 1,052

  

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

  (転貸リースを除く) 

 

取得価額

 

(百万円)

減価償却累

計額 

(百万円) 

期末残高 

 

(百万円) 

建物 32 32 0

工具器具備品 11,054 10,436 618

車両運搬具 66 62 3

ソフトウェア 18 17 1

合計 11,172 10,549 623

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

1年内 423百万円

1年超 692百万円

合計 1,115百万円

上記以外に転貸リース物件に関わる貸手側未経過リース

料の期末残高相当額は、25,554百万円（うち一年以内10,214

百万円）であります。 

1年内 297百万円

1年超 371百万円

合計 668百万円

 上記以外に転貸リース物件に関わる貸手側未経過リース

料の期末残高相当額は、13,997百万円（うち一年以内6,563

百万円）であります。 

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 458百万円

減価償却費 367百万円

受取利息相当額 58百万円

  

受取リース料 337百万円

減価償却費 270百万円

受取利息相当額 37百万円
 

(4) 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

 

(4) 利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年12月31日） 

１ 売買目的の有価証券で時価のあるもの 

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（百万円） 

425 1 

 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの  

 株 式 114,781 149,501 34,719

 債 券 3,765 3,774 9

 その他 － － －

    小 計 118,547 153,275 34,728

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの  

 株 式 2,590 2,128 △461

 債 券 － － －

 その他 100 98 △1

    小 計 2,690 2,228 △462

合 計 121,238 155,504 34,265

 

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

24,261 11,313 0 

 

６ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式 5,541 

 その他 2,050 

 

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

区 分 
１年以内 

(百万円) 

 債券 

  外国債 3,811

合 計 3,811
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当連結会計年度（平成19年12月31日） 

１ 売買目的有価証券の有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの  

 株 式 1,221 5,717 4,495

    小 計 1,221 5,717 4,495

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの  

 株 式 121,306 93,291 △28,014

    小 計 121,306 93,291 △28,014

合 計 122,527 99,008 △23,518

 

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

  該当事項はありません。 

 

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

8,824 2,615 236 

 

６ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式 3,753 

 譲渡性預金 22,500 

 公社債投信 3,879 

 その他 772 

 

 

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  該当事項はありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

1. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 

平成13年 平成14年 平成15年  
ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション① 

当社取締役 9名 当社取締役 9名 当社取締役 12名

当社従業員 150名 当社従業員 160名 当社監査役 3名

  当社従業員 212名

  当社子会社取締役 7名

  当社子会社従業員 117名

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 1,071株 普通株式 280株 普通株式 5,283株

付与日 平成13年4月26日 平成14年4月30日 平成15年7月14日 

権利確定条件 付与日（平成13年4月26日）

以降、権利確定日（平成15年3

月29日）まで継続して勤務して

いること 

付与日（平成14年4月30日）

以降、権利確定日（平成18年3

月28日）まで継続して勤務して

いること 

付与日（平成15年7月14日）

以降、権利確定日（平成19年3

月27日）まで継続して勤務して

いること 

平成13年4月26日から 平成14年4月30日から 平成15年7月14日から 対象勤務期間 
平成15年3月29日まで 平成18年3月28日まで 平成19年3月27日まで 

平成15年3月30日から 平成18年3月29日から 平成19年3月28日から 権利行使期間 
平成23年3月28日まで 平成24年3月27日まで 平成25年3月26日まで 

 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 

平成15年 平成16年 平成17年  
ストック・オプション② ストック・オプション ストック・オプション① 

当社子会社取締役 1名 当社取締役 12名 当社取締役 14名

当社子会社従業員 17名 当社監査役 3名 当社監査役 3名

当社関連会社取締役 2名 当社従業員 447名 当社従業員 547名

当社関連会社従業員 12名 当社子会社取締役 3名 当社子会社取締役 3名

 当社子会社従業員 47名 当社子会社従業員 6名

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 352株 普通株式 3,573株 普通株式 54,410株

付与日 平成15年8月29日 平成16年9月7日 平成17年12月15日 

権利確定条件 付与日（平成15年8月29日）

以降、権利確定日（平成19年3

月27日）まで継続して勤務して

いること 

付与日（平成16年9月7日）以

降、権利確定日（平成20年3月

30日）まで継続して勤務してい

ること 

付与日（平成17年12月15日）

以降、権利確定日（平成21年3

月30日）まで継続して勤務して

いること 

平成15年8月29日から 平成16年9月7日から 平成17年12月15日から 対象勤務期間 
平成19年3月27日まで 平成20年3月30日まで 平成21年3月30日まで 

平成19年3月28日から 平成20年3月31日から 平成21年3月31日から 権利行使期間 
平成25年3月26日まで 平成26年3月29日まで 平成27年3月29日まで 
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会社名 提出会社 提出会社 提出会社 

平成17年 平成18年 平成18年  
ストック・オプション② ストック・オプション① ストック・オプション② 

当社従業員 1名 当社取締役 13名 当社取締役 13名

 当社監査役 3名 当社監査役 3名

 当社従業員 765名 当社従業員 68名

 当社子会社取締役 3名  

 当社子会社従業員 22名  

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 2,000株 普通株式 30,000株 普通株式 14,340株

付与日 平成18年2月13日 平成18年4月20日 平成18年12月14日 

権利確定条件 付与日（平成18年2月13日）
以降、権利確定日（平成21年3
月30日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成18年4月20日）
以降、権利確定日（平成22年3
月30日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成18年12月14日）
以降、権利確定日（平成22年3
月30日）まで継続して勤務して
いること 

平成18年2月13日から 平成18年4月20日から 平成18年12月14日から 対象勤務期間 
平成21年3月30日まで 平成22年3月30日まで 平成22年3月30日まで 

平成21年3月31日から 平成22年3月31日から 平成22年3月31日から 権利行使期間 
平成27年3月29日まで 平成28年3月29日まで 平成28年3月29日まで 

 

会社名 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 

平成16年第1回 平成16年第1回 平成17年第2回  
ストック・オプションＡ ストック・オプションＢ ストック・オプション 

同社取締役 1名 同社取締役 1名 同社従業員 57名

同社従業員 101名 同社監査役 1名  

 同社従業員 4名  

   

   

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 2,200株 普通株式 1,700株 普通株式 310株

付与日 平成16年4月19日 平成16年4月19日 平成17年9月15日 

権利確定条件 付与日（平成16年4月19日）
以降、権利確定日（平成18年4
月19日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成16年4月19日）
以降、権利確定日（平成18年4
月19日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成17年9月15日）
以降、権利確定日（平成19年9
月18日）まで継続して勤務して
いること 

平成16年4月19日から 平成16年4月19日から 平成17年9月15日から 対象勤務期間 
平成18年4月19日まで 平成18年4月19日まで 平成19年9月18日まで 

平成18年4月20日から 平成18年4月20日から 平成19年9月19日から 権利行使期間 
平成23年4月19日まで 平成23年4月19日まで 平成24年9月18日まで 

 

会社名 楽天KC株式会社 楽天トラベル株式会社  

平成17年度 平成15年   
ストック・オプション ストック・オプション  

同社取締役 2名 同社取締役 5名  

同社執行役員 4名 同社従業員 34名  

同社監査役 1名   

同社従業員 2名   

個人 8名   

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 880株 普通株式 2,000株  

付与日 平成17年6月17日 平成15年7月22日  

権利確定条件 付与日（平成17年6月17日）
以降、権利確定日（平成27年6
月17日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成15年7月22日）
以降、権利確定日（平成17年7
月31日）まで継続して勤務して
いること 

 

平成17年6月17日から 平成15年7月22日から  対象勤務期間 
平成19年6月17日まで 平成17年7月31日まで  

平成19年6月18日から 平成17年8月1日から  権利行使期間 
平成27年6月17日まで 平成20年7月31日まで  

（注）付与時点での株式数に換算して記載しております。



  

- 63 - 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 提出会社 提出会社 提出会社 

 平成13年 平成14年 平成15年 
 ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 － 21,900 49,240 
付与 － － － 
失効 － － － 
権利確定 － 21,900 － 
未確定残 － － 49,240 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 47,978 － － 
権利確定 － 21,900 － 
権利行使 15,670 8,830 － 
失効 300 400 － 
未行使残 32,008 12,670 － 
 

 提出会社 提出会社 提出会社 

 平成15年 平成16年 平成17年 
 ストック・オプション② ストック・オプション ストック・オプション① 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 3,360 35,730 54,410 
付与 － － － 
失効 － － － 
権利確定 － － － 
未確定残 3,360 35,730 54,410 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 － － － 
権利行使 － － － 
失効 － － － 
未行使残 － － － 
 

 提出会社 提出会社 提出会社 

 平成17年 平成18年 平成18年 
 ストック・オプション② ストック・オプション① ストック・オプション② 
権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
付与 2,000 30,000 14,340 
失効 － － － 
権利確定 － － － 
未確定残 2,000 30,000 14,340 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 － － － 
権利行使 － － － 
失効 － － － 
未行使残 － － － 
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 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 

 平成16年第1回 平成16年第1回 平成17年第2回 
 ストック・オプションＡ ストック・オプションＢ ストック・オプション 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 2,044 1,773 304 
付与 － － － 
失効 83 － 20 
権利確定 1,081 1,773 － 
未確定残 880 － 284 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 1,081 1,773 － 
権利行使 1,081 1,773 － 
失効 － － － 
未行使残 － － － 
 

 楽天KC株式会社 楽天トラベル株式会社  

 平成17年度 平成15年  
 ストック・オプション ストック・オプション  

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 880 －  
付与 － －  
失効 － －  
権利確定 － －  
未確定残 880 －  

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － 860  
権利確定 － －  
権利行使 － 480  
失効 － 5  
未行使残 － 375  

 

② 単価情報 

  提出会社 提出会社 提出会社 

  平成13年 平成14年 平成15年 

  ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション①
権利行使価格 （円） 1,120,953 1,100,000 193,000 
行使時平均価格 （円） 71,485 62,744 － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 
 

  提出会社 提出会社 提出会社 

  平成15年 平成16年 平成17年 

  ストック・オプション② ストック・オプション ストック・オプション①

権利行使価格 （円） 275,000 755,000 91,300 
行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 
 

  提出会社 提出会社 提出会社 

  平成17年 平成18年 平成18年 

  ストック・オプション② ストック・オプション① ストック・オプション②

権利行使価格 （円） 103,848 101,000 55,900 
行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － 29,400 
 

  楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 

  平成16年第1回 平成16年第1回 平成17年第2回 
  ストック・オプションＡ ストック・オプションＢ ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 520,000 520,000 1,380,000 
行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 
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  楽天KC株式会社 楽天トラベル株式会社 

  平成17年度 平成15年 
  ストック・オプション ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 256,000 320,000 
行使時平均価格 （円） － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － 

 

2. 当事業年度において付与された平成18年12月14日付与ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法 

 (1) 使用した算定技法  ブラック・ショールズ式 

 (2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法 

  ・株価変動性※1   55.0％ 

   ・予想残存期間※2  6年3ヶ月 

   ・無リスク利子率※3 1.32％ 

   ・予想配当利回り※4 0.09％ 

   ※1 より現在の当社グループの実態に近づけるため、当社グループに金融事業が含まれた2003年11月21日が含 

       まれる週からの株価実績に基づき算定した 

        ※2 十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使され 

             るものと推定して見積っている 

        ※3 予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りである 

        ※4 平成17年12月期の配当実績による 

 3. 当事業年度において付与された平成18年12月14日付与ストック・オプションについての権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、失効数の見積りは行っておりません。 

 4. 連結財務諸表への影響額       販売費及び一般管理費   10 百万円 
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当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

1. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 

平成13年 平成14年 平成15年  
ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション 

当社取締役 9名 当社取締役 9名 当社取締役 12名

当社従業員 150名 当社従業員 160名 当社監査役 3名

  当社従業員 212名

  当社子会社取締役 7名

  当社子会社従業員 117名

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 1,071株 普通株式 280株 普通株式 5,283株

付与日 平成13年4月26日 平成14年4月30日 平成15年7月14日 

権利確定条件 付与日（平成13年4月26日）

以降、権利確定日（平成15年3

月29日）まで継続して勤務して

いること 

付与日（平成14年４月30日）

以降、権利確定日（平成18年3

月28日）まで継続して勤務して

いること 

付与日（平成15年7月14日）

以降、権利確定日（平成19年3

月27日）まで継続して勤務して

いること 

平成13年4月26日から 平成14年4月30日から 平成15年7月14日から 対象勤務期間 
平成15年3月29日まで 平成18年3月28日まで 平成19年3月27日まで 

平成15年3月30日から 平成18年3月29日から 平成19年3月28日から 権利行使期間 
平成23年3月28日まで 平成24年3月27日まで 平成25年3月26日まで 

  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 

平成15年 平成16年 平成17年  
ストック・オプション② ストック・オプション ストック・オプション① 

当社子会社取締役 1名 当社取締役 12名 当社取締役 14名

当社子会社従業員 17名 当社監査役 3名 当社監査役 3名

当社関連会社取締役 2名 当社従業員 447名 当社従業員 547名

当社関連会社従業員 12名 当社子会社取締役 3名 当社子会社取締役 3名

 当社子会社従業員 47名 当社子会社従業員 6名

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 352株 普通株式 3,573株 普通株式 54,410株

付与日 平成15年8月29日 平成16年9月7日 平成17年12月15日 

権利確定条件 付与日（平成15年8月29日）

以降、権利確定日（平成19年3

月27日）まで継続して勤務して

いること 

付与日（平成16年9月7日）以

降、権利確定日（平成20年3月

30日）まで継続して勤務してい

ること 

付与日（平成17年12月15日）

以降、権利確定日（平成21年3

月30日）まで継続して勤務して

いること 

平成15年8月29日から 平成16年9月7日から 平成17年12月15日から 対象勤務期間 
平成19年3月27日まで 平成20年3月30日まで 平成21年3月30日まで 

平成19年3月28日から 平成20年3月31日から 平成21年3月31日から 権利行使期間 
平成25年3月26日まで 平成26年3月29日まで 平成27年3月29日まで 
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会社名 
提出会社 提出会社 提出会社 

平成17年 平成18年 平成18年  
ストック・オプション② ストック・オプション① ストック・オプション② 

当社従業員 1名 当社取締役 13名 当社取締役 13名

 当社監査役 3名 当社監査役 3名

 当社従業員 765名 当社従業員 68名

 当社子会社取締役 3名  

 当社子会社従業員 22名  

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 2,000株 普通株式 30,000株 普通株式 14,340株

付与日 平成18年2月13日 平成18年4月20日 平成18年12月14日 

権利確定条件 付与日（平成18年2月13日）
以降、権利確定日（平成21年3
月30日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成18年4月20日）
以降、権利確定日（平成22年3
月30日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成18年12月14日）
以降、権利確定日（平成22年3
月30日）まで継続して勤務して
いること 

平成18年2月13日から 平成18年4月20日から 平成18年12月14日から 対象勤務期間 
平成21年3月30日まで 平成22年3月30日まで 平成22年3月30日まで 

平成21年3月31日から 平成22年3月31日から 平成22年3月31日から 権利行使期間 
平成27年3月29日まで 平成28年3月29日まで 平成28年3月29日まで 

    

会社名 
楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天KC株式会社 

平成16年第1回 平成17年第2回 平成17年度  
ストック・オプションＡ ストック・オプション ストック・オプション 

同社取締役 1名 同社従業員 57名 同社取締役 2名

同社従業員 101名   同社執行役員 4名

    同社監査役 1名

    同社従業員 2名

    個人 8名

付与対象者の区分 

及び数 

     

ストック・オプションの数（注） 普通株式 2,200株 普通株式 310株 普通株式 880株

付与日 平成16年4月19日 平成17年9月15日 平成17年6月17日 

権利確定条件 付与日（平成16年4月19日）
以降、権利確定日（平成18年4
月19日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成17年9月15日）
以降、権利確定日（平成19年9
月18日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成17年6月17日）
以降、権利確定日（平成27年6
月18日）に勤務していること 

平成16年4月19日から 平成17年9月15日から 平成17年6月17日から 対象勤務期間 
平成18年4月19日まで 平成19年9月18日まで 平成19年6月17日まで 

平成18年4月20日から 平成19年9月19日から 平成19年6月18日から 権利行使期間 
平成23年4月19日まで 平成24年9月18日まで 平成27年6月17日まで 

 

会社名 
楽天トラベル株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

平成15年 平成12年 平成13年  
ストック・オプション 第1回新株引受権 第2回新株引受権付社債① 

同社取締役 5名 同社取締役 2名 同社従業員 37名

同社従業員 34名 同社従業員 38名  

   

   

   

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数（注） 普通株式 2,000株 普通株式 2,625株 普通株式 1,030株

付与日 平成15年7月22日 平成12年11月20日 平成13年７月12日 

権利確定条件 付与日（平成15年7月22日）
以降、権利確定日（平成17年7
月31日）まで継続して勤務して
いること 

付与日（平成12年11月20日）
以降、権利確定日（平成 14 年
11 月 20 日）まで継続して勤務
していること 

― 

平成15年7月22日から 平成12年11月20日から対象勤務期間 
平成17年7月31日まで 平成14年11月20日まで

― 

平成17年8月1日から 平成14年11月21日から 平成13年７月12日から 権利行使期間 
平成20年7月31日まで 平成22年11月20日まで 平成23年７月10日まで 
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会社名 フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

平成13年 平成13年 平成14年  
第2回新株引受権付社債② 第2回新株引受権付社債③ 第１回新株予約権 

同社従業員 49名 同社従業員 42名 同社従業員 27名

   

   

   

   

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数 普通株式 1,125株 普通株式 985株 普通株式 1,415株

付与日 平成13年７月12日 平成13年７月12日 平成14年６月29日 

権利確定条件 

― ― 

付与日（平成14年６月28日）
以降、権利確定日（平成16年６
月29日）まで継続して勤務して
いること 

平成14年６月29日から 
対象勤務期間 ― ― 

平成16年６月29日まで 

平成13年７月12日から 平成13年７月12日から 平成16年６月30日から 権利行使期間 
平成22年７月10日まで 平成24年７月10日まで 平成24年６月28日まで 

 

会社名 フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 
  

平成15年    
第2回新株予約権①   

同社従業員 28名   

   

   

   

   

付与対象者の区分 

及び数 

   

ストック・オプションの数 普通株式 264株   

付与日 平成14年６月29日   

権利確定条件 付与日（平成14年６月30日）
以降、権利確定日（平成17年６
月30日）まで継続して勤務して
いること 

  

平成15年６月30日から   対象勤務期間 
平成17年６月30日まで   

平成17年７月1日から   権利行使期間 
平成25年６月30日まで   

（注）付与時点での株式数に換算して記載しております。 



  

- 69 - 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 
提出会社 提出会社 提出会社 

 平成13年 平成14年 平成15年 
 ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 － － 49,240 
付与 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
失効 － － － 
権利確定 － － 49,240 
未確定残 － － － 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 32,008 12,670 － 
権利確定 － － 49,240 
連結子会社化による増加 － － － 
権利行使 5,608 3,035 10,460 
失効 1,200 200 － 
未行使残 25,200 9,435 38,780 

 

 
提出会社 提出会社 提出会社 

 平成15年 平成16年 平成17年 
 ストック・オプション② ストック・オプション ストック・オプション① 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 3,360 35,730 54,410 
付与 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
失効 － － － 
権利確定 3,360 － － 
未確定残 － 35,730 54,410 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 3,360 － － 
連結子会社化による増加 － － － 
権利行使 730 － － 
失効 － － － 
未行使残 2,630 － － 

 

 
提出会社 提出会社 提出会社 

 平成17年 平成18年 平成18年 
 ストック・オプション② ストック・オプション① ストック・オプション② 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 2,000 30,000 14,340 
付与 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
失効 － － － 
権利確定 － － － 
未確定残 2,000 30,000 14,340 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
権利行使 － － － 
失効 － － － 
未行使残 － － － 
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楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天KC株式会社 

 平成16年 第１回 平成17年 第２回 平成17年 
 ストック・オプションＡ ストック・オプション ストック・オプション 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 880 284 880 
付与 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
失効 － 32 － 
権利確定 880 252 880 
未確定残 － － － 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 880 252 880 
連結子会社化による増加 － － － 
権利行使 364 ― － 
失効 21 2 － 
未行使残 495 250 880 

 

 
楽天トラベル株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

 平成15年 平成12年 平成13年 
 ストック・オプション 第１回新株引受権 第２回新株引受権付社債①

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
付与 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
失効 － － － 
権利確定 － － － 
未確定残 － － － 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 375 － － 
権利確定 － － － 
連結子会社化による増加 － 1,655 555 
権利行使 170 － － 
失効 10 50 － 
未行使残 195 1,605 555 

 

 フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

 平成13年 平成13年 平成14年 
 第２回新株引受権付社債② 第２回新株引受権付社債③ 第１回新株予約権 

権利確定前 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
付与 － － － 
連結子会社化による増加 － － － 
失効 － － － 
権利確定 － － － 
未確定残 － － － 

権利確定後 （株）    
前連結会計年度末 － － － 
権利確定 － － － 
連結子会社化による増加 705 310 855 
権利行使 － － － 
失効 － － － 
未行使残 705 310 855 
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 フュージョン・コミュニ 

ケーションズ株式会社 

 平成15年 
 第２回新株予約権 

権利確定前 （株）  
前連結会計年度末 － 
付与 － 
連結子会社化による増加 － 
失効 － 
権利確定 － 
未確定残 － 

権利確定後 （株）  
前連結会計年度末 － 
権利確定 － 
連結子会社化による増加 126 
権利行使 － 
失効 － 
未行使残 126 

 

② 単価情報 

  提出会社 提出会社 提出会社 

  平成13年 平成14年 平成15年 

  ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション①

権利行使価格 （円） 1,120,953 1,100,000 193,000 
行使時平均価格 （円） 61,108 56,563 48,450 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

 

  
提出会社 提出会社 提出会社 

  平成15年 平成16年 平成17年 

  ストック・オプション ストック・オプション ストック・オプション①

権利行使価格 （円） 275,000 755,000 91,300 
行使時平均価格 （円） 48,960 － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

 

  
提出会社 提出会社 提出会社 

  平成17年 平成18年 平成18年 

  ストック・オプション② ストック・オプション① ストック・オプション②

権利行使価格 （円） 103,848 101,000 55,900 
行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

 

  
楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 

  平成16年第1回 平成16年第1回 平成17年第2回 
  ストック・オプションＡ ストック・オプションＢ ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 520,000 520,000 1,380,000 
行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 
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楽天KC株式会社 楽天トラベル株式会社 

フュージョン・コミュニ
ケーションズ株式会社 

  平成17年度 平成15年 平成12年 第１回 
  ストック・オプション ストック・オプション 新株引受権 

権利行使価格 （円） 256,000 320,000 50,000 

行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

 

  フュージョン・コミュニ
ケーションズ株式会社社

フュージョン・コミュニ
ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ
ケーションズ株式会社 

  平成13年 第2回 平成13年 第2回 平成13年 第2回 
  新株引受権付社債① 新株引受権付社債② 新株引受権付社債③ 

権利行使価格 （円） 155,792 155,792 155,792 

行使時平均価格 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

 

 

 

 フュージョン・コミュニ
ケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニ
ケーションズ株式会社 

  平成14年 平成15年 
  第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利行使価格 （円） 219,388 219,388 

行使時平均価格 （円） － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － 

 

2. 当事業年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法 

  該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 
ＥＣ事業

（百万円）

クレジット

・ペイメン

ト事業 

（百万円） 

ポータル・

メディア事

業 

（百万円）

トラベル事

業 

（百万円）

証券事業

（百万円)

プロスポーツ

事業 

(百万円)

計 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業

損益 
  

 売上高   

 (1)外部顧客に対す

る売上高 
57,686 79,537 8,510 10,464 40,524 6,547 203,271 － 203,271

 (2)セグメント間の

内部売上高又

は振替高 

1,464 64 4,568 261 31 718 7,109 （7,109） －

計 59,150 79,602 13,078 10,726 40,556 7,266 210,381 （7,109） 203,271

 営業費用 41,493 85,752 12,684 6,067 25,197 8,663 179,858 （5,735） 174,122

 営業利益 17,657 (6,149) 393 4,659 15,358 (1,396) 30,523 （1,374） 29,148

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出 
   

 資産 257,886 416,692 4,466 8,166 528,322 11,783 1,227,317 68,745 1,296,062

 減価償却費 2,955 1,651 357 440 831 711 6,948 2 6,951

 資本的支出 7,986 3,611 1,323 1,366 27,211 5,054 46,552 495 47,047

（注）1. 事業区分の変更 

事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。 

2. 各区分に属する主要なサービス等 

事業区分 主要なサービス等 

ＥＣ事業 インターネット・ショッピング・モール（『楽天市場』）の運営 

個人向けオークション・サイト（『楽天オークション』）の運営 

企業向けサービス取引市場（『楽天ビジネス』）の運営 

ＥＣ（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）に関するコンサルティング 

インターネット上の書籍販売サイト（『楽天ブックス』）の運営 

デジタルコンテンツ提供サイト（『楽天ダウンロード』）の運営及びデジタルコンテンツ提供システ

ムの開発 

インターネット上のゴルフ場予約サイト（『楽天GORA』）の運営 

パフォーマンス・マーケティング・サービスの提供 

『ダイニング・ア・ラ・カード』などのクラブマーケティング事業 

オンラインチケット販売ASP事業 

インターネット上のグリーティングカードサービスの提供 

クレジット・ペイメント事業 個人向けカードローン事業 

クレジットカードサービス事業 

ポータル・メディア事業 検索機能などを備えたポータルサイト（『Infoseek』）の運営 

CS放送チャンネルの運営 

広告代理店業 

総合データベース・マーケティング事業 

トラベル事業 インターネット上の宿泊予約、総合旅行サイト（『楽天トラベル』）の運営 

証券事業 オンライン証券取引サービスの運営 

プロスポーツ事業 プロ野球球団『東北楽天ゴールデンイーグルス』の運営 

『東北楽天ゴールデンイーグルス』関連商品の企画・販売 

3. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は166,928百万円であり、その主なものは、楽天メディア・イン

ベストメント(株)にて保有する投資有価証券であります。 

4. 配賦不能営業費用は1,461百万円ありますが、その主なものは、本社の外形標準課税に基づく税金費用など、セグメントへ

賦課できない本社費用であります。 
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当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 
ＥＣ事業 

（百万円）

クレジット

・ペイメン

ト事業 

（百万円） 

ポータル

・メディア

事業 

（百万円）

トラベル

事業 

（百万円）

証券事業

（百万円)

プロスポ

ーツ事業

(百万円)

通信事業

(百万円)

計 

（百万円） 

消去又は

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び 

営業損益 
    

 売上高     

 (1)外部顧客に対

する売上高 
75,512 70,195 7,510 12,909 30,556 7,553 9,700 213,938 － 213,938

 (2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

1,367 902 7,168 451 1 692 0 10,584 (10,584) －

計 76,879 71,098 14,678 13,361 30,557 8,245 9,700 224,523 (10,584) 213,938

 営業費用 57,337 96,273 15,041 7,357 24,811 9,082 10,095 220,000 (6,180) 213,819

営業利益又は営業

損失（△） 
19,541 △25,175 △ 362 6,004 5,746 △ 836 △394 4,523 (4,404) 118

Ⅱ 資産、減価償却

費、減損損失及

び資本的支出 

    

 資産 247,927 383,852 4,481 10,218 469,823 12,313 12,330 1,140,948 17,974 1,158,923

 減価償却費 4,159 1,581 556 548 631 829 215 8,523 － 8,523

 減損損失 116 397 － － 23 － 212 749 － 749

 資本的支出 9,218 4,284 82 935 4,239 549 51 19,361 － 19,361

（注）1. 事業区分の変更 

セグメントについては従来、「ＥＣ事業」、「クレジット・ペイメント事業」、「ポータル・メディア事業」、「トラベル事

業」、「証券事業」及び「プロスポーツ事業」に区分しておりましたが、フュージョン・コミュニケーションズ(株)の新

規連結等による通信事業への事業領域拡大に伴い、当連結会計年度より従来の区分に加え「通信事業」を新設いたしま

した。 

また、前年同期の数値については、通信事業に該当する事業を行っていなかったため、本事業区分の見直しによる影

響はございません。 

2. 各区分に属する主要なサービス等 

事業区分 主要なサービス等 

ＥＣ事業 インターネット・ショッピング・モール（『楽天市場』）の運営 

個人向けオークション・サイト（『楽天オークション』）の運営 

企業向けサービス取引市場（『楽天ビジネス』）の運営 

ＥＣ（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）に関するコンサルティング 

インターネット上の書籍販売サイト（『楽天ブックス』）の運営 

デジタルコンテンツ提供サイト（『楽天ダウンロード』）の運営及びデジタルコンテンツ提供システ

ムの開発 

インターネット上のゴルフ場予約サイト（『楽天GORA』）の運営 

パフォーマンス・マーケティング・サービスの提供 

『ダイニング・ア・ラ・カード』などのクラブマーケティング事業 

オンラインチケット販売ASP事業 

インターネット上のグリーティングカードサービスの提供 

クレジット・ペイメント事業 個人向けカードローン事業 

クレジットカードサービス事業 

ポータル・メディア事業 検索機能などを備えたポータルサイト（『Infoseek』）の運営 

CS放送チャンネルの運営 

広告代理店業 

総合データベース・マーケティング事業 

トラベル事業 インターネット上の宿泊予約、総合旅行サイト（『楽天トラベル』）の運営 

証券事業 オンライン証券取引サービスの運営 

プロスポーツ事業 プロ野球球団『東北楽天ゴールデンイーグルス』の運営 

『東北楽天ゴールデンイーグルス』関連商品の企画・販売 

通信事業 中継電話サービス、ＩＰ加入電話サービス等 
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3. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は98,123百万円であり、その主なものは、当社グループで保有

する投資有価証券であります。 

4. 配賦不能営業費用は3,501百万円ありますが、その主なものは、本社の外形標準課税に基づく税金費用や10周年記念事業関

連費用など、セグメントへ賦課できない本社費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成

19年12月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成

19年12月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

役員及びその近親者 國重惇史 ― ― 
当社代表

取締役 

被所有 

0.0 
― ―

有価証券

の 

買入 

2,139 ― ―

スポンサ

ー料 
143 

前払 

費用 
15

主要株主（個人）及

びその近親者が議決

権の過半数を所有し

ている会社等 

（当該会社の子会社

を含む） 

株式会社 

クリムゾ

ンフット

ボールク

ラブ（※） 

兵庫県 

神戸市 
2,968 

サッカー競

技等の興行

の企画・実

施等 

所有 

100 

兼任

1名

運営チ

ームの

スポン

サー

観戦チケ

ット等の 

購入 

1 ― ―

（※）当社代表取締役会長兼社長である三木谷浩史が、議決権の100％を間接保有しております。 
（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

1. 当社代表取締役である國重惇史から、楽天証券㈱の株式を1,173株買い入れております。買入価格については、 第三者機関の鑑定評価

等を参考に決定しております。 

2. （株）クリムゾンフットボールクラブへのスポンサー料については他のサッカークラブにおける取引事例等を参考に決定しております。

また観戦チケット等の購入については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
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当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

役員及び個人主要株主等 

※ 当社代表取締役会長兼社長である三木谷浩史が、議決権の100％を間接保有しております。 

（取引条件および取引条件の決定方針等） 

(株)クリムゾンフットボールクラブへのスポンサー料については他のサッカークラブにおける取引事例等を参考に決定しております。 

 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の内容又は

職業 

議決権等

の所有（被

所有）割合

（％）

役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

主要株主（個人）及

びその近親者が議

決権の過半数を所

有している会社等 

（当該会社の子会

社を含む） 

株式会社 

クリムゾ

ンフット

ボールク

ラブ（※） 

兵庫県 

神戸市 
98 

サッカー競技等

の興行の企画・

実施等 

所有 

100 

兼任 

1名 

運営チーム

のスポンサ

ー 

スポンサ

ー料 
171 前払費用 15
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（企業結合等関係） 

当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

（パーチェス法適用） 

１. 被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 事業の内容 

フュージョン・コミュニケーションズ株式会社 電気通信事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

日本では、ブロードバンド通信環境の急速な発展により、音声通話やインスタントメッセンジャーなどのインターネ

ット上で行う双方向型リアルタイム・コミュニケーションが普及しつつあります。こうした動きを受け、当社グループ

はインターネット・サービスとしての双方向型リアルタイム・コミュニケーションサービスを強化し楽天エコシステム

の拡大を図るべく、ＩＰ電話事業で高い技術力と安定した運用力のあるフュージョンの株式を東京電力株式会社から取

得することとしました。当社グループの持つインターネット上のwebを利用した幅広いサービスに加え、インターネット

の外につながる音声（voice）通話サービスを組み合わせた“web＋voice”サービス、例えば、カスタムメイドされたオ

リジナルな、メッセンジャーサービスや音声通話を利用した成果報酬型広告（Pay Per Call）などのサービス展開を検

討してまいります。またこれらにより、従来、インターネット上での“オン”ラインサービスでは取り込めていなかっ

た“オフ”ラインユーザーとのコミュニケーションを可能とすることで、楽天エコシステムの新たな展開を図ってまい

ります。 

他方、フュージョンにとっては、楽天グループ会員約3,700万人及び法人取引先約27万社の顧客基盤とそれに基づくマ

ーケティング手法を活用した収益力の強化及び効率化を図ることが可能となります。フュージョンと当社グループとの

相乗効果が、両社の業績向上及び企業価値の向上に貢献すると考えております。 

(3) 企業結合の法的形式 

株式取得 

(4) 結合後企業の名称 

変更はございません。 

(5) 取得した議決権比率 

73.55％ 

(6) 企業結合日 

平成19年８月７日 

 

２. 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成19年10月１日から平成19年12月31日まで 

平成19年９月30日をみなし取得日としているため、それ以前の期間の業績は含まれておりません。 

 

３. 被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価        現金 912 百万円

取得に直接要した支出 159 百万円

取得原価 1,071 百万円

 

４. 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 負ののれんの金額       409 百万円 

(2) 発生原因 

第三者機関による算定を元に売却先と取り決めた取得価額が、企業結合時の時価純資産を下回ったため、発生したもの

であります。 

(3) 償却の方法及び償却期間    20年間で均等償却 
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５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

流動資産 10,268 百万円

固定資産 2,744 百万円

合計 13,012 百万円

(2) 負債の額 

流動負債 10,456 百万円

 

６. 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

売上高及び損益情報 

売上高 41,509 百万円

営業損失 2,253 百万円

経常損失 1,976 百万円

税金等調整前当期純損失 3,026 百万円

当期純損失 3,040 百万円

１株当たり当期純損失 15,373.98 円

 

（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

当連結会計年度において企業結合日（みなし取得日となる平成19年９月30日）までの含まれていない期間（平成

19年１月１日から平成19年９月30日）については、当該期間の確定額及び当該期間に発生し、また発生したとされ

る金額をもって妥当性を考慮し、月割按分等により仮決算しております。なお、当該注記については、監査証明を受

けておりません。 

 

 

（共通支配下の取引等） 

・ 楽天証券ホールディングス株式会社にかかる取引 

１. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目

的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業又は対象となった事業の名称 事業の内容 

楽天証券ホールディングス株式会社 証券業、投資業等 

(2) 企業結合の法的形式 

共通支配下の取引（株式交換） 

(3) 結合後企業の名称 

変更はございません。 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

① 取引の目的 

楽天証券ホールディングス株式会社（以下、「楽天証券ＨＤ」）は、当社子会社である楽天証券株式会社（以下、

「楽天証券」）による株式移転により平成18年９月１日に設立された楽天グループの証券事業を統括する持株会社で

あり、その発行済株式総数の96.8％を当社が保有しておりました。 

楽天グループでは、平成18年11月より、カンパニー制度を廃止し、36事業単位（ビジネスユニット）に分けたフラ

ットな組織へと変更し、透明性の高い経営管理及び戦略的な人材・投資の配分などを可能とする新経営管理体制ＧＭ

Ｐ（Growth Management Program:グロースマネジメントプログラム）を導入し、新たな成長戦略に取り組んでおりま

す。今回、ＧＭＰの推進の一環として、子会社の経営管理体制の効率化及びガバナンスの強化を図るため、楽天証券

ＨＤを完全子会社とすることを決定いたしました。 
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② 取引の概要 

株式交換契約承認取締役会 平成19年２月22日 （当社） 

株式交換契約承認取締役会 平成19年２月22日 （楽天証券ＨＤ） 

株式交換契約締結 平成19年２月22日  

株式交換承認株主総会 当社 開催しておりません。（注1） 

 楽天証券ＨＤ 開催しておりません。（注2） 

株式交換日（効力発生日） 平成19年４月１日  

株券交付日 平成19年４月２日  

(注1) 当社においては、会社法第796条第３項に定める簡易株式交換の規定により、株主総会の承認を得ることなく株

式交換を行っております。 

(注2) 楽天証券ＨＤにおいては、会社法第784 条第１項に定める略式株式交換の規定により、株主総会の承認を得るこ

となく株式交換を行っております。 

  

２. 実施した会計処理の概要 

上記株式交換は少数株主との取引に該当するため、追加取得した子会社株式に対応する持分を少数株主持分から減額してお

ります。追加投資額との間に生じた差額については、のれんとして処理しております。 

  

３. 子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 当社普通株式 2,681 百万円 

取得に直接要した支出  1 百万円 

取得原価  2,683 百万円 

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

① 株式の種類別の交換比率 

普通株式  楽天株式会社  １：楽天証券ホールディングス株式会社  19.2 

楽天証券ＨＤの普通株式１株につき、当社の普通株式 19.2 株の割合をもって割当・交付しております。但し、

当社が保有する楽天証券ＨＤの株式 67,814 株については、株式交換による株式の割当ては行っておりません。 

 

② 交換比率の算定方法 

当社は、株式交換比率算定にあたり、大和証券エスエムビーシー株式会社（以下、「大和ＳＭＢＣ」）を第三者機

関として選定し、株式交換比率の算定を依頼しました。 

当社の株式価値については、ジャスダック証券取引所に上場されており、株価形成に関して特段の異常性が認めら

れないことから、市場株価平均法（ＶＷＡＰ（出来高加重平均株価）を採用）により平成19年２月16日時点における

直近１ヶ月間の算定を行いました。 

楽天証券ＨＤの株式価値については株式を公開していないこと等から、①同社の中核子会社である楽天証券につい

ては当期の利益見込みをもとに類似会社比較法を採用し、②他の主要子会社の株価については資産性を重視し時価純

資産価額法を採用した上で、①及び②を合算することにより算定を行いました。 

これらの大和ＳＭＢＣによる算定結果を勘案し、当事会社間で協議のうえ合意し、上記の交換比率を決定いたしま

した。 

第三者機関である大和ＳＭＢＣは、当社及び楽天証券ＨＤ の関連当事者に該当いたしません。 

③ 交付株式数及びその評価額 

普通株式  43,008 株       2,681百万円 

  

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

① のれんの金額                1,619 百万円 

② 発生原因 

同社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりにより発生したものであります。 

③ 償却の方法及び償却期間           20年間で均等償却 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 

１株当たり純資産額 14,492円23銭

１株当たり当期純利益金額 212円03銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
193円09銭

  

 

１株当たり純資産額 14,212円68銭

１株当たり当期純利益金額 2,825円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
2,813円32銭

  

 (注)１．期中の平均株式数については日割りにより算出しております。

 (注)２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 

 当期純利益（百万円） 2,702 36,898 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,702 36,898 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 12,746 13,057 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用い

られた当期純利益調整額の主要な内訳 

  関係会社の発行したストック・オプションによる希薄化

効果相当額（百万円） 

△226 △5 

 当期純利益調整額（百万円） △226 △5 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳 

  新株予約権（千株） 78 56 
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 前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

①当社の新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づくストック・オ

プション 

平成16年３月30日 

定時株主総会決議 

35,730株

平成17年３月30日 

定時株主総会決議 

56,410株

平成18年３月30日 

定時株主総会決議 

30,000株

②連結子会社楽天KC㈱の新

株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づくストック・オ

プション 

平成17年６月17日 

定時株主総会決議 

880株

①当社の新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づくストック・オ

プション 

平成16年３月30日 

定時株主総会決議 

35,730株

平成17年３月30日 

定時株主総会決議 

56,410株

平成18年３月30日 

定時株主総会決議 

44,340株

②連結子会社楽天証券(株)

の新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づくストック・オ

プション 

平成17年９月13日 

臨時株主総会決議 

250株

③連結子会社楽天KC(株)の

新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づくストック・オ

プション 

平成17年６月17日 

定時株主総会決議 

880株

④連結子会社楽天KC(株)の第一

回第一種優先株式 

12,500株

⑤連結子会社楽天KC(株)の第一

回第二種優先株式 

12,500株

⑥連結子会社フュージョン・コミ

ュニケーションズ(株)の第一回

新株引受権 

旧商法280条ノ19の規定に基づく

新株引受権 

平成12年11月20日 

臨時株主総会決議 

1,605株

⑦連結子会社フュージョン・コミ

ュニケーションズ(株)の第二回

新株引受権 

旧商法280条ノ19の規定に基づく

新株引受権 

平成13年６月26日 

定時株主総会決議 

1,570株
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 前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

  ⑧連結子会社フュージョン・コミ

ュニケーションズ(株)の第一回

新株予約権 

旧商法280条ノ20の規定に基づく

新株引受権 

平成14年６月28日 

定時株主総会決議 

855株

 

⑨連結子会社フュージョン・コミ

ュニケーションズ(株)の第二回

新株予約権 

旧商法280条ノ20の規定に基づく

新株引受権 

平成15年６月30日 

定時株主総会決議 

126株
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

１ 主要な子会社の完全子会社化に伴う株式交換の件 

当社は平成19年２月22日の当社取締役会において、楽天証券

ホールディングス株式会社（以下「楽天証券ＨＤ」といいます。）

を完全子会社とするため、会社法第796条第３項の規定に基づ

く株式交換を行うことを決議するとともに、同日付で株式交換

契約書を締結いたしました。なお、当社においては、会社法第

796条第３項に定める簡易株式交換の規定により、株主総会の

承認を得ることなく株式交換を行います。 

当該株式交換の概要は以下の通りであります。 

1.目的 

子会社の経営管理体制の効率化及びガバナンスの強化を

図るためのものであります。 

2. 株式交換日（予定） 

平成19年４月１日 

3. 株式割当比率および発行する新株式数等 

楽天証券ＨＤの普通株式１株につき、当社の普通株式19.2

株の割合をもって割当・交付し、割当・交付される当社株式

は普通株式43,008株であります。 

２ 会社法第236条、第238条及び第239条による新株予約権付与

の件 

当社は、平成19年３月29日開催の第10回定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、業

績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的に、取締

役、監査役及び従業員に対し、新株予約権を付与することを決

議いたしました。その概要は以下に記載のとおりであります。

(1) 発行する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 付与対象者 

当社、当社子会社及び当社関係会社の取締役、監査役及び

従業員 

(3) 対象株式数 

60,000株(上限) 

(4) 権利行使価額 

権利付与日の属する月の前月の各日(取引が成立しない

日を除く)のジャスダック証券取引所が公表する当社普通

株式の午後３時現在における売買取引値(最終価格)の平

均値の金額(１円未満の端数は切り上げ) とする。ただし、

当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、権利付与日

の終値とする。 

(5) 権利行使期間 

平成23年３月30日から平成29年３月28日まで 
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（生産、受注及び販売の状況） 

1. 生産実績 

当社グループは、インターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、生産に該当する事項がないため、生産

実績に関する記載はしておりません。 

 

2. 受注実績 
当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

 

3. 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 

当連結会計年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 
事業の種類別 

セグメントの名称 

  金額（百万円）  対前年比 

Ｅ Ｃ 事 業  75,512  30.9％  

クレジット・ペイメント事業  70,195  △ 11.7％  

ポ ー タ ル ・ メ デ ィ ア 事 業  7,510  △ 11.7％  

ト ラ ベ ル 事 業  12,909  23.4％  

証 券 事 業  30,556  △ 24.6％  

プ ロ ス ポ ー ツ 事 業  7,553  15.4％  

通 信 事 業  9,700  － 

合  計  213,938  5.2％  

（注）1.  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.  当社単体ベースの最近２事業年度の品目別販売実績は次のとおりであります。 

品目別販売実績（当社単体ベース） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

期 別 

 

品 目 

金額(百万円) 構成比 金額(百万円) 構成比 

増減率 

出 店 料 売 上 9,150 18.5％ 9,516 15.5％ 4.0％ 

マ ー ジ ン 売 上 14,048 28.4％ 18,321 29.7％ 30.4％ 

広 告 売 上 14,175 28.7％ 18,364 29.8％ 29.6％ 

ポ ー タ ル 売 上 7,487 15.2％ 5,696 9.2％ △ 23.9％ 

商 品 売 上 － － 2,552 4.1％ － 

そ の 他 売 上 4,557 9.2％ 7,178 11.7％ 57.5％ 

合 計 49,418 100.0％ 61,630 100.0％ 24.7％ 

（注）1.  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.  各品目に含まれる主な売上の内容 

出 店 料 売 上 『楽天市場』出店料（固定部分）、『楽天ビジネス』出展料（同） 
モバイルコマースサービスシステム利用料（同） 

マ ー ジ ン 売 上 『楽天市場』システム利用料（従量部分）、共同購入サービス利用料、 
モバイルコマースサービスシステム利用料（従量部分）、 
オークション利用料、『楽天 GORA』利用料 

広 告 売 上 バナー広告、メール広告 

ポ ー タ ル 売 上 バナー広告、メール広告、有料サービス利用料 

商 品 売 上 オンライン書籍・ＤＶＤ等販売等 

そ の 他 売 上 楽天大学受講料、Ｒ－Card Plus 決済及び物流関連の手数料収入 
なお、前事業年度には一部商品売上が含まれております。 
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（開示の省略） 

税効果会計、デリバティブ取引、退職給付等に関する注記事項については、重要性に鑑み決算短信における開示の必要性が大

きくないと考えられるため、開示を省略しております。
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５．財務諸表 

(1） 貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成18年12月31日） 

当事業年度 

（平成19年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（百万円）

 （資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金 ※2 21,638 6,460  

 ２ 売掛金 ※3 12,171 16,704  

 ３ 有価証券  － 4,500  

 ４ 商品  22 249  

 ５ 貯蔵品  99 7  

 ６ 前払費用  522 832  

 ７ 未収還付法人税等  3,768 －  

 ８ 繰延税金資産  5,077 3,744  

 ９ 関係会社短期貸付金 ※5 － 17,360  

 10 その他の流動資産  1,236 1,946  

    貸倒引当金  △121 △132  

 流動資産合計  44,415 12.3 51,670 13.2 7,255

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※1   

  (1) 建物  919 1,842  

  (2) 工具器具備品  4,679 4,641  

  (3) 建設仮勘定  703 373  

 有形固定資産合計  6,303 1.7 6,856 1.8 553

 ２ 無形固定資産    

  (1) 特許権  670 563  

  (2) 商標権  25 49  

  (3) ソフトウェア  5,292 6,916  

  (4) 電話加入権  3 3  

  (5) ソフトウェア仮勘定  968 1,032  

 無形固定資産合計  6,960 1.9 8,565 2.2 1,605

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※2 3,860 77,765  

  (2) 関係会社株式 ※4 204,239 215,111  

  (3) その他の関係会社有価証券  596 －  

  (4) 出資金  3 －  

  (5) 関係会社長期貸付金 ※5 93,503 30,753  

  (6) 長期滞留債権等  136 341  

  (7) 長期前払費用  93 152  

  (8) 敷金保証金  2,820 3,080  

     貸倒引当金  △136 △341  

     投資損失引当金  △842 △2,882  

 投資その他の資産合計  304,274 84.1 323,980 82.8 19,705

 固定資産合計  317,538 87.7 339,401 86.8 21,863

 資産合計  361,953 100.0 391,072 100.0 29,119
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 

当事業年度 

（平成19年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（百万円）

 （負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

 １ 買掛金 ※2,3 152 1,863  

 ２ 短期借入金 ※2,3,6 31,846 38,900  

 ３ １年内償還予定社債  － 4,000  

 ４ 未払金 ※2,3 3,604 5,949  

 ５ 未払費用  2,575 2,815  

 ６ 未払法人税等  6 14,202  

 ７ 未払消費税等  246 622  

 ８ 前受金  2,981 3,200  

 ９ 預り金 ※3 7,001 10,118  

 10 ポイント引当金  3,301 5,034  

 11 賞与引当金  － 524  

 12 役員賞与引当金  30 98  

 13 その他の流動負債  37 45  

 流動負債合計  51,783 14.3 87,376 22.3 35,592

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債  10,000 6,000  

 ２ 長期借入金  47,350 33,450  

 ３ 繰延税金負債  9,272 5,838  

 固定負債合計  66,622 18.4 45,288 11.6 △21,334

 負債合計  118,406 32.7 132,664 33.9 14,258

    

 （純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  107,294 29.6 107,453 27.5 159

 ２ 資本剰余金    

  (1) 資本準備金  68,371 71,212  

  (2) その他資本剰余金  45,567 45,572  

 資本剰余金合計  113,939 31.5 116,784 29.9 2,845

 ３ 利益剰余金    

  (1) その他利益剰余金    

   特別償却準備金  6 －   

   繰越利益剰余金  20,524 20,530 37,123 37,123  

 利益剰余金合計  20,530 5.7 37,123 9.5 16,592

 ４ 自己株式  △11 △0.0 △10 △0.0 0

    株主資本合計  241,752 66.8 261,350 66.8 19,597

Ⅱ 評価・換算差額等    

  その他有価証券評価差額金  1,784 △3,069  

 評価・換算差額等合計  1,784 0.5 △3,069 △0.8 △4,854

Ⅲ 新株予約権  10 0.0 127 0.0 117

 純資産合計  243,547 67.3 258,408 66.1 14,861

 負債純資産合計  361,953 100.0 391,072 100.0 29,119
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(2) 損益計算書 

  

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

百分比

（％）

金額 

（百万円） 

百分比 

（％） 

増減 

（百万円）

Ⅰ 売上高  49,418 100.0 61,630 100.0 12,211

Ⅱ 売上原価  1,083 2.2 3,816 6.2 2,733

   売上総利益  48,335 97.8 57,813 93.8 9,478

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 31,051 62.8 39,342 63.8 8,290

   営業利益  17,284 35.0 18,471 30.0 1,187

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  385 524   

 ２ 受取配当金 ※3 7,166 2,275   

 ３ その他  141 7,693 15.6 192 2,993 4.9 △4,700

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  643 902   

 ２ 社債利息  57 115   

 ３ 新株発行費  598 －   

 ４ 支払手数料  891 165   

 ５ 為替差損  － 376   

 ６ その他  42 2,235 4.5 173 1,733 2.8 △501

   経常利益  22,742 46.0 19,731 32.0 △3,011

Ⅵ 特別利益    

 １ 投資有価証券売却益  7,942 －   

 ２ 関係会社株式売却益  － 45,801   

 ３ その他  12 7,955 16.1 3 45,804 74.3 37,849

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産売却損 ※4 42 －   

 ２ 固定資産除却損 ※5 41 930   

 ３ 事務所移転・構築費  109 227   

 ４ 関係会社清算損  10,145 20,063   

 ５ 関係会社支援損  1,500 900   

 ６ 関係会社整理損  － 849   

 ７ 関係会社株式減損損失  998 7,224   

 ８ 投資損失引当金繰入額  137 2,040   

 ９ その他  960 13,933 28.2 555 32,791 53.2 18,858

   税引前当期純利益  16,764 33.9 32,744 53.1 15,979

   法人税、住民税及び事業税  10 14,228   

   過年度法人税、住民税及び事業税  379 －   

   法人税等調整額  4,665 5,055 10.2 1,272 15,501 25.2 10,445

   当期純利益  11,708 23.7 17,243 28.0 5,534
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売上原価明細書 

  

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（百万円）

Ⅰ 商品売上原価  216 20.0 2,289 60.0 2,073

Ⅱ 広告媒体費  866 80.0 1,526 40.0 660

合  計  1,083 100.0 3,816 100.0 2,733
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(3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
特別償却

準備金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 株主資本合計

 
平成17年12月31日残高 

（百万円） 
54,135 15,211 45,567 60,779 24 9,419 9,443 △11 124,346

事業年度中の変動額     

 新株の発行 53,159 53,159 53,159   106,319

 剰余金の配当   △591 △591  △591

 利益処分による役員賞与   △30 △30  △30

 当期純利益   11,708 11,708  11,708

 特別償却準備金の取崩   △18 18 －  －

 株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
    

 
事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
53,159 53,159 － 53,159 △18 11,105 11,086 － 117,406

 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
107,294 68,371 45,567 113,939 6 20,524 20,530 △11 241,752

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

新株予約権 純資産合計 

 
平成17年12月31日残高 

（百万円） 
13,393 13,393 0 137,739

事業年度中の変動額  

 新株の発行  106,319

 剰余金の配当  △591

 利益処分による役員賞与  △30

 当期純利益  11,708

 特別償却準備金の取崩  －

 株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
△11,608 △11,608 10 △11,598

 
事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△11,608 △11,608 10 105,807

 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
1,784 1,784 10 243,547
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当事業年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 特別償却

準備金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式 
株主資本合

計 

 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
107,294 68,371 45,567 113,939 6 20,524 20,530 △11 241,752

事業年度中の変動額    

 新株の発行 159 159 159  318

 株式交換による変動額  2,681 4 2,686  0 2,687

 剰余金の配当   △650 △650 △650

 当期純利益   17,243 17,243 17,243

 自己株式の取得    △0 △0

 特別償却準備金の取崩   △6 6 － －

 株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
   

 
事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
159 2,841 4 2,845 △6 16,598 16,592 0 19,597

平成19年12月31日残高 

（百万円） 
107,453 71,212 45,572 116,784 － 37,123 37,123 △10 261,350

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
新株予約権 純資産合計 

 
平成18年12月31日残高 

（百万円） 
1,784 1,784 10 243,547

事業年度中の変動額   

 新株の発行   318

 株式交換による変動額   2,687

 剰余金の配当   △650

 当期純利益   17,243

 自己株式の取得   △0

 特別償却準備金の取崩   ―

 株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
△4,854 △4,854 117 △4,736

 
事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△4,854 △4,854 117 14,861

 
平成19年12月31日残高 

（百万円） 
△3,069 △3,069 127 258,408
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重要な会計方針 

項目 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品・貯蔵品 

最終仕入原価法 

商品・貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)については定額

法を採用しております。 

耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)については定額

法を採用しております。 

耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

また、平成19年度の法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正法人税法に規定

する償却方法により減価償却費を計上し

ております。 

 

 

 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法を、特許権については７年の

定額法を採用しております。 

４ 繰延資産の処理方法 株式交付費（新株発行費） 

発行時に全額費用として処理しており

ます。 

 （追加情報） 

なお、当事業年度より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準実務対応報告第19号 平成18年８月1

1日）を適用しております。なお、この変

更による損益への影響はありません。 

               

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し回収不能見込額を

計上しております。 

貸倒引当金 

同左 
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項目 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 投資損失引当金 

関係会社への投資に係る損失に備える

ため、当該会社の財政状態を勘案して関係

会社株式等について必要額を引当計上し

ております。 

投資損失引当金 

同左 

 

 

                    賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当事業年度に見

合う分を計上しております。 

（追加情報） 

当社では、当事業年度において従業員

賞与の支給対象期間を変更したことか

ら、当事業年度から支給見込額に基づき

当事業年度に見合う分を賞与引当金と

して計上しております。 

 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与支給に備え、将来の支

給見込額のうち当事業年度末において負担

すべき額を計上しております。 

役員賞与引当金 

同左 

 

 ポイント引当金 

  顧客に付与されたポイントの使用による

費用発生に備えるため当事業年度末におい

て将来使用されると見込まれる額を計上し

ております。 

 

ポイント引当金 

同左 

 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

②「マージン売上」の計上基準 

 商品等の取扱高（流通総額）に比例して利

用料が計算される「マージン売上」のうちキ

ャンセル受付期間が設定されている取引に

ついては、取引発生時にキャンセル発生見込

額を控除した取引高に対する利用料を売上

として計上しております。 

 なお、キャンセル発生見込額はキャンセル

発生実績率に基づき算出しております。 

  キャンセル受付期間完了前売上高 

1,504百万円

①消費税等の会計処理 

同左 

 

②「マージン売上」の計上基準 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

  キャンセル受付期間完了前売上高 

1,884百万円
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会計処理方法の変更 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10

月31日）を適用しております。なお、この会計基準適用による

損益に与える影響はありません。 

（有形固定資産の減価償却の処理方法） 

当事業年度より、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降取得資産の減価償却限度

額の計算方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。なお、この変更に伴う影響額は軽微でありま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月9日）を適用し

ております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は243,536百万円であ

ります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第11号 最終改正 平成18年5月31日）を適用して

おります。なお、この会計基準適用により、従来の方法と比較

して、販売費及び一般管理費が10百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ同額減少しておりま

す。 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

役員賞与については、従来は利益処分により未処分利益の減

少として会計処理していましたが、当事業年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）

に従い、発生時に費用処理しております。この会計基準適用に

より、従来の方法と比較して、販売費及び一般管理費が30百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。 
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表示方法の変更 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

                         （損益計算書） 

 前事業年度まで特別利益に表示していた「投資有価証券売却

益」は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度においては、

特別利益の「その他」に含めて表示しております。なお、当事

業年度における「投資有価証券売却益」の金額は3百万円であ

ります。 

 前事業年度まで特別損失に表示していた「固定資産売却損」

は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度においては、特別

利益の「その他」に含めて表示しております。なお、当事業年

度における「固定資産売却損益」の金額は0百万円であります

。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

（平成18年12月31日） 

当事業年度 

（平成19年12月31日） 

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 5,420百万円

  

※１ 固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 6,558百万円 

※２                        
 

※２ 担保に供されている資産 

(1)担保に供されている資産 

預金 100百万円

投資有価証券 75,362百万円

合計 75,462百万円

(2)担保資産の対象となる債務 

短期借入金 25,000百万円

買掛金 1,780百万円

未払金 70百万円

合計 26,850百万円 

※３ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもの

のほか次のものがあります。 

売掛金 757百万円 

買掛金 128百万円 

短期借入金 5,696百万円 
 

※３ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもの

のほか次のものがあります。 

未払金 1,493百万円 

預り金 9,979百万円 

  
 

※４ 貸株に供した投資有価証券 

固定資産の「投資その他の資産」に計上した「関係会社株

式」のうち、72百万円を貸株に供しております。 

※４ 貸株に供した投資有価証券 

固定資産の「投資その他の資産」に計上した「関係会社株

式」のうち、72百万円を貸株に供しております。 

※５ 貸出コミットメントライン契約 

当社の子会社である株式会社楽天野球団、楽天ストラテジ

ックパートナーズ株式会社及び楽天メディア・インベストメ

ント株式会社等に対する貸出コミットメントラインの未実

行残高は次のとおりです。 

貸出コミットメントラインの総額 

 108,000百万円 

貸出実行残高 87,608百万円 

未実行残高 20,392百万円  

※５ 貸出コミットメントライン契約 

当社の子会社である楽天メディア・インベストメント株式

会社及びフュージョン・コミュニケーションズ株式会社に対

する貸出コミットメントラインの未実行残高は次のとおりで

す。 

貸出コミットメントラインの総額 

 81,500百万円 

貸出実行残高 21,527百万円 

未実行残高 59,972百万円 

 

また、当社グループではキャッシュ・マネジメント・シス

テムを導入しており、これに伴う貸出コミットメントライン

の未実行残高は次のとおりです。 

貸出コミットメントラインの総額 

 1,300百万円 

貸出実行残高 1,089百万円 

未実行残高 210百万円  
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 

当事業年度 

（平成19年12月31日） 

※６ 借入コミットメントライン契約 

当社は、株式会社三井住友銀行、株式会社みずほコーポレ

ート銀行、住友信託銀行株式会社及び株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行と借入コミットメントライン契約を締結しており、未

実行残高は次のとおりです。 

借入コミットメントラインの総額 

 30,000百万円 

借入実行残高 ― 百万円 

未実行残高 30,000百万円  

※６ 借入コミットメントライン契約 

当社は、株式会社三井住友銀行、株式会社みずほコーポレ

ート銀行、住友信託銀行株式会社、農林中央金庫、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行及び株式会社新生銀行と借入コミット

メントライン契約を締結しており、未実行残高は次のとおり

です。 

借入コミットメントラインの総額 

 36,850百万円 

借入実行残高 ― 百万円 

未実行残高 36,850百万円  
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（損益計算書関係） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳 

広告宣伝費及び販売促進費 4,486百万円

人件費 6,946百万円

貸倒引当金繰入額 113百万円

業務委託費 7,102百万円

通信費 1,988百万円

保守費 1,181百万円

地代家賃 2,194百万円

減価償却費 2,767百万円

ポイント引当金繰入額 3,301百万円

おおよその割合 

販売費 25％ 

一般管理費 75％  

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳 

広告宣伝費及び販売促進費 3,752百万円

人件費 10,083百万円

貸倒引当金繰入額 244百万円

業務委託費 10,072百万円

通信費 2,301百万円

保守費 1,751百万円

地代家賃 2,927百万円

減価償却費 4,112百万円

ポイント引当金繰入額 5,034百万円

賞与引当金繰入額 524百万円

おおよその割合 

販売費 22％ 

一般管理費 78％  

※２    _＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※２ 一般管理費の各科目に含まれる研究開発費は76百万円で

あります。 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとお

りであります。 

受取配当金 7,162百万円  

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとお

りであります。 

受取配当金 2,248百万円  

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 42百万円  

※４                        

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 41百万円  

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 31百万円 

建設仮勘定 3百万円 

工具器具備品 178百万円 

ソフトウェア 564百万円 

ソフトウェア仮勘定 152百万円 

合計 930百万円  
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（株主資本等変動計算書関係） 

 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

自己株式. （株） 1,060.4 － － 1,060.4

 

当事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

自己株式 （株） 1,060.4 0.9 84 977.3

（変動事由の概要） 

 自己株式の増加0.9株は端株の買取による増加であり、自己株式の減少84株は株式交換による処分であります。 
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その他 

 

（1） 役員の異動 

 

  （平成20年3月27日付の異動予定） 

 

記載が可能となり次第、開示いたします。 
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（要約）四半期連結損益計算書 

第４四半期連結会計期間 （平成19年10月１日～平成19年12月31日）       

前年同四半期 

平成18年12月期 

第４四半期会計期間 

当四半期 

平成19年12月期 

第４四半期会計期間 

増   減 
科   目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率 

  （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

Ⅰ 売上高  50,159 100.0 62,922 100.0 12,762 25.4

Ⅱ 売上原価  7,726 15.4 16,817 26.7 9,090 117.6

   売上総利益  42,433 84.6 46,105 73.3 3,671 8.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 人件費  6,350 7,700  1,349 

 ２ 広告宣伝費及び販売促進費  3,565 3,159  △405 

 ３ 減価償却費  1,764 2,345  580 

 ４ 通信費及び保守費  2,521 2,723  202 

 ５ 委託費及び外注費  4,578 5,911  1,333 

 ６ 貸倒引当金繰入額  － 18,480  18,480 

 ７ 貸倒費用  － 109  109 

 ８ 貸倒関連費  3,981 －  △3,981 

 ９ 利息返還損失引当金繰入額  － 13,949  13,949 

 10 その他  8,177 11,337  3,160 

  販売費及び一般管理費合計  30,938 61.7 65,718 104.4 34,779 112.4

   営業利益又は営業損失(△)  11,495 22.9 △19,612 △31.2 △31,108 ―

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息及び受取配当金  327 1,149  822 

 ２ 持分法による投資利益  238 133  △105 

 ３ その他  519 296  △222 

   営業外収益合計  1,085 2.2 1,579 2.5 494 45.6

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  438 341  △97 

 ２ 支払手数料  367 199  △167 

 ３ その他  38 182  143 

   営業外費用合計  844 1.7 723 1.1 △120 

   経常利益又は経常損失(△)  11,735 23.4 △18,757 △29.8 △30,492 ―
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前年同四半期 

平成18年12月期 

第４四半期会計期間 

当四半期 

平成19年12月期 

第４四半期会計期間 

増   減 
科   目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率 

  （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益  612 －  △612 

 ２ 有価証券売却益  207 －  △207 

  ３ 投資有価証券売却益  － 124  124 

 ４ 持分変動利益  802 167  △634 

 ５ その他  165 69  △96 

   特別利益合計  1,788 3.6 361 0.6 △1,426 △79.8

Ⅶ 特別損失    

１ 事業整理損  1,808 －  △1,808 

２ 貸倒引当金繰入額  151 －  △151 

３ 利息返還損失引当金繰入額  △1,398 －  1,398 

４ 固定資産売却損  291 －  △291 

５ 固定資産除却損  1,110  1,110 

６ 事務所移転・構築費  80 －  △80 

７ 証券取引責任準備金繰入額  158 168  9 

８ リース解約損  1,315 2,135  820 

９ その他  385 501  116 

   特別損失合計  2,793 5.6 3,916 6.2 1,122 40.2
  税金調整前四半期純利益又は 

税金調整前四半期純損失（△） 10,730 21.4 △22,312 △35.5 △33,042 ―

  法人税、住民税及び事業税  △1,846 △6,727  △4,881 

  法人税等調整額  730 △7,858  △8,589 

   法人税等合計  △1,115 △2.2 △14,585 △23.2 △13,470 ―

   少数株主利益又は損失(△) 420 0.8 △1,053 △1.7 △1,474 ―

四半期純利益又は四半期純損失（△） 11,424 22.8 △6,672 △10.6 △18,097 ―
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 
前第４四半期連結会計期間（自 平成18年10月1日 至 平成18年12月31日）           （単位：百万円） 

 
ＥＣ事業 

 

クレジッ

ト・ペイメ

ント事業 

 

ポータル

・メディア

事業 

 

トラベル

事業 

 

証券事業

 

プロスポー

ツ事業 
通信事業

計 

 

消去又は

全社 

 

連結 

 

売上高   

 外部顧客に対す

る売上高 
18,122 17,761 2,096 2,818 8,444 916 － 50,159 － 50,159 

 セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

333 24 1,387 86 31 204 － 2,067 (2,067) －

計 18,455 17,785 3,484 2,905 8,475 1,121 － 52,227 (2,067) 50,159

営業費用 12,214 15,210 3,311 1,581 6,222 1,877 － 40,418 (1,753) 38,664

営業損益 6,241 2,574 173 1,323 2,253 (756) － 11,809 (314) 11,495

 
 
 

当第４四半期連結会計期間(自 平成19年10月１日 至 平成19年12月31日)           （単位：百万円） 

 
ＥＣ事業 

 

クレジッ

ト・ペイメ

ント事業 

 

ポータル

・メディア

事業 

 

トラベル

事業 

 

証券事業

 

プロスポ

ーツ事業
通信事業

計 

 

消去又は

全社 

 

連結 

 

売上高  

 外部顧客に対す

る売上高 

22,756 16,893 1,908 3,500 6,934 1,228 9,700 62,922 － 62,922 

 セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

281 316 2,112 73 0 158 0 2,943 (2,943) － 

計 23,038 17,210 4,020 3,573 6,935 1,386 9,700 65,865 (2,943) 62,922

営業費用 17,013 41,839 4,238 2,164 5,845 2,051 9,981 83,132 (597) 82,535

営業損益 6,025 (24,628) (217) 1,409 1,090 (665) (280) (17,266) (2,346) (19,612)

（注）１. 事業区分の変更 

セグメントについては従来、「ＥＣ事業」、「クレジット・ペイメント事業」、「ポータル・メディア事業」、「トラベル事

業」、「証券事業」及び「プロスポーツ事業」に区分しておりましたが、フュージョン・コミュニケーションズ(株)の新

規連結等による通信事業への事業領域拡大に伴い、当連結会計年度より従来の区分に加え「通信事業」を新設いたしま

した。 

また、前年同期の数値については、通信事業に該当する事業を行っていなかったため、本事業区分の見直しによる影

響はございません。 


